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　鹿児島大学は、自ら困難な課題に果敢に挑戦する『進取の精神』を有す
る人材を育成するとともに、地域とともに社会の発展に貢献する『進取の
気風』にあふれる総合大学を目指しています。共通教育では、前教育セン
ター長の門 久義 先生（理工学研究科）を中心に、『進取の精神』を育む
とともに、学士課程を修了する者が身に付けているべき能力として提示さ
れた『学士力』を育むために、教育過程の改革が進められてきました。そ
して、平成25年度から新しい共通教育プログラムがスタートしました。
　新しい共通教育プログラムでは、『学士力』の基盤となる「社会を構成
し運営するとともに自立した一人の人間として力強く生きていくための総
合的な力」と定義されている『人間力』の基本要素として、実践力、判断力、精神力、知力、身体力、
コミュニケーション力を位置づけ、それらを養成する学習を行います。今後、教育センターの組織改革
を進めながら、新カリキュラムについて評価や検証を行うとともに、ナンバリングによる科目の体系化、
ルーブリックなどによる評価基準の可視化やポートフォリオによる総合的な学習の評価、初年次教育の
充実などの課題についても検討していく必要があります。これらの課題解決について、教育センターを
中心に検討していくことになりますが、他大学で行われている教養教育の改革も参考になりそうです。
　たとえば、初年次教育の充実については、大阪府立大学のGPAに関する興味深い調査結果があります。
１年生前期と３年生前期のGPAには有意に高い相関（r＝0.803）が認められましたが、入試成績と１年
生前期のGPAとの関連は４学域13学類のなかで１学類でしか認められなかったそうです。この結果を
もとに、大学で学生を育てるためには入学後の教養教育、なかでも１年生前期が、その後の学習成果を
決定付けるきわめて重要な時期であることが全学で認識され、１年生全員を対象とした初年次教育であ
る「初年次ゼミナール」を前期の必修科目として実施することや、きめ細かいサポートをするための「学
習ポートフォリオ」を導入することになったそうです（溝上、2013年）。「初年次ゼミナール」とは、「教
えられる」という受動的な学びから、「みずから学ぶ」という能動的な学び、すなわち「学習」から「学修」
への早期の転換をねらいとする、学域・学類を横断したクラス編成による少人数クラス（15名～ 20名）
の双方向授業であるとホームページに紹介してあります。プレゼンテーションやレポートなど、いろい
ろな手段を通じて、多様な視点の活用や学習研究の手法、自己表現や反省的思考など、能動的な学びを
支える要素について習熟させることを目指しており、平成25年度には、371名の教員が単独あるいは分
担し、「理想の大学を構想しよう」、「宇宙開発について考えてみよう」、「都市を考える」など様々なテー
マで93科目が開講されているようです。各教員が興味を持って研究に取り組んでいるテーマで授業を行
い、学ぶことの楽しさを学生と分かち合うことで、初年次教育だけでなく専門教育にも大きな成果が得
られるものと思われます。
　グローバル社会に活躍できる人材を育成するため、大学における外国語教育の重要性が指摘されてい
ますが、琉球大学が英語の外部テストをもとに検討したところ、１年生から２年生にかけて伸びた成績
も、授業がなくなる３年生では低下する傾向にあるそうです（第42回九州地区国立大学教養教育実施組
織代表者会議、2013年）。このことは、大学における語学教育の在り方を考えるうえで、大変、参考に
なります。なお、語学の修得には、10分程度でも毎日継続していくことが重要になることから、外国語
における自学自習の効果的な支援の在り方についても検討していく必要があるようです。
　最後になりましたが、共通教育における課題の解決はもとより、共通教育が『進取の精神』の育成や『進
取の気風』にあふれる総合大学に貢献できますよう、これまで以上に、全学の教職員の皆様のご協力を
お願い申し上げます。

新しい共通教育のスタート

教育センター長　飯　干　　　明
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　鹿児島大学教育センターは、大学での教育方法や、授業方法の改善などについて研究・開発し、提言
を行う高等教育研究開発部と、共通教育科目等に関して企画・実施をする共通教育企画実施部、外国語
教育の開発や提言を行う外国語教育推進部、大学院共通科目教育の企画・立案・実施を行う大学院共通
科目・特別コース推進部の４部で構成されており、鹿児島大学における教育の拠点として位置づけられ
ています。

教育センターの組織

　高等教育の研究・開発・提言、共通教育等の企画・立案・実施、外国語教育の企画・提言・推進及び
大学教育の全学的な連絡調達

 ・高等教育の教育方法及び教育支援等の研究開発
 ・ＦＤの研究開発、実施及び授業改善
 ・教育評価の研究開発及び自己点検・評価等

 ・共通教育等の調査・研究・開発
 ・共通教育等の授業の実施に係る具体的事項の企画・運営
 ・共通教育等と専門教育との連絡・調整等

 ・共通教育等外国語教育の企画・提言
 ・外国語教育の改善・提言
 ・外国語教育の研究、カリキュラムの開発及び推進等

 ・大学院共通科目・特別コースの企画・立案
 ・大学院共通科目・特別コースの科目担当教員の資格
 ・大学院共通科目・特別コースの授業の計画・実施・運営等

 ・授業科目の企画・立案・実施
 ・当該科目の時間割作成等

 ・授業科目の企画・立案・実施
 ・当該科目の時間割作成等

各科目専門委員会
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Ⅱ　特　　　　集
学生支援の充実に向けて

　大学進学率が50％を超えた現在、学生の多様化が進んでいます。
大学入学までの経歴や学力の問題から授業についていけない学生も
増え、不適応や留年・中退などへの対策に追われる大学も少なくあ
りません。様々な社会経済的背景をもつ学生に対して、学修面のみ
ならず、人間関係の構築や一人暮らしで問題が生じた際の対処法な
ど、学生生活を包括的に支援する必要があります。
　今回の特集では、学生支援の一層の充実に向けた様々な取り組み
を紹介しています。学修を中心とした学生生活において、その学修
をより効果的に、円滑に行うための組織的な支援活動を考える契機
となることを願っています。
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１．課題意識
　本稿の目的は、大学生活への適応支援を目的としたピア・サポート制度が、いつ、どのように設けら
れてきたのか、そしてその要因を検討することである。この作業を通して、学生生活の中で自主的に行
われてきた活動を大学が制度化することに伴う問題点を抽出し、制度構築およびその後の展開における
留意点を考察する。
　ピア（peer）とは仲間や同僚を表す。つまり、ピア・サポートとは立場を同じくする者同士の支え合
いである。年齢や経験年数の上下に基づくものではなく、クラスや職場等、何らかの立場や場を共有す
るものが互いに支え合うことを意味する。本来は制度を表すものではなく現象を表す言葉である。しか
し、昨今の日本の大学教育においては、学生の自発的な支え合いではなく、ピア・サポート制度を意味
する場合が多い。
　ピア・サポートの定義は、「学生生活上で支援（援助）を必要としている学生に対し、仲間である学
生同士で気軽に相談に応じ、手助けを行う制度」とされている（日本学生支援機構、2009）。この定義
は各大学のピア・サポート実施状況に対する調査に際して示されたものである。大学が回答し得るもの
は大学が設けた制度もしくは大学に対して登録や届け出が行われたサークルや学生団体の活動に限られ
る。私的に行われる学生同士の支え合いを全て大学が把握することはできない。そのため、制度として
のピア・サポートを前提として定義されている。
　また、「学生自身を、学生支援の取組や正課教育・正課外の諸活動、さらには大学教育の運営に参画させ、
彼らのモチベーションや学習に取り組む積極的な態度を、その相互関係の中で高めていこうとする試み」
との定義もある（山田、2010）。これはピア・サポートを、支援を受ける側だけでなく、支援する側に
ある学生の能力育成をも図るプログラムとして位置づけている。自発的に他の学生を支援している学生
の目的が自己の能力向上にあるとは考えにくい。その点では山田の定義もやはり、制度としてのピア・
サポートを前提としている。そのうえで、ピア・サポートを行う学生の能力向上を図る学習プログラム
ともみなしている。
　近年、大学教育において拡大しているのは、このような制度であると同時に学習プログラムとしても
設計されたピア・サポートである。図1は日本学生支援機構による調査の結果を表している（日本学生
支援機構、2011）。これによると、大学に関しては、「実施している」「実施したい」「実施していない」
が約３分の１ずつという状況にある。「実施している」「実施したい」を併せて３分の２に及んでいると
いうことからは、制度としてのピア・サポートの必要性が高く認識されていることが分かる。

大学におけるピア・サポート制度の課題

―鹿児島大学「鹿ナビ」の活動を事例に―
教育センター高等教育研究開発部　准教授　伊藤奈賀子
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　しかし、ピア・サポートは前述のように、原義的には制度でも学習プログラムでもない。立場を共有
する者同士の支え合いである。それが、制度として、あるいは学習プログラムとして教育機関に導入さ
れることによって問題が生じることはないのか。また、自発的に支え合うよう学生を仕向けるのではな
く、制度を設けるようになっていったのは何故か。本稿の課題意識はこの点にある。
　高校以下の学校教育の場を中心に広がっているピア・サポート・プログラムの目的を、日本ピア・サ
ポート学会は「学校教育活動の一環として、教師の指導・援助の下に、子どもたちが互いに思いやり、
助け合い、支え合う人間関係を育むために行う学習活動であり、そのことがやがては思いやりのある学
校風土の醸成につながること」としている（日本ピア・サポート学会、2008）。ここでのピア・サポー
トは支え合いそのものというよりむしろ、その活動を通じて成長したり何らかの能力を身に付けたりす
るための方法である。
　学校現場におけるピア・サポートの制度化は、学習プログラムとしての側面をさらに推し進めたもの
といえる。制度化して環境を整えることによって子どもたちの学びが充実し、「思いやりのある学校風土」
が醸成されれば、制度に頼らない自発的なピア・サポートの実現が期待できる。しかし、学校が恣意的
に設けた制度を通してそのような風土を醸成することは可能だろうか。また、風土とは個々の子どもや
学生の能力や技術ではなく、醸成できたかどうかを客観的に評価するのは極めて困難ではないだろうか。
　上記の課題意識に基づき、本稿ではまず、ピア・サポート制度が大学教育の中で拡大した背景と経緯
を明らかにする。その上で、ピア・サポート制度の意義と限界について考察を行いたい。

２．ピア・サポート制度拡大の背景
　学生自身を大学教育の改善に活用していくことを最初に提起したのは、2000年に文部省高等教育局が
示した「大学における学生生活の充実方策について―学生の立場に立った大学づくりを目指して―（報
告）」であった。この報告は、その後の大学教育に多大な影響を与えた。特に、学生支援に対して公的
に初めて焦点を当て、その重要性を指摘したものとして大きな役割を果たした。そこでは、大学改善へ
の学生の活用に関して以下のように述べられている（文部科学省高等教育局、2000）。

　学生に対する教育・指導に学生自身を活用することは、教育活動の活発化や充実に資するのみならず、
教える側の学生が主体的に学ぶ姿勢や責任感を身に付けることができることにもなり、非常に意義深い
ものである。
　現在、各大学においては、優秀な大学院学生に、教育的配慮の下に、 ティーチング・アシスタント（TA）
として学部学生などに対する教育の補助業務を担当させている例が見られる。これからは、学生の希望
に応じ、大学院学生だけでなく学部の上級生についても、このような機会を積極的に与えていくことが
望まれる。
　また、 ティーチング・アシスタント（TA）のように授業の補助を行うだけではなく、下級生の学生
生活全般にわたる指導や相談に上級生を当たらせたり、学生を学内における様々な業務にたずさわらせ
るなど、各大学においてその範囲や方法を検討した上で、学生を有効に活用する工夫が期待される。
　その際、大学としては、学生が自立した人間として成長するための訓練として、学生に一定の責任を
持たせることが重要である。それと同時に、学生に対し、必要に応じて研修やガイダンスを積極的に行
い、自覚を促すとともに、学生に対する期待と信頼を寄せていく姿勢が求められる。（下線部筆者）

　ここで述べられている内容はまさしくピア・サポートの必要性である。同時に、ピア・サポートには
支援する側の学生の成長も期待できるとの指摘も行われている。
　なお、ここではすでに実施されている活動としてティーチング・アシスタント（以下、「TA」とする）
についての言及がある。TAとして雇用された大学院生による授業の補助的活動は、文部省が「高度化
推進特別経費」として予算措置を講じた1992年以降、急速に拡大した。さらに1995年には文部省通達と
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して「ティーチング・アシスタント実施要領」が示されたことにより、TA制度は一層拡大した。
　TAとなるのは大学院生である。そのため、TAとしての活動は、将来大学教員となる可能性のある
大学院生の学修の場としても期待されている。学生指導の実践の場であるためである。ただし、日本の
場合はアメリカ等とは異なり、1人で授業運営をしたり成績評価をしたりすることは制限されている（北
野、2006）。TAの活動内容が飽くまで授業補助に止まることもあり、TA制度については、体系的な学
修プログラムとして設計されているとは言い切れない。
　また、TAの活動内容が限定的であることも、ピア・サポートの役割とは異なる点である。ピア・サポー
トは制度として設けている大学ごとにその内容が異なる。学生相談に比重を置く例もあれば、学修支援
を中心としている例もあるなど極めて多様である。TAは学習支援方法の1つでしかなく、その点から
考えた場合、TAの拡大がピア・サポート制度の拡大に大きな影響を与えたとは考えにくい。
　むしろ、授業の場での学修支援以外の部分で必要性が高まったと考えられるのではないか。この点に
ついて杉村他（2006）は、大学でピア・サポートが必要になった背景を以下の３点に整理している。
　　　①� 学生の心理的問題の多様化に対して、専門家による相談窓口だけではなく、より軽微な問題

の段階で気軽に相談できる窓口を開設して、早期に解決する必要が生じたこと
　　　②� 近年の大学改革に伴ってかえって複雑化・専門化する種々の相談窓口に、学生を適切につな

ぐため
　　　③� サークル活動やクラスのまとまりが低下する中で、これまで自発的に行われていた学生の潜

在的な能力の開発を、相談活動を通した学生同士の交流によって意図的に促す必要が生じたこ
と

　ここで述べられているのは、①③が学生の変化、②が大学そのものの変化に由来することである。学
生の変化については学力低下が1990年代ごろからたびたび問題視されるようになったことを考えた場
合、全く無関係とは言えない。しかし、学生の変化もその中身は多様であり、学力の問題はその一部に
過ぎない。さらに、大学そのものの組織的な変化については、学生の変化とは直接関係なく、逆に学生
の側に変化を促すためだといえる。つまり、ピア・サポートが拡大した背景として、学生の変化への対
応と大学改革によって生じた意図せざる結果を補い、円滑な学生生活を保障するための措置の必要性が
あったと考えられる。ここでの学生の変化とは、心理的問題の多様化は学力低下、あるいは人間関係構
築に関する問題などきわめて多岐にわたる。そのため、各大学のピア・サポート制度の内容も、それぞ
れの状況に応じて多様なものとなったといえる。
　加野は学生支援の領域を支援内容、対象学生、支援者、支援方法という4つに整理している（加野、
2011）。このうち、ピア・サポートに関して問題となるのは支援内容、対象学生、支援方法の３つである。
　支援の対象となる学生は、必ずしも限定されるわけではない。しかし、障害のある学生や外国人留学
生についてはそれぞれに固有の問題や支援の必要性がある。聴覚に障害のある学生のためのノート・テ
イカーや留学生のチューターなどがそれに当たる。ただし、こうした一部学生に対する支援は、そうし
た学生が在籍する大学においては必ず何らかの支援が行われているといえる。
　大学によって状況が大きく異なるのは、ピア・サポートを通じて行われる支援内容および方法である。
支援内容として考えられるのは、大別すれば学生生活支援と学修支援である。上述の杉村によるピア・
サポートが求められるに至った背景は、どちらかといえば学生生活支援を重視している。しかし、入試
の多様化を受けた学生の学力の多様化・基礎学力の低下など、学修支援の必要性は高まっている。その
際に、教職員による支援だけでなく、ピア・サポートを通じた支援を試みる大学が増えているのである。

３．鹿児島大学におけるピア・サポート制度設置に至る経緯
　鹿児島大学では、保健管理センターにおいて専門職であるカウンセラーが学生からの相談に応じてき
た。現在は全学的なものだけでなく各学部にも設置されている「学生何でも相談室」は、学生が抱える
様々な問題や悩みの解決を図ったり、必要に応じて適切な窓口へと学生を導く橋渡しの役割などを果た
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したりしてきた。しかし、「学生何でも相談室」では、学生は相談する側、教職員および外部専門家は
相談を受ける側として役割が固定されている。そのため、学生の問題解決には資するものの、学生の能
力開発に役立つものではない。
　特別な専門的知識が不要で学生でも対応可能な軽微な相談事項もあること、また課外でも学生の能力
開発を図る必要性が高まっていることなどを背景として、鹿児島大学では、第２期中期計画においてピ
ア・サポート制度「平成郷中サポーター（仮称）」を整備し、学修や生活支援の充実を図ることとした。
郷中（ごじゅう）とは、本来は鹿児島において町内の区画や集落ごとの自治会組織を表すものである。
その郷中において「郷中教育」が行われていた。これは、年齢に応じて２段階に分かれており、先輩が
後輩を指導すると同時に、同志として互いに高め合う関係を重視した。教師不在で行われる協同学習活
動組織である。この郷中教育の理念を生かしたものとして、「平成郷中サポーター（仮称）」は企画された。
なお、この名称はその後、実際に活動を行う学生たちの議論に基づいて「鹿ナビ（カーナビ）」と変更
された。「カーナビ（Car Navigation）が運転者を目的地に導くように鹿児島大学の学生を導く（Navigate）
存在」となることを意図している。
　こうした経緯で設置が計画された制度であったが、活動の内容や方法は事前の段階では具体的になっ
ていなかった。そこで３回のワークショップを通じてピア・サポートに対する理解を深めつつ、必要な
内容の整理が進められた。そして、新入生支援と就職支援の必要性が強く認識されるにいたった。ただ
し、就職支援についてはすでに就職支援センターを中心として学生支援が行われてきたのに対し、新入
生に対する学生生活への適応支援は全学的には行われていなかった。また、新入生支援は年度当初に最
もその必要性が高いと考えられた。
　こうした状況を踏まえ、鹿ナビは履修相談を中心とした新入生支援活動から開始された。新入生が入
学以前に経験しておらず必要性が高いと判断されたのに加え、相談に応じるには卒業までに必要な取得
単位数など把握しておかなければならない事項はあるものの、専門性は不要であり、学生でも充分に対
応可能なためである。
　しかし、これはピア・サポートの範囲としては非常に狭く、支援側の学生の学びという側面は非常に
弱い。履修相談に当たって支援側の学生がすべき準備は学部学科ごとに異なる卒業までの取得必要単位
数や教室等の場所の把握等に限られる。専門的知識がなくても可能な下級生支援は、例えば各専門領域
における基礎レベルの学修支援等が考えられる。また、学修プログラムとしてのピア・サポートの側面
に焦点化すれば、話を聴いたり説明をしたりするといった言語活用能力の育成を図り、それを示す場と
して履修相談を行うといった方法が考えられる。
　つまり、実際のピア・サポートの場面以前に行う事前研修の充実が必要だといえる。それにより、能
力育成の目標を設定し、その育成を図る事前研修を行い、その成果を示すためにピア・サポートの実践
を行い、その反省を踏まえて一層の能力開発を図るとともに能力開発や実践の方法の改善を図るという
一連のサイクルが完成するのである。

４．鹿ナビ初年度の具体的活動
　新入生支援から活動を開始し、履修相談については非常に多くの学生からの質問に対応した。学部学
科による偏りはあったものの、新入生の間にニーズがあるということが明らかにされた。
　一方、履修相談にとどまらない日常的な学生相談については、それほど利用者が多くないのが実情で
ある。年度当初は教室案内等で相談件数も多い。しかし、学生生活への定着とともに鹿ナビへの相談は
減っていく。保健管理センターへの訪問学生数が増加し続け、学生なんでも相談室への相談も一定数持
続的であるのに対し、鹿ナビへの相談が減少している状況は、学生のニーズの問題より、鹿ナビの知名
度や理解度の問題が大きいと考えられる。学生の問題を軽微な段階で止めるためにも、鹿ナビの学生相
談活動の改善が求められる。
　なお、こうした状況を踏まえ、2012年６月に「語ろう会」が実施された。当初は新入生を対象とした
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親睦会として計画された。しかし、この提案について関係教職員で検討を行ったところ、実際に関わる
ことのできる鹿ナビ学生の数に対して想定する参加者数が多すぎること、学部学科単位ではなく全学的
な催しとして行うことの意義、また、サークルの新入生歓迎行事ではなく大学の一制度としての鹿ナビ
がそうした親睦会を実施することの是非などに対して疑問が示された。
　そこで、鹿ナビ学生側に再検討を促した。その際、自主的なサークル活動ではなく大学の制度に則っ
た公認団体であることの意味などについて改めて説明を行った。再検討を経て、この企画は、後輩学生
が先輩学生に気軽に質問できる機会の提供を主な目的とするものへと変更された。運営も、単なる親睦
会ではなく、数名の教員に参加を依頼し、小規模での意見交流の場とすることとした。教員への参加の
依頼は鹿ナビ学生自ら行い、以前に受けた印象的な講義の担当教員など数名の参加が得られた。最終的
に、教員学生を含めた参加者は20名程度であった。
　「語ろう会」実施に際して明らかになった問題は、先述の学生相談と同じく鹿ナビの知名度や理解度
の低さに由来する参加希望者の少なさであった。鹿ナビそのものが４月に発足したばかりで知名度がな
く、ポスター掲示での参加者募集だけでは全く効果がなかった。また、新入生も学生生活に慣れ始めた
６月にあえて行う新入生支援企画に対するニーズの把握が不充分であった。ニーズも充分把握できてお
らず、鹿ナビの学生には参加者募集に関する経験値もノウハウもなかった。
　ニーズの把握が不充分であることは、不特定多数の学生を参加者として想定した企画の立案について
の課題を明らかにした。学生の年間スケジュールを踏まえ、１年の６月ごろであればどのような不安を
抱えるか、どのような情報を求めているかなど、丁寧な実情とニーズの把握が必要である。また、6月
ともなれば、新入生であってもサークル活動やアルバイトを既に始める学生も少なくない。参加者を募
りやすい時間帯や企画の長さなど、様々な検討事項があることそのものについてあらかじめ学んでおく
ことが必要であることも明らかになった。
　こうした手探りの状況の中、一部の学生が、先行事例についての情報収集を始めた。鹿ナビは大学の
ピア・サポート制度としては後発である。先行している大学の中には、それぞれの活動をウェブ上で公
開している事例も多い。そうした事例を調べ、さらにはメール送付等で積極的にコンタクトを取り始め
た。いくつかの大学に関しては、その後さらにskypeでの交流へと発展した。
　他大学との交流を直接的に行うのは、時間的にも費用的にも容易ではない。しかし、skypeを用いる
ことで、互いの顔を見ながら、場合によってはどのような環境でピア・サポート活動を行っているかを
知ることも可能である。学生たちが自ら情報収集のために積極的に行動し、活動改善の手立てを考え始
めたことは評価に値するものである。
　特に、長崎大学との交流は、その後、秋季合同研修会を実施するまでに発展した。今年度から活動を
始めた鹿ナビとしては、2005年から実施している長崎大学「ふらっぴあ」の経験談や経験値は貴重なも
のであり、参考になった。同時に、制度開始当初であっても開始から数年が経過していても共通する課
題もあるということも明らかになった。skypeでの交流は１時間半程度であり、制度の批判的検討など
といった詳細なやりとりは充分できなかった。しかし、課題意識を共有して協同で解決策を探りつつ、
それぞれの活動の発展に活かしていくための第一歩としては貴重な機会となったといえる。
　長崎大学との合同研修会は９月に鹿児島大学にて実施された。長崎大学からは、職員２名、学生５名
の参加があった。主な目的は、「ピア・サポートとは何か」という共通理解の再確認と活動の前提とな
る知識・技能の獲得である。今回の研修会に当たり、知識・技能の獲得という点では以下の2つの小講
演を取り入れ、学生が自分自身と自分の行っている活動について振り返る機会とすることを企図した。
　１つ目の講演では、本学保健管理センターのカウンセラーに依頼し、学生が自分自身を振り返りつつ、
他者との向き合い方について学び、考えることを目的とした。現在はまだピア・サポート・ルームを訪
れる学生も少なく、傾聴などのスキルの必要性はそれほど高くない。しかし、ピア・サポートを行うに
当たり、他者を支援する上での注意点や心構えなどについて事前に理解しておくべき内容は少なくない。
他者とのコミュニケーションに関する留意点を認識しておくことは、ピア・サポートの場面以外でも重
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要であり、そのスキルアップは学生の能力向上に深く寄与するものである。
　もう１つの講演では、本学の共通教育科目「ボランティア論」のコーディネーターであり、積極的な
ボランティア活動を行っている教員に依頼し、活動における留意点や活動を通して得られる成果につい
ての講演を依頼した。TAなど報酬を得て他の学生を支援する活動に携わる学生もいる中、無償ボラン
ティアとして活動を行う鹿ナビ学生は、自分たちが活動を行う意義を報酬以外の何かに見出していく必
要がある。それは、自身のモチベーションの維持・向上のみならず、活動全体の発展とも深くかかわる
重要な問題である。ボランティア活動の内容は異なっても、活動の実現に関して共通する要素は少なく
ない。そうした共通点から学生たちが積極的に、自分たちの活動をより充実したものにするための手が
かりを見付け出すことを企図した。
　２日目は両大学からそれぞれテーマを示し、学生同士のディスカッションを行った。取り上げたテー
マは、午前の長崎大学による「ピア・サポーターとはどのような存在か」についての共通理解を得るこ
とを目的とした理念的な企画、午後は「ピア・サポートのメンバーをいかに増やすか」という比較的具
体的な鹿児島大学の企画であった。どちらもディスカッションの成果として一定の共通理解は得られた。
しかし、それだけで問題が解決するわけではない。むしろ、重要なのはこれからそれぞれの場で実際に
どのような活動として具現化していくかである。
　研修会の目的としては、その後の活動の活性化とそれに向けて学生たちを動機付けることがある。そ
の意味では、先行する他大学と直接交流する場を設けたことは、今後の活動の方向性を考えるうえでも
非常に効果的であった。
　なお、研修会は３月にも行った。こちらは鹿ナビ独自のものであり、４月に行う履修相談に向けた内
容となった。

５．現在の課題
　以上のような活動を通して明らかになった鹿ナビの課題は、主に以下の５点である。
　　①　学生の確保
　　②　活動範囲の見極め
　　③　教職員の支援体制
　　④　学部との連携
　　⑤　学修プログラムとしての整備
　第１の人員確保の問題は、研修会の際に議論したいテーマとして選ばれたものでもあり、学生自身の
間でも問題意識が高まっている。制度設立時のメンバーは前年度に行った学生・教職員ワークショップ
に参加した学生などに声をかけることで集まった。その後は、これらの学生の口コミを中心とした形で
増員を重ねてきた。学内各所の掲示板に募集のポスターは掲示してあるものの、これまで最も大きな活
動が新入生への履修相談だったこともあり、２年生以上の学生の認知度はあまり高くないのが実情であ
る。
　制度開始に当たっては各学部から一定数の推薦を得た学生による運営も検討されたが、現在までのと
ころは関心を持った学生の自主性に基づいて運営すべきという方針を貫いている。人員の確保は鹿ナビ
の認知度向上とも強くかかわる大きな課題であり、これまでのところ有効な解決策は見いだせていない。
　第２の活動範囲については、鹿ナビとしてどこまで扱うかという問題である。現在の鹿ナビにおいて、
日常的な支援活動の趣旨は学生生活の支援である。領域を限定することなく、学生が円滑な学生生活を
行えるよう、相談に対応することが求められている。その中で、最も大きな活動は前後期の履修相談で
ある。これは、新入生支援の一環であり、「語ろう会」もその中に位置付けられる。同じ学生同士で支
え合うのがピア・サポートであり、その中心が先輩学生による新入生支援となるのは、いわば自然な流
れである。ただし、新入生への履修相談を中心とした支援については、学部によっては内部で綿密に行
われている場合もある。また、学生自治会などによる支援も既に行われている状況がある。
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　同様に、既存の部署や団体による活動があるものとして就職支援がある。卒業が近づいた上級学生か
らは就職支援の活動を行いたいとの希望があり、実際に11月には、公務員試験合格者による公務員試験
対策を中心とした情報提供・交流企画「公活リアル」が行われた。上級学生が自身の就職内定までの体
験を下級学生に語ることにより、就活の見通しを示すことが可能になる点で、こうした企画には一定の
ニーズがあり、有意義なものと考えられる。しかし、就職支援に関しては就職支援室が担当部署として
業務を行っているほか、大学生協でも活動が行われている。このような、先行する活動がある中で内容
的に重複する活動をどのように行っていくかについては、鹿ナビだけでなく関係各所との間の連絡調整
が必要である。
　一方、現時点では実際の活動はまだないものの、今後検討が必要と考えられるものとして学修の支援
がある。現在の鹿ナビ学生は人員も充分でなく、また学部学生がほとんどであることから学修支援が充
分行える状況にはない。しかし、既に学内では学部学生をスチューデント・アシスタント（SA）とし
て雇用し、学修支援活動を委ねる案も検討されている。そうした動きに対して鹿ナビはどのように関わっ
ていくかについても検討しておく必要がある。
　第３は、大学の組織体制の中にどのように位置付けるかという問題である。先述のとおり、現在の鹿
ナビの活動は学生生活の支援であり、その中心は新入生支援である。事務局の担当部署は学生生活課生
活支援係でありそれを教務課教育推進係がサポートしている。しかし、新入生支援の中心となる履修相
談に関しては全学もしくは各学部の教務課と無関係に行うことは望ましくない。教務課や教員による履
修指導がどのように行われているかを理解したうえでなければ、相談に訪れた新入生をかえって混乱さ
せることにもなりかねない。つまり、鹿ナビの活動内容は来訪者次第であるためにきわめて範囲が広い
ため、様々な関係部署との情報交換や連携が不可欠である。広範囲に及ぶ鹿ナビの活動を、職員がどの
ような形で支援していくか、それをどのように組織的に行うかもまた大きな課題である。
　そして第４に、上述の内容とも重複するが、学部とどのように連携していくかという課題がある。初
年度、鹿ナビに関わる教職員のうち、教員は学長補佐と筆者の２人であった。学長補佐は学部に所属し
ているものの、その学部を代表して関与しているわけではない。筆者は共通教育を担当する教育センター
の所属であり、いずれの学部とも無関係である。また、鹿ナビの活動について学部に情報発信する場も
機会もない状況である。
　また、現時点では、鹿ナビ学生はすべて自主的に参加しており、学部からの推薦を受けて参加してい
るわけでもない。そのため、実情としては学部の教育活動とは全く無関係に鹿ナビが存在している。新
入生対象の履修相談に限らず、学部との間で情報交換を行うことによってより有効な活動にすることは
充分に考えられるほか、鹿ナビの学生募集に当たっても協力が得られる可能性もあるだろう。
　最後に第５の課題については、長期的・体系的な学修プログラムがないことが大きな問題である。二
度の研修会が行われたものの、その都度内容を検討しており、単発的な研修が行われたにすぎない。こ
れは、学修プログラムとは言い難い。また、充分な能力開発を行うことが困難であるだけでなく、研修
の成果の検証も行えていない。この点は早急に改善する必要がある。

６．考察
　上記５つの課題は、鹿ナビが制度として設けられたことに由来するものか。
　第１の課題は、そうとも考えられる一方、そうでないとも考えられる。何故なら、学生が自主的にピ
ア・サポートを行う場合であっても、問題の性質や対象者の数によってはひとりで対応しきれない場合
もあり得るからである。例えば履修相談に関しては、学部が異なると卒業までの取得必要単位数の枠組
みが異なるため、他学部の学生では分かりづらい部分がある。学修支援の場合には、対応できない場合
も考えられる。
　制度として設けられていない自主的な活動の場合には、支援を受けようとする学生の姿勢も異なると
考えられる。相手の所属が異なれば、質問に答えてもらえない可能性を考慮するだろう。制度として設
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けられている場合には、支援は受けられるものという前提が生み出されやすい。そのため、どのような
質問にも答えられる状況を作るためには、一定数の学生の確保が必要となる。学生の確保という課題
は、自主的活動の場合には支援を受けたい学生もその限界を踏まえて質問するためにあまり問題となら
ない。しかし、制度として設けられていることによって問題として大きくなるといえる。
　第２の課題については、鹿ナビのように当初から活動範囲が明確に定められていない場合には問題と
なる。制度として設けられている場合の中でもあらかじめ活動範囲が限定されていないときに限られる。
制度であることに必ず由来するのではない。制度であっても、自主的に企画を立て、実行に向けて活動
していくことは可能である。制度として設ける際に、活動の範囲や内容を明確に設定した場合には、学
生の自由度は低くなる。学生の自由度をある程度認めることにより、学生の自発性を育成することも可
能になるといえる。
　第３、第４の課題は第２の課題と同じく、活動開始以前にどこまで設計しておくかという問題である。
特に教職員の支援体制に関しては、活動範囲と合わせて定めておく必要がある。どのような活動を行う
かによって支援する教職員の性質も異なるためである。
　そして、第３と第４の課題には重複する部分がある。鹿ナビの場合、関与している教員が学部を代表
しているわけではない上に、活動について審議や報告を行う委員会も設置されていなかった。そのため、
学部と連携する手立てがない状況に置かれてきた。逆に言えば、制度設計の段階で学部と情報共有する
場を設定することでこの問題は解決を図ることが可能である。既に制度として動き出している鹿ナビの
場合、こうした場の設定は今後の課題となる。
　そして、第５の課題である体系的な学修プログラムについては、学生の能力開発に関する目標とそれ
に基づく中長期的な活動計画を定める必要がある。活動を通してどのような学生の能力を高めようとす
るかについての共通理解を図り、それに応じた具体的な研修やピア・サポート活動を計画・実施してい
くことが必要である。
　体系的な学習プログラムの設計は、鹿ナビが、大学が設けたピア・サポート制度であるからこそ必要
だといえる。学生の自主的活動の場合には、支援する側の学生の能力開発は目的に含まれない。この点
に、自主的活動と制度との最も大きな違いがある。

７．結論
　ピア・サポート制度の核となるのは明確な方向性に基づく体系的な学生の能力開発である。ピア・サ
ポートを通じてどのような学生のどのような課題解決を支援するかを考えると同時に、活動に携わる学
生のどのような能力開発を図るかをも検討することが求められる。学生の課外活動についても積極的に
能力開発を図る場として位置づけることにより、正課教育とは異なる教育が実現できる。
　しかし、制度設計の段階で詳細まで決めすぎてしまうと、学生の自主性を高めることが難しくなる。
綿密な学修プログラムに基づいて学生の能動的な活動を促進することは可能である。しかし、能動的で
あることは自主的であることとは必ずしも一致しない。ピア・サポート制度は、学生にとっては飽くま
で課外活動である。正課カリキュラムのように、到達目標の達成に向けて組織的に行われる体系的な教
育ではない。学修プログラムとしての体系性は確保し、活動の内容や方法については教職員の指導を受
けつつも学生自らが考え、実際の行動に移していくことが肝要である。そして教職員は、そうした活動
のサイクルそのものを支援すると同時に、活動の持続的な改善サイクルを動かしていくことが重要であ
る。
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序．本稿は、平成24年度に１年次と２年次を対象として行われた英語共通アチーブメントテストの結果
概要を報告するとともに、このテストにより学生の英語学習環境にどのような変化が生じたか、また生
じつつあるかについて、評価方法と自学自習の意識の面から、現況の一端を確認しておきたい。
　平成24年度のテスト結果は、およそ例年の結果を踏襲するものであった。１年次の前期から後期にか
けて、英語の総合点は上昇するが、１年次後期から２年次前期にかけては、ほぼ横ばいの傾向を示して
いる。
　平成20年度からのアチーブメントテストの導入によって、自学自習の意識を高め、その成果も成績に
一定の幅で組み込み込む形で成績評価システムが安定を得、加えて、平成24年度から試行的に始められ
た大学IRコンソーシアム1によるアンケートを通じて、学生の英語学習にさらなる弾みがつく機運が生
まれつつある。そのような動向の一端について後半で記す。

１.　平成24年度 英語共通アチーブメントテスト結果について
１- １　G-TELPの実施概要
　 本 学 で は20年 度 か ら 各 学 期 の 第11週 前 後 に、G-TELP （General Tests of English Language 
Proficiency; 国際英検） を実施している。このテストは、文法、聴解、読解、の３領域からなる目標基
準準拠テスト（criterion-referenced test）である。このG-TELPについて、日本では最も難易度の高い
レベル１からレベル４までのテストが実施可能となっているが、本学ではこのうちレベル３（英検準２
級―２級、TOEIC　400－600程度）を採用している。
　このG-TELPレベル３で用いられるのは、Basic English in Normal Communication（通常のコミュニ
ケ―ションにおける基本的な英語）とされており、G-TELP日本事務局版のG-TELP Level Descriptors

（能力レベル別評価一覧表）によると、レベル３の受験対象者の目安は、次のように記されている。

　　This level assesses the ability of an examinee to communicate in English on an elementary 
　　�level. This person has been exposed to English mainly in the classroom with little extended 

contact with native speakers. Although a person at this level is not an independent user of the 
language and is not expected to cope with unmodified English, he/she would be able to function 
within a limited range of authentic English language situations.

　つまりG-TELPのレベル３は、英語によるコミュニケーション能力の初歩的なレベルを評価するもの
で、英語の母語話者とのコミュニケーションを通じてというよりは、教室を中心に英語学習を積み重ね
てきた者が、母語話者とコミュニケーションをとる際、相手からの言語表現上の配慮を受けながら限定
的にはこなせる、といったレベルの学習者が目安とされている。
　24年度は、資料１に示した日程で実施した。

資料 １　24年度G-TELPの実施概要

英語共通アチーブメントテスト結果（平成24年度）と
英語学習環境の動きについて

外国語教育推進部長　教授　髙橋　玄一郎

実施年度 24年度

前期 後期

実施期間 ６月25日（月）～６月29日（金） 12月10日（月）～ 12月14日（金）

受験対象者
（実受験者数）

１年生　（1996名） １年生　（1774名）

２年生　（1037名）



Ⅱ　特集

－ 13 －

　本学でのG-TELPは、１年生向けの共通教育英語科目履修者全員を受験対象とし、これらの授業時間
中に各担当教員に実施を依頼して行っている。また、22年度から、全８学部（現在は全９学部）中５学
部で開設している共通教育英語科目「英語オープン」（２年次前期開講）クラス履修者全員も受験対象
としている。試験実施に際し、病気などの理由で受験できなかった学生への対策として、２日間の予備
日も設けた。
　資料１の受験者数を見ると、後期での受験者数が200名以上減少している。これは、本学の技能審査

（外国語技能検定試験）合格者等の単位認定制度を利用して、英検やTOEICなどの資格や成績を取得し、
後期に英語科目を履修せずに単位認定を申請する学生が増えたためである。

１- ２　１年次での成績推移
　24年度のG-TELP試験結果について、まず１年次での前後期の成績推移を概説する。24年度前期に
Level ３のForm 310を、後期にForm 317を使用した。資料２は、24年度の本学全体の平均点の推移を
示している。
　本稿で示すt-検定で有意差を検証した全ての資料は、より正確な比較を期すため、比較対象となるす
べての試験を受験した学生のみを対象として分析している。そのため、これらのデータでの対象者は、
資料１で示した受験者数と若干異なる。例えば、前期と後期の平均点を比較した資料２では、前期と後
期の両方受けた学生のデータに基づく結果を示している。

資料２　資料３ G-TELPの鹿児島大学全学平均点推移（24年度）（調査対象者1727名）

　資料２が示すとおり、全学的にTTL（合計点）は、前期と比べて後期は上昇している。また、試験
の各セクションのうち、GRM（文法）とLST（聴解）は後期で得点が上昇し、RDG（読解）は2.3ポイ
ント低下している。これらの得点の推移が単に偶然だったのか、それとも明確な理由による結果だった
のかを確認するため、t検定で検証した。その結果、後期で得点の上昇が見られたGRM、LST、TTLに
ついては、それぞれの推移に有意差があった（詳細データは紙幅の都合上、割愛）。有意差とは、偶然
に起こる可能性が極めて少ない差であり、受験者の英語能力に意味のある明確な差があったことを示す。
つまり、GRMとLSTの力は向上し、またTTLの結果からも、総合的に英語力は向上した、とみてよい。
　一方、後期でのRDGの低下については、t検定の結果、24年度は有意差があった。つまり、何らかの
明確な理由があって得点が下落したことが示唆される。後期でのRDG力の低下、あるいは他のGRMや
LSTのように力を伸ばせなかった理由ついては、今後、検証する必要がある。ちなみに、後述するよう
に、平成23年度学生の場合、英語オープンを受講する５学部では、１年次前期から後期にかけて、やは
りRDGが2.9ポイント下がるが、２年次前期では前年度後期比で、プラス３ポイントの上昇がみられた。
　次に資料３に基づき、学部別にみておく。なお24年度より、山口大学との共同獣医学部が開設され、
全９学部となっている。

試験問題 Form 310　（１年生） Form 317

Form 319　（２年生）

セクション 24 前期　（Form 310） 24 後期（Form 317） 得点差 有意差

全学 GRM 59.7 64.3 4.5 あり
LST 41.4 50.0 8.6 あり
RDG 56.1 53.7 –2.3 あり
TTL 157.2 168.0 10.8 あり



Ⅱ　特集

－ 14 －

資料３　G-TELPの鹿児島大学各学部別平均点推移（24年度）

セクション 前期（24年6月） 後期（24年12月） 得点差 有意差

医学部
　医学科

GRM 78.2 84.8 6.6 あり

LST 56.4 63.9 7.5 あり

RDG 75.0 74.0 –1.0 あり

TTL 209.5 222.7 13.2 あり

医学部
　保健学科

GRM 67.1 69.5 2.4 なし

LST 43.9 51.0 7.1 あり

RDG 61.8 58.7 –3.1 あり

TTL 172.8 179.1 6.3 あり

教育学部 GRM 57.5 62.6 5.0 あり

LST 41.0 49.8 8.7 あり

RDG 54.8 52.0 –2.8 あり

TTL 153.4 164.3 10.9 あり

工学部 GRM 54.3 59.0 4.7 あり

LST 38.2 46.5 8.3 あり

RDG 51.2 48.6 –2.6 あり

TTL 143.7 154.1 10.4 あり

歯学部 GRM 68.6 76.6 8.0 あり

LST 48.2 53.6 5.5 なし

RDG 58.0 66.0 8.1 あり

TTL 174.7 196.2 21.5 あり

水産学部 GRM 56.4 60.4 4.0 あり

LST 39.3 51.0 11.7 あり

RDG 52.6 49.7 –2.9 あり

TTL 148.3 161.1 12.7 あり

農学部 GRM 59.1 65.9 6.7 あり

LST 40.4 50.2 9.8 あり

RDG 54.0 53.4 –0.6 なし

TTL 153.6 169.5 15.9 あり

法文学部 GRM 63.4 66.6 3.2 あり

LST 43.1 51.3 8.2 あり

RDG 60.9 58.1 –2.8 あり

TTL 167.4 176.0 8.6 あり

理学部 GRM 58.3 62.5 4.3 あり

LST 40.8 48.4 7.5 あり

RDG 52.9 50.1 –2.7 あり

TTL 152.0 161.1 9.1 あり

共同獣医学部 GRM 79.7 82.6 2.9 なし

LST 50.6 62.3 11.7 あり

RDG 77.5 73.5 –4.0 あり

TTL 207.8 218.5 10.6 あり
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　得点推移の傾向は、全学同様、GRM、LST、TTLは後期で得点が上昇し、RDGは低下する傾向が見
られた。後期でのTTLの伸びは、t検定の結果、全学部の数値に有意差があり、明らかに英語力は向上
したと言える。その後期での伸びの幅は、学部によって差が見られた。例えば24年度の合計点の得点差
を見た場合、農学部の伸びの数値（得点差15.9ポイント）は、法文学部の伸びの数値（得点差8.6ポイン
ト）の倍近くあった。このように、学部によって伸びに差があることがわかるが、その要因はここでは
特定しがたい。

１- ３　１年次から２年次前期までの成績推移
　22年度から、２年次前期に教育学部、水産学部、農学部、理学部、工学部の５学部で開設されている
英語オープン履修者にも、G-TELP受験を義務付けた。このことで、同一学生を１年次前期・後期、２
年次前期の３期にわたって成績推移をみることが可能となった。この調査結果を、資料４と５で示して
いる。

資料４　英語オープン履修者のG-TELPにおける３期平均点推移（調査対象者：952名）

資料５　英語オープン履修者のG-TELPの平均点推移（調査対象者：952名）

　資料４から、TTLは、学期間に差はあるものの、受験回数を重ねるごとに伸びが見られる。また、
資料５から、23年前期から後期の伸び（9.0ポイント）と、23年後期から24年前期にかけてのTTLの伸
び（1.4ポイント）は、それぞれ統計的に有意差があった（詳細データは割愛）。得点の伸びは、１年次
の23年前期―後期に比べて２年次の23年後期―24年前期で鈍化している。しかし、英語オープン履修者
が所属する５学部では、１年次は英語科目を週２科目履修し、２年次は英語オープンのみ週１科目履修
する体制となっている点を考慮する必要がある。週１回授業の体制でも有意的な伸びが出ていることが
分かる。
　各セクションの点数の推移を見ると、GRMは23年後期―24年前期にかけてマイナス0.4ポイントで、この
下落に有意差は見られなかった。次に、LSTは23年後期―24年前期にかけてマイナス1.3ポイントで、この
下落にも有意差は見られなかった。またRDGは、23年前期―後期で微減したものの（マイナス2.9の有意差
あり）、23年後期―24年前期ではその回復が見られた（プラス3.0の有意差あり）。RDGの得点が、GRMや
LSTと比べて顕著な伸びを示さないのは、従前の傾向と一致する。２年次以降の学習については、全体の
英語力を落とさずに維持させながら、２年次後期以降の専門英語や専門教育課程での外国語学習へとつな

1年次 2年次

セクション 23年前期 23年後期 24年前期

GRM 59.0 62.9 62.5

LST 41.1 49.1 47.8

RDG 54.7 51.8 54.8

TTL 154.8 163.8 165.1

23年前期–23年後期 23年後期-24年前期

セクション 差 有意差 差 有意差

GRM 3.9 あり –0.4 なし

LST 8.0 あり –1.3 なし

RDG –2.9 あり 3.0 あり

TTL 9.0 あり 1.4 あり
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ぎ、自学自習の気構えを核として継続的に学生が学習に取り組めるよう、組織的な努力を進めていきたい。

２.　英語共通アチーブメントテストと学生の学習環境について
　平成20年から一連の英語教育改革が始まり、その一環として英語アチーブメントテストとして
G-TELPが導入された。このことにより学生の英語学習環境にどのような変化が生じたかについて、評
価方法の点からここであらためて振り返る。また自学自習を促す学習環境の面から、平成24年度12月に
約200名を対象に試行され、平成25年度11月に約200名を対象に行われた「大学IRコンソーシアム」の
アンケートがもたらす意義の一端について、一言触れておく。

２. １　成績評価システムによる評価の平準化
　G-TELPは１年生全員が年に２回、２年生は９学部中５学部の学生が２年前期までに３回、受験する
こととなる。各学期の成績は、英語コア（ならびに英語Ⅰ）の担当教員による試験が80％、G-TELPが
20％の混合評価である。G-TELPの成績は、英語コア（基本的にU, C, O, R；共同獣医学部の英語ⅠもU, 
C, O, Rをすべて含む）の種類に応じて、当該領域に見合ったG-TELP試験のセクションをあらかじめ指
定しておき、その部分の成績が20％換算される。たとえば、コアC（作文）であれば文法セクションが、
コアU（総合）であれば３つのセクション全部が当該領域となる。
　担当教員による成績で100％をつける場合と外部試験を20％組み入れる混合評価による場合とを比較
してみると、外部試験による影響が３つのパタンで表れる。成績が変わらない場合（ゼロ変動）、下降
する場合（ダウン変動）、上昇する場合（アップ変動）である。これまでの傾向は、習熟度別（上級、中級、
初級）を問わず、ゼロ変動と下降変動が圧倒的に多く、上昇変動はごくわずかであるが、下降変動（外
部試験結果が含まれることにより成績評価が下降する）の頻度に注目してみると、上級から初級へ習熟
度が下がるにつれて高くなり、習熟度がさがるほど外部試験の影響を受けやすくなっていることがわか
る。初級クラスであるという理由だけで簡単には秀や優がとれないことが示されている。このような状
況を評価の平準化ととらえると、外部試験を評価に組み入れる混合評価制度は、単位の質の確保にも少
なからぬ意味を有するものと考えられる。
　もう一点ここで、教員による期末試験とG-TELP試験との「相性」について、問題作成上の原理の面
からみておきたい。G-TELPは、冒頭の実施概要説明の中でも触れたように、いわゆる絶対評価に相当
する目標規準準拠テストであり、受験者同士の差をみる、いわゆる相対評価にあたる集団基準準拠テス
ト（norm-referenced test）ではない。教員による学期末試験も基本的には前者の目標規準準拠テスト
と考えられるため、混合評価をするうえで至極妥当な組み合わせと思われる。

２. ２　�英語アチーブメントテスト利用の事前事後学習指導とIRコンソーシアム・アンケートによる自
学自習体制の強化への期待

　１年生の英語コア授業の11回目前後に英語アチーブメントテストG-TELPの受験があるが、その約ひ
と月前からwebの学習システムであるムードル（moodle）を通じ、G-TELPの模擬テストとその解説と
解答を提供し、学生に自学自習を促している。さらによりよくするために、不備と思われるところには
手当てを施し、改善を心がけていきたい。
　また、この試験（レベル３）の到達目標は、およそ中学、高校にて学習された英語の基本的なつくり
と働きに関する基礎知識とその基礎的運用スキルといってよいが、G-TELPのlevel descriptorsによれ
ば、レベル３のスキルは次のように示されている（文法、リスニング、語彙・読解の順）。

Grammar :
　An examinee at this level is expected to demonstrate understanding of basic grammatical 
structures in two- and three- sentence contexts. Structures tested at this level include:
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⑴　Verbs:
　　　　 ・past progressive
　　　　・future possible conditional with will, would, and would have
　　　　・present perfect
⑵　Coordinators and Subordinators:
　　　　・and, but, or, nor, so
　　　　・after, because, etc.
⑶　Word forms:
　　　　・adjectives: equatives, superlatives, comparatives

Listening :
　An examinee at this level can understand native speakers of English who are speaking at a slower 
than normal rate with pauses, repetitions, and paraphrasing intended for nonnative speakers. Tasks 
at this level include:
　　　　・public announcements which give simple information
　　　　・explanations of the physical functions or attributes of familiar objects
　　　　・personal accounts in which a personal event and its chronology are described 
　　　　・directions for a procedure

Reading and Vocabulary :
　An examinee at this level can read and understand simplified and/or simple authentic texts such 
as those found in textbooks written for learners of English as a second or foreign language. Tasks at 
this level include:
　　　　・�descriptions of landmarks and places of interest based on texts from tourist guidebooks, 

and brochures
　　　　・historical biographies based on texts from travel literature and history texts
　　　　・informal narratives in personal correspondence between friends
　　　　・�announcements concerning the activities, meetings and accomplishments of organizations 

such as clubs and professional groups
　A person at this level also is required to demonstrate understanding of selected vocabulary in the 
context of the reading tasks described above.

　紙幅の制約により和訳は割愛するが、文法は、時制のアスペクト（相）や等位・従属接続詞といった、
主眼となる単元項目が具体的に挙げられており、特定的に点検、確認ができる。一方、リスニングと語
彙・読解については、聴き手、読み手が英語学習途上にある者であることを前提に、その点を考慮した
英語によって、場面・状況の用途別表現形式を区別したうえで、各形式の英語を聴いたり読んで理解で
きるか、の指標を提示している。
　他方、昨年の試行を皮切りに平成25年度より、鹿児島大学でも利用される「大学IRコンソーシアム」
のアンケートの中では、汎用性・妥当性の高いヨーロッパ共通言語参照枠（略称CEFR）2を参考に、英
語力を５つの力に分け（聴く力、読む力、会話力、表現力、書く力）、それに関する、入学時と現時点
における学生自身の自己評価を次のような指標を用いて表そうとしている。その中で、聴く力と読む力
についてみてみよう（「大学IRコンソーシアム１年生調査2013年」より一部抜粋；会話力、表現力、書
く力については省略）。
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A.　 聴く力
⑴　はっきりと、ゆっくり話してもらえば、聴き慣れた語やごく基本的な表現を聴き取れる。
⑵　最も頻繁に使われる語彙や表現を理解することができる。
⑶　身近な話題について、明瞭で標準的な話し方の会話なら、要点を理解することができる。
⑷　テレビのニュースや時事問題、標準語の映画なら、ほとんど理解できる。
⑸　特別な努力なしにテレビ番組や英語を理解できる。
⑹　母語話者の速いスピードで話されても、どんな種類の話し言葉も難無く理解できる。

B.　 読む力
⑴　掲示やポスター、カタログなどの中のよく知っている名前、単語、単純な文を理解できる。
⑵　ごく短い簡単な文章や、簡単で短い個人的な手紙は理解できる。
⑶　日常語や、自分の知っている分野の文章なら理解できる。簡単で個人的な手紙を理解できる。
⑷　現代の問題についての記事や報告が読める。現代文学の散文は読める。
⑸　複雑な文章を理解できる。自分の関連外の分野の専門記事も理解できる。
⑹　抽象的で複雑な文章など、あらゆる形式で書かれた言葉を容易に読むことができる。

　G-TELPレベル３とIRコンソーシアムのアンケート項目に見られるスキル表示の共通点は、両者とも、
各々の能力段階で、できるかどうか、という、いわゆる‘can- do statements’の表現形式にある。評
価者自らの内省を促し、あくまでも主体的な観点から自己点検、自己評価を試みさせる効果がある。こ
のアンケートは、学生自らの主観的評価であるが、それをG-TELPという外部試験による、ある意味で
客観的な成績結果と、照らし合わす経験を学生に与えることとなる。そのような主観的評価が、その後
の自主的・能動的な学習へとさらに弾みをつける良き機縁となることを期待したい。自分の英語力にや
や具体的なものさしをおくことで、目標設定がなされ、学習がしやすくなる効果も見込めるものと思わ
れる。英語コアU, C, O, Rならびに英語Ⅰ（共同獣医）の授業と英語アチーブメントテストの活用に加え、
この新しいIRコンソーシアム・アンケートによる自己点検効果を見守りつつ、教員一人ひとりによる
教育の努力を一層積み増していきたい。教員側は、学生の学習目標に見合う教育目標を丁寧に点検し、
その結果をシラバス記載等に反映させ、教授法や教授内容の点検、調整にもつなげていくことも可能と
なるであろう。ひいては、外国語教育の改善にもつながる。
　英語以外の言語（とりわけ、独語、仏語、中国語、韓国語等）を学ぶ学習環境にも目を向けていく必
要がある。教室での語学学習に加えて、外部試験にも挑戦していく学習の気概を尊重したい。そのため
にも、既修語のみならず、初修語の外部試験についても知見を拡げ、情報を共有できる環境整備は必要
であろう。
　コンソーシアムに関わる大学間の情報交換などにより、相互に高め合う教育機関のもとで学ぶ学生一
人ひとりが、外国語のみならず、専門を含めた多くの事柄をよりよく学び、人格を磨きつつ、各人が社
会で自らを役立てる者となることをあらためて願いたい。

（注）
1�　大学IRコンソーシアムという名称の「大学IR （Institutional Research ）」とは、同コンソーシアム

事務局（同志社大学高等教育・学生研究センター内）作成のパンフレット「大学IRコンソーシアム」
によると、「大学運営や教育改革の効果を検証するために大学内のさまざまな情報を収集して数値化・
可視化し、評価指標として管理し、その分析結果を教育・研究、学生支援、大学経営等に活用する活
動」を指す。コンソーシアム （consortium）とは、この場合、大学IRのために提携された組織をいう。
これは、当初、同志社、北海道、大阪府立、甲南の４国公私立大学を母体とし、鹿児島大学を含めて、
平成25年現在、13大学を会員としている（2012年４月25日設立）。
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2�　CEFRは、Common European Framework of Reference for Languagesの頭文字から取った略称で、
外国語教育の学習・教育・評価の方法のガイドラインのことを指す。これは、欧州評議会 （Council 
of Europe）の一部局で、教育と言語や教育政策を扱う言語政策部門（Language Policy Unit, 
LPU）により開発されたもので、英語のみならず、さまざまな言語に適用されている（cf. Common 
European Framework of Reference for Languages: Learning, teaching, assessment, CEFR, Council of Europe, 
Cambridge of University Press, 2001）。



Ⅱ　特集

－ 20 －

１．はじめに
　禁煙の全国的な業務内容の変遷から、保健管理センターの業務は、Diversity Management、健康管理・
健康増進、安全衛生・産業保健の３つの柱に集約されつつある。２番目の柱の健康管理・健康増進を図
る上で、学生の健康状況を把握し健康教育に役立てるために、平成24年度より定期健康診断時にタッチ
パネルを用いてアンケートを実施している。平成24年度と平成25年度の喫煙についてのアンケート結果
を報告する。
２．対象
　定期健康診断を受診した全学生（平成24年度・平成25年度）
３．方法
　アンケートはエクセルのマクロ・ユーザーフォームを利用し作成した。健診ルート内にタッチパネル
を男女３台ずつ計６台設置し、アンケートの主旨をタッチパネル上に提示し、同意を得た学生が無記名
で回答できる形式にした。留学生にも対応できるよう日本語版に加え英語版も作成し、喫煙・薬物・性
感染症に関する14の設問を用意した。タッチパネル間はカーテン・壁で囲い、プライバシー保護に配慮
した。統計処理には、SPSS21を使用した。
４．結果と考察　　
　タバコは、喫煙者の健康を害するだけでなく、非喫煙者の健康も害するのは周知の事実である。平成
15年に健康増進法が施行され、第25条に受動喫煙防止が明記されたのを受け、鹿児島大学も平成16年６
月建物内禁煙となり、平成20年４月より教育学部のみが敷地内全面禁煙となっている。しかし、大学構
内には受動喫煙の恐れのある喫煙所が多数設置されたままであり、一刻も早い敷地内全面禁煙化が望ま
しい状況である。

①アンケート回収状況
　平成25年度定期健康診断受診者数は9,277名、回答者数は9,253名、回収率は99.7％であった。平成24
年度は受診者数9,047名、回答者数8,715名、回収率96.3％であった。
　現在喫煙している者を ｢喫煙者｣、過去に喫煙し現在やめている者を ｢卒煙者｣、今までに１回も喫煙
したことのないものを ｢未喫煙者｣ とする。

②喫煙率
　平成25年度の喫煙者数は、総数823名（8.9％）、男子学生768名（13.7％）、女子学生55名（1.5％）である。
平成24年度は喫煙者総数772名（8.9％）、男子学生711名（13.6％）、女子学生61名（1.7％）で、女子学
生の喫煙者がわずかながら減少している（以下、カッコ内・文章内のパーセント値は回答者総数に対す
る割合を示す）。
　平成25年度の卒煙者数は、総数334名（3.6％）、男子学生279名（5.0％）、女子学生55名（1.5％）である。
平成24年度は総数354名（4.1％）、男子学生293名（5.6％）、女子学生61名（1.7％）で、喫煙者数が増加
したのに対して、卒煙者数は減少している。
　学年別の喫煙率は、全国の大学と同様に学年が上がるにつれて増加する傾向がみられる（図１）。学
部5・6年生の喫煙率が低いのは医学部生の喫煙率が低いためと思われる。学部１・２年生の喫煙率は平
成24年度よりも増加しているが、学部6年生の喫煙率は減少している。　

保健管理センターにおける喫煙防止・卒煙支援教育

保健管理センター　助教　鮫島　久美
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図１　学年別喫煙率

③喫煙の害の認知度
　WHOは、世界中で毎年タバコにより600万人、受動喫煙により60万人が死亡していると報告している。
日本でもタバコにより年間12万人以上、受動喫煙により６千人以上死亡していると推定される。タバコ
は、肺がんを始め多くのがん、心疾患、動脈硬化症、脳血管障害、呼吸器疾患等の危険因子であること
は科学的に解明されており周知の事実である。
　質問「喫煙による病気で年間12万人以上（推計）が死亡していることを知っていますか？」（＝能動
喫煙の害）について、学生の認知度は42.3％である。内訳は喫煙者・卒煙者の過半数が知っているのに
対し、未喫煙者の認知度は40％以下である（図２）。小中高校で喫煙防止教育を受けているはずであるが、
関心の薄さであろうか。
　また質問「受動喫煙による病気で年間６千人以上（推計）が死亡していることを知っていますか？」

（＝受動喫煙の害）について、学生の認知度は35.5％で、能動喫煙の害の認知度よりも低い傾向にある。
能動喫煙の害の認知度と同様に、喫煙者・卒煙者の半分以上が知っているのに対し、未喫煙者の認知度
は30％弱と低い（図２）。平成24年度も同じ質問をしており、喫煙者・卒煙者・未喫煙者すべてにおい
て平成25年度の方が認知度は低くなっている（図３）。高校生まではクラス単位で授業を受けており、
喫煙防止教育も全員に行うことが可能である。しかし、大学では全員そろっての授業の機会はなく、強
いて言えば入学式があるが、徹底した喫煙防止教育を行うには時間が足りない。大学入学後喫煙者を出
さないために、喫煙防止教育をいかに多くの大学生に効率よく行うかが課題である。保健管理センター
では、ホームページで喫煙の害について提示し、構内に喫煙防止の旗を掲げたりしているが、もっと大
学全体で取り組まなければならない。例えば、体育の授業は全学生に履修が義務付けられているので、
喫煙防止教育について講義を行うことは可能である。

図２　喫煙の害の認知度
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図３　受動喫煙の害の認知度の推移

④卒煙支援の認知度
　保健管理センターでは、ニコチンパッチを無料で配布し積極的に卒煙支援に取り組んでいる。喫煙者
にタバコをやめてもらうことを、｢禁煙（＝喫煙を禁ずる）｣というよりも、｢卒煙（＝タバコから卒業する）｣
と呼んでいる。
　学生の卒煙支援の認知度は42.4％で、内訳は喫煙者の約60％、卒煙者の約50％、未喫煙者の約40％で
ある（図４）。平成24年度と比較すると、喫煙者の認知度は増加傾向にあり、未喫煙者の認知度は著し
く増加しており、学生全体の認知度も23.5％から増加している。

図４　卒煙支援の認知度

　保健管理センターでは、平成22年度末より本格的に卒煙支援を開始し、現在、禁煙支援士が医師１名・
保健師３名（全員、日本禁煙科学会に所属）いる。卒煙支援者数は平成22年度は11名（学生６名・職員５名）、
平成23年度は23名（学生16名・職員７名）、平成24年度は42名（学生35名・職員７名）、平成25年度は９
月１日時点で、15名（学生13名、職員２名）、総計91名（学生70名、職員21名）である（複数回支援例
を含む）。３ヶ月以上の卒煙継続者数は、平成23年度で９名（学生４名・職員５名）平成24年度で11名（学
生９名・職員２名）である。
　タバコは依存性物質である。タバコにはニコチン依存と心理的依存があり、卒煙が困難なことが多い。
ニコチン依存に対してはニコチンパッチを貼ることでニコチン切れ症状を軽減し、心理的な依存に対し
ては定期的な面談とメールのやり取りを密にして対処している。未喫煙者で入学してきた学生を、喫煙
者にして社会に送り出すことは絶対にあってはならないという認識を大学の関係者全員に持ってもらい
たい。
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⑤鹿児島大学敷地内全面禁煙化
　健康増進法の第25条に受動喫煙防止のために対策を講じるよう明記され、また平成22年の厚生労働省
の通知では、今後の受動喫煙防止対策の基本的な方向性として、多数の者が利用する公共的な空間にお
いては原則的に全面禁煙であるべきと明確にしている。受動喫煙防止対策のために、公共施設・学校・
病院等の敷地内全面禁煙化が全国的に積極的に行われている。全国の大学・短期大学においても敷地内
全面禁煙化が進み、140大学・23短期大学が敷地内禁煙となっている。平成25年５月15日時点で、キャ
ンパス・学部では201か所（大学178か所・短期大学23か所）が報告されている。
　質問「鹿大が将来敷地内全面禁煙化になるとしたらどう思いますか？」について66.3％の学生が賛成
し、平成24年度（60.0％）よりも増加している（図５）。喫煙者の約半数は反対しているが、卒煙者の
40％以上、未喫煙者の70％以上は賛成している。

図５　鹿児島大学敷地内全面禁煙化

　多数の者が利用する公共的な空間では全面禁煙であるべきであり、受動喫煙防止のために配慮が必要
である。鹿児島大学は、未だ建物内禁煙（教育学部のみ敷地内全面禁煙）で構内に受動喫煙をおよぼ
す喫煙所が多数存在している。タバコ煙は広い範囲に拡散するので、喫煙所から17mの地点でもタバコ
煙が測定されたという報告もある。またタバコ煙は、今春話題となったPM2.5に相当する。中国からの
PM2.5には敏感に反応するのに、最も身近にあるPM2.5のタバコ煙に配慮がないのはおかしい。一刻も
早く敷地内全面禁煙化を実現すべきである。
　
５．結語
　タバコは喫煙者本人の健康を害するのはもちろん、受動喫煙、最近問題視されている残留タバコ煙に
より非喫煙者の健康を損なう。鹿児島大学も早期に敷地内全面禁煙化を実現し、タバコのない環境で学
生が学べるよう、職員が仕事に精が出せるよう、大学全体で取り組みを開始すべきである。保健管理セ
ンターの役割は、職員・学生に喫煙防止教育の機会を設けタバコの害の正確な情報を提供し、喫煙者が
卒煙できるよう積極的に支援することである。
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１．はじめに
　本稿では、鹿児島大学の今後の教育の質の向上に資するための情報提供として、近年着目されている
IR（Institutional Research）について解説を行う。比較的新しい用語としてここ数年耳にする事が多く
なったIRであるが、日本語として対応する訳語や概念がないため、正しい理解がなされず、新たな仕
事として対応する必要が生じるための不安や、負担に対する疲労感などが先行しがちである。このよう
な状況に対し、正確な知識と鹿児島大学の現状について解説する事により、今後のIRの活用や体制整
備へ向けた議論のための情報提供を行う。
　構成として、まずIRについて、その役割等をめぐる日本の現状を簡単に解説する。次に、鹿児島大
学の対応状況について、組織体制を中心に解説を行う。そして具体的なIRの活用のイメージを示す端
的なデータの例として、鹿児島大学が昨年度から参加している大学IRコンソーシアム［１］の参加デー
タを示す。以上をもとに、今後の鹿児島大学のIR体制の整備へ向けて、簡単にまとめを示す。

２．日本におけるIRの現状とその機能の整理
　IRについて論じるにあたって、まずIRの定義について考えてみる。高等教育関連では良く聞かれる
様になったこの用語であるが、世間一般ではまだ認知がなされていないと言える。用語の定義は学術的
なソースとは言えないが、一般的にどう認知されているかという点から、本稿執筆中の2013年10月現在
Yahoo!辞書［２］におけるIRの検索結果の記述を見てみると、国語辞典の大辞泉において、「情報検索

（Information Retrieval）」、「インベスター・リレーションズ（Investor Relations）」、「赤外線（Infrared）」
などである。他の百科事典等の検索結果を含めて見てもインスティテューショナル・リサーチの記述は
見つからないことから、世間にはまだ認知されているとは言えないだろう。これはファカルティ・ディ
ベロップメントの略称であるFDが一般的でない頃に、フロッピーディスクと勘違いする冗談が言われ
ていたことを思い出させる。
　インスティテューショナル・リサーチとしてのIRの定義であるが、これについても多くの議論があり
定まっていない。用語として、日本語訳の問題について考えると、森［３］においては、雑誌Betweenが行っ
た読者アンケート［４］を引用しつつ、IRの訳語の可能性の多様さについて言及している。ここでは「機
関調査」、「大学マーケティング調査」、「大学統計調査」、「大学経営分析」、「教育改革」、「学生教育研究」
をはじめとした、多様な語が示されている。「機関調査」については、2012年から開催されている「大
学情報・機関調査研究集会MJIR」［５］がIRの略語として用いているが、直訳の感が強く、内容を端的
に示しているとは言いがたい。このように、用語を端的に示す日本語が無いことも、IRについての理
解が進まない一因となっていると言えるだろう。
　次に、用語の定義について考える。これについても、一義的に定まっていないようである。近年IR
について多くの論文があり（例えば［６］-［９］など）、詳細な議論はそちらを参照願いたいが、その
中で多く引用されている定義が、野田［６］の訳を借りると、Saupe［10］の「高等教育機関における
計画策定、政策形成、意思決定の支援のための研究を行う部門」であり、大学経営の支援のための活動
であることがわかる。
　また、大学評価・学位授与機構の定義［11］では、「高等教育機関内の調査研究を実施する機能又は部門。
機関情報を一元的に収集、分析することで、機関が計画立案、政策形成、意思決定を円滑に行うことを
可能とさせる。また、必要に応じて内外に対し機関情報の提供を行う。」となっており、情報の一元化
による点に重点が置かれている。

鹿児島大学におけるIRの現状と今後へ向けて

教育センター高等教育研究開発部　准教授　渋　井　　　進
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　しかし、経営支援や情報収集・提供としての側面には、大学であれば当然のことながら、教育活動に
踏み込んだマネジメントが必要であり、より具体的に教学的な側面も含めた総合的な活動の定義として
Thorpe［12］の分類が示されることも多い。小湊・中井［７］や雨森・松田・森［８］では、Thorpe
の提案した９つの機能を紹介している。この中では、特に⑤が教学的な意味合いが強い機能と言えるだ
ろう。
①計画策定支援（planning support）：情報の提供と分析を通じた計画策定の促進・支援
②意思決定支援（decision making support）：情報提供による意思決定の支援
③政策形成支援（policy formation support）：高等教育政策の分析，情報提供，政策関連 テーマの研究
④評価活動支援（assessment support）：評価，説明責任，自己点検プロセスの調整とそれに必要な情
報提供
⑤個別テーマの調査研究（conducting research studies）：学生意向調査，エンロールメント・マネジ
メント研究等
⑥データ管理（data management）：データベースを利用したデータ収集，データ検証，データベース
のメンテナンス
⑦データ分析（data analysis）：収集データの分析とその解釈
⑧外部レポート（external reporting）：連邦・州政府へのレポート作成，外部出版物へのデータ提供
⑨内部レポート（internal reporting）：学内におけるデータや情報の普及活動，データ分析報告
　なお、金子［９］ではIRの機能を、①データ収集・蓄積、②特に教育機能についての調査・分析、
③大学経営の基礎となる情報・分析の提供、という３つに整理している。これはさらに端的で分かり易
い分類と言える。また、雨森他［８］においても、IRの議論を具体性を持って行うために、教育支援
的側面と経営支援的側面を分けて論じている。
　江原［13］では、IRの類型をもとに日本の現状を論じている。その中で、組織形態によるIRの類型
として、IRオフィス型、大学評価室型、FDセンター型、コンソーシアム型の４類型を示している。こ
の中でのIRオフィス型が、新たな担当部局を作成することを想定していることや、コンソーシアム型が、
大学外部の組織との連携であり、いずれにしても大学内の担当部署を設定することが必要なことを考慮
すると、２つが中心的なものであると言えるだろう。すなわち、江原［13］の分類の定義によると、既
存の組織としての評価担当部局にIR機能を置き、評価を通じて取得・管理するデータを活用する大学
評価室型と、既存のFD担当部局にIR機能を置き、FDを通じた教学のネットワークを活用するFDセン
ター型である。
　以上の示すように、評価への対応を中心として大学経営を支援し、大学ポートレートなどのデータベー
スへの窓口としての学内の情報収集を行うIRと、教学部門との関連で、学生アンケートや、学生の学修
成果の測定を行う教学IRという２つに分類されそうである。また、後者には、より拡大した機能として、
アドミッションセンターのような入試部門も含んだ形で、エンロールメント・マネジメントを導入する
流れもある。エンロールメント・マネジメントとはHoward［14］によると「学生が大学に入学し、在学し、
卒業するまでのフローを検査・調査し、管理しようとする IR 活動と企画機能」と定義されている。
　以上の様に２つに大別して捉えられそうであるが、どちらも情報を蓄積して有効活用する必要性が示
されている点では、共通していると言えよう。

３．鹿児島大学の対応状況
　前章での類型化に対応する様に、本学では、総務部が中心となって行っている評価への対応を中心と
したIRと、学生部が中心となって構築体制を築きつつある教学のためのIRという二つの体制が併存し
ている。以下、２点に分けて説明する。
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３. １. 運営及び評価への対応を中心としたIR
　本年（平成25年）７月に、企画立案及び実施組織として、企画・評価室を企画・評価・IR室と変更し、
実施組織として、IRセンターを設置している（表１）。この経緯や第２項の業務内容全てに対して、「運
営及び評価に係る」と記されていることから見る様に、IRセンターは、いわゆる大学評価室を発展さ
せた組織と言える。また第３項の組織においても各部長をメンバーとした事務組織が中心となっている
ことから、評価に対応して情報を一元管理するという性質が強いものである。

表１　国立大学法人鹿児島大学IRセンター要項［15］（抜粋）
　（業務）
　第２　センターは、次に掲げる事項の実施をつかさどる。
　⑴　大学の運営及び評価に係る情報の収集、調査、分析及び活用の総括に関すること。
　⑵　本学の運営及び評価に係るシステムに関すること。
　⑶　本学の運営及び評価に係る指標、分析手法等の開発に関すること。
　⑷　その他本学の運営及び評価に係るIRに関すること。
　（組織）
　第３　センターは、次に掲げる者をもって組織する。
　⑴　副学長及び学長補佐のうちから学長が指名する者
　⑵　事務局各部長
　⑶　医学部・歯学部附属病院事務部長
　⑷　総務部企画評価課長
　⑸　その他学長が必要と認めた者

　なお、九州大学を拠点大学とした、九州地区の国立大学を連携大学とするIRのコンソーシアムとして、
平成24年７月に九州地区大学IR機構が発足しており、本学では企画・評価・IR室を窓口として対応し
ている。この内容について、表２［16］に示す。

表２　九州地区国立大学におけるIR機能の充実・強化のための大学間連携に関する申合せ［16］（抜粋）
　（目的）
　�第２条　機構は、大学間連携を通じて、各大学のIR機能の充実・強化を図り、もって大学運営の

高度化・効率化及び個性の明確化を推進することを目的とする。
　（組織）
　第３条　機構は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる活動を行う。
　⑴　評価・IR人材の共同育成
　⑵　共用情報システムの共同開発
　⑶　情報分析・活用技能の共同開発
　⑷　その他各大学のIR機能の強化に係る活動

  これを見ると、評価とそれに関連する情報の分析を目的としていることがわかる。また、他の連携大
学の窓口の部署を見ても、評価関連の部署が参加していることや、「評価・IR研究会」を開催し、高田［17］
の講演において、当面のゴールとして「米国でも、大学評価への対応は、IR機能の重要な一面」および「国
立大学にとって当面のゴールは、法人評価で『良い評価』を獲得すること」と結んでいることから、評
価に関連した性質が強いIRのコンソーシアムであると言える。
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３. ２. 教学のためのIR
　教学に関連しては、名称としてIRを名乗る組織は本学には存在しない。しかし、教学IRの活動をデー
タにもとづく教育改善の取組と考えると、いくつかの活動は、例えば共通教育では、教育センターにお
いて共通教育企画実施部会や、高等教育研究開発部会において、また全学的な活動では、全学FD委員
会において行われている。西［18］では、共通教育企画実施部会の活動の一環として、開講科目ごとの
履修人数、単位取得者数、単位取得率、成績をもとに、開講科目の状況を分析している。また、FD委
員会で2010年から2012年まで行われている「鹿児島大学共通教育における学習実態・学習成果に関する
調査」によって代表される学生調査の実施とそれに基づいた改善の提案は、一般的に教学IRの活動を
論じる上で大きな柱とされる。以上の様に、IRという名称にはなっていないものの、その機能はすで
に存在している。よって、それぞれの機能を整理発展させ、個々の情報を連携させて有効に活用できる
様に、事務的な体制を含めて、いかに効率的に実施して行くかが、今後の鍵となりそうである。また、
エンロールメント・マネジメントを考える上では、平成24年４月に設置されたアドミッションセンター
をいかに機能させて行くかも大切であろう。
　また、本学では、昨年度、大学IRコンソーシアム［１］に試行的に参加し、本年度から本参加をし
ている。これは学生調査を共通フォーマットで行い、参加大学間で比較分析を可能とするものである。
すなわち、学生調査を単独の大学で行った場合、得られた値が一般的に考えて、高いのか低いのか、判
断に困る場合が多い。また、毎年学生アンケートを行っても、何かが提言できるほどの大きな経年的な
変化は生じない。コンソーシアムの利点は、複数大学の加盟校間でデータを共有することにより、自大
学とベースラインデータとの相対的な位置を比較することが可能になることである。次章では、2012年
度に参加したデータの比較分析の結果の一部を紹介する。
　また、本学の体制整備の現状として、大学IRコンソーシアムに参加したことにより、教育担当理事
の下にワーキンググループを立ち上げ、対応する組織体制、実施及び活用方法等について審議中である。
その議論の中で、教学IRに本学として何を求めるかも模索している過程であると言える。

4.　大学IRコンソーシアムへの試行的参加データの比較分析
　大学IRコンソーシアム［１］は、平成21年度文部科学省「大学教育充実のための戦略的大学連携支
援プログラム」（GP）に採択された「相互評価に基づく学士課程教育質保証システムの創出―国公私立
４大学IRネットワーク」を、発展的に継承するために設立した組織である。GPプログラムの代表校で
ある同志社大学、連携校の北海道大学、大阪府立大学、甲南大学が中心となって、それまでの学生調査
に関する蓄積を活かし、平成24年９月にコンソーシアムとして発足し、本学は同年10月に加盟し、参加
大学も増加しつつある。本稿執筆中の2013年10月現在、13の国公私立大学が加盟している。
　本学としてこのコンソーシアムに参加するメリットのひとつに、信頼度の高い学生調査の調査
票が使用できるという点がある。調査票は米国の大学生調査NSSE（National Survey of Student 
Engagement）やCIRP（Cooperative Institutional Research Program）を、また英語に関する項目は、
語学のコミュニケーション能力別のレベルを示す国際標準規格として、欧米で幅広く導入されつつある
CEFR（Common European Framework of Reference for Languages）をモデルとして構成され、信頼
性の高い質問紙となっている。
　以下では、昨年度の試行調査結果からのデータを示しながら、コンソーシアム型の教学IRの具体的
なイメージとして分析結果のいくつかを提供することとする。詳細な調査データについては、刊行予定
の試行結果報告書を参照願いたい。
　2012年12月に本学で行った試行調査の対象とした学生数は1年生200名であり、169名の回答が得られた。
手続きとして、共通教育英語科目の授業時間中に、コンソーシアム共通マークシートによる記入を求め
る形で調査を行った。なお、本学以外の大学における回答数は同志社大学（1135名）、北海道大学（1023名）、
大阪府立大学（1206名）、甲南大学（1812名）、関西学院大学（2923名）、追手門学院大学（812名）、九州
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産業大学（394名）、琉球大学（166名）、玉川大学（309名）、産業能率大学（677名）の、鹿児島大学を含
む全大学の参加者を合計すると、10627名であった。以下に、このデータに基づき、鹿児島大学の参加者
の回答と、全大学の参加者の回答を比較したデータを示す（大学IRコンソーシアムの許諾を受け掲載）。
　ここでは、時間外学習に関するデータを例として考えてみる。図１に示す様に、「［問９B］週あたり
の活動時間：授業時間以外に、授業課題や準備学習、復習をする」について比較データを見ると、「１
時間未満」、「全然ない」は全大学と比べて少なく、「３- ５時間」については全国平均よりもやや多く
見える。よって、本学の学生が、特別に時間外学習の時間が少ないというわけではないということが読
み取れる。もちろん、単位の実質化を考えるにあたり、絶対的な時間外学習の時間は大学設置基準第21
条第２項によって定められている１単位45時間を標準として想定される時間数と比べて多いとは言えな
い現状ではあるものの、全国的な傾向として学生の時間外学習が少ないことが窺える。

図１　［問９B］週あたりの活動時間：授業時間以外に、
授業課題や準備学習、復習をする」についての比較データ

　次に、学生の生活実態を総合的に見て時間外学習を増やすために、時間外学習時間以外の時間がどの
ように過ごされているかを、他の項目から読み取ってみることとする。「週あたりの活動時間」に関す
る項目には、他に［問９A］授業や実験に出る、［問９C］授業時間以外に、授業に関連のない勉強をす
る、［問９D］オフィスアワーなど、授業時間外に教員と面談する、［問９E］部活動や同好会に参加す
る、［問９F］大学外でアルバイトや仕事をする、［問９G］読書をする（マンガ・雑誌を除く）、［問９H］
個人的な趣味活動をする（テレビやゲーム、映画鑑賞など）、がある。
　ここでは、すべての項目についての結果は示さないが、興味深い項目として、図２に、「大学外でア
ルバイトや仕事をする」という項目を示す。これを見ると、「11-15」時間が全大学と比較して高く、「全
然ない」が少ない事が読み取れる。ここから、本学の学生は、全大学の学生と比べてアルバイトに割か
れている時間が長いということがわかる。すると、方策として、奨学金制度を充実させる事で時間外学
習時間の増加を促進する、という提案の可能性も考えられる。
　もちろん、本調査は、調査方法も統一されていなかったり、大学によって回答数も異なったりするこ
とや、日本の全大学からランダムサンプリングした学生ではないという事から、ここでの全大学のデー
タが「標準的な日本の大学生」を示しているというわけではないが、今後コンソーシアムへの参加大学
が増えデータの量が増えるにつれ、一般化できる可能性は高まって行くと考えられる。また、ここでは
示さなかったが、国立大学グループとの比較や、個別大学間での比較も可能であり、それらを用いる事
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で、より分析の幅が広がると考えられる。

図２　「［問９F］週あたりの活動時間：大学外でアルバイトや仕事をする」についての比較データ

５．おわりに
　本稿では、IRについて簡単に解説し、本学のIRの現状および、教学IRの試行データの分析結果の一
例を紹介した。まとめに変えて、本学のIRの展開を考える上で、今後の課題と思われる点を２点述べる。
　１つ目は、分散している教学部門と評価部門の連携をいかにしていくかが、１つの鍵となると考えら
れる。特に本学では２つの機能が分散している。これは本学に限った事ではなく、日本の大学、特に国
立大学の組織においては一般的な事である。義本［19］では日本とアメリカにおけるIRの担当業務を
比較し、特に日本の組織の「縦割り」による弊害として、必要なデータの所在が把握できない、各部局
で分析した成果・結果等の共有が出来ない、大学として行った取組の検証が出来ない、調査部局と被調
査部局の対立、非協力を指摘し、IRの各種業務が大学改革に資するものとなるよう、学内のガバナン
ス改革の必要性を示している。また、渋井・面高［20］において示した様に、大規模な総合大学である
本学では、部局と本部の協力体制の構築も大きな鍵となるだろう。
　また、そのような中でIRの人材を養成していく事も必要と考えられる。アメリカではIRの専門職が
確立しているが、日本ではそのような人材のキャリアパスや市場を構築する事はなかなか難しい。事務
職員からの養成を考える場合には、異動のローテーションやスキルの必要性を考えると難しい。一方、
教員が教育研究活動に付加的に行うには業務量が多く、業務の性格上、研究者としての業績とつながら
ない現状がある。現状では職員の努力と、教員の管理運営業務としての働きで相互が協力しながら進め
ている状況であり、体制の強化が望まれる。
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Introduction
　The motivation for this article came from witnessing the difficulties some students have in 
fully participating in their classes here at Kadai, and a strong feeling that these issues need to be 
addressed, if we are to help them overcome their difficulties.  Their problems do not appear to 
emanate from any difficulties associated with poor behaviour, or a lack of English ability.  On the 
contrary, they rarely, if ever cause any ‘disciplinary trouble’ in class, and in many cases their 
English ability is above average for the classes they attend.  My considered impression is that their 
problems may well be psychological.  I should state from the start, that my expertise, if one can call 
it that, is in ‘Applied Linguistics’ and as such, I do not claim to have any background in psychology.  
However, I do feel that my role as an educator, professor, teacher, parent, concerned human being, 
all round good-egg, or indeed any other label that can be ascribed to me, affords me not only an 
insight into this particular problem, but also perhaps the opportunity to make a contribution that 
may provide answers to help our students.  This paper is merely an exploratory one; one that seeks 
to find ways to help our troubled students.  Though not exclusively, many of these students come 
from the “コア再” classes.  This is particularly true of students who have taken these classes several 
times.  After considerable thought and study, I came to the conclusion that some of the answers may 
lie in understanding and raising awareness of Emotional Intelligence and its role in our classrooms.  
Much has been made of Emotional Intelligence （EI） in academic circles in recent years.  It is 
referred to and measured in the form of Emotional Quotient （EQ）.  EQ is regarded as the emotional 
counterpart to the standard Intelligence Quotient （IQ） when measuring a person’s intellect.   A 
great deal of the focus has centred on an adequate definition and its role in our daily lives.  This 
paper seeks to examine the current definitions and perceptions of EI/EQ with a view to identifying 
a practical role of EI/EQ in our classrooms.  It will attempt to suggest ways in which EI/EQ can be 
utilised in helping ourselves and our students attain our academic and social goals.

　As with most papers of this kind, it would prove most useful to begin with a definition.  A task 
that it not as easy as it may first appear because EI/EQ is not universally accepted as a clearly 
identifiable, or demonstrable human characteristic.  Notwithstanding the arguments surrounding the 
definition, acceptance and relevance of EI/EQ, let us examine some of the more readily accessible 
explanations and definitions to be found in this area.  
　Alan Chapman （2000-2012） in his evaluation of David Goleman’s seminal work Emotional Intelligence 

（1995） argues that using the standard IQ as a determinant of intelligence is far too narrow in its 
scope when it comes to establishing a person’s intellect.  Chapman concludes that there are two 
aspects to EI;
　● Understanding yourself, your goals, intentions, responses and behaviour.
　● Understanding others, and their feelings. 
Goleman, along with others in the field, including Thorndike （1920）, Gardener （1975） and Salovey 
and Mayer （1990） lend weight to the argument that EI/EQ is the ability to recognise, evaluate 
and control one’s own emotions, and those of others.     Kendra Cherry （2013） in her illuminating 

Emotional Intelligence and its role in the classroom
教育センター外国語教育推進部　准教授　トレマーコ　ジョン

Education Centre: Department For the Promotion of Foreign 　
Language Education　Kagoshima University　John Tremarco



Ⅲ　研究論文

－ 33 －

treatise, What is Emotional Intelligence? contends that  “ the ability to express and control our own emotions is 
important, but so is our ability to understand, interpret, and respond to the emotions of others.”     Cherry refers 
to the four branches of EI set out by Salovey and Mayer （1990） maintaining that they are arranged 
from the more basic psychological processes to the more psychologically integrated processes; 
　　１.� Perceiving Emotions: The first step in understanding emotions is to accurately perceive 

them. In many cases, this might involve understanding nonverbal signals such as body 
language and facial expressions.

　　２.� Reasoning With Emotions: The next step involves using emotions to promote thinking and 
cognitive activity. Emotions help prioritize what we pay attention and react to; we respond 
emotionally to things that garner our attention.

　　３.� Understanding Emotions: The emotions that we perceive can carry a wide variety of 
meanings. If someone is expressing angry emotions, the observer must interpret the cause of 
their anger and what it might mean. For example, if your boss is acting angry, it might mean 
that he is dissatisfied with your work; or it could be because he got a speeding ticket on his 
way to work that morning or that he's been fighting with his wife. 

　　４.� Managing Emotions: The ability to manage emotions effectively is a key part of emotional 
intelligence. Regulating emotions, responding appropriately and responding to the emotions of 
others are all important aspects of emotional management.

　Having established a working definition and explanation of EI and EQ for the purposes of this 
paper at least, our next task is to explore the relevance of understanding EQ and its role in our 
classrooms.   What makes such a task worthwhile is the simple fact that there are arguments 
running through many of the studies into EQ that maintain that EQ is equal to, if not more important 
than IQ. Whilst it is not unreasonable to suggest that this contention is far from substantiated given 
the extent of scepticism in accepting the concept of EQ; there is however, enough ‘food for thought’ 
in the studies to justify an exploration of the role EQ may be able to play in helping our students 
participate more actively and productively in their studies.
　Perhaps it would prove useful to look at some EQ problems identified in the above studies and 
how they relate to our classrooms.  If we match the examples used in the above processes with 
equivalent and relevant models we are likely to find in our experiences with students and colleagues; 
this framework may well provide a basis on which to posit a considered plan of action to raise 
awareness of, and utilise EQ in our classrooms.
　Let us begin by outlining the problems we face by examining two models of behaviour exhibited 
by some colleagues and students that suggest that they may well lack sufficient EQ to be able to 
fully function and succeed within the confines of a classroom.  Almost everyone who has studied at 
the secondary* or tertiary* level can recall a tutor who despite being academically gifted, possessing 
a high IQ rating appeared to be socially incompetent and uncaring.  Throughout the ages, many a 
student has been known to lament  “ S/He doesn’t understand me” or  “ S/He is just not interested in what I 
have to say.” It is not only students that feel this way, we often hear such refrains from colleagues 
and friends when they are describing fellow professors/bosses.  
　In terms of students, I feel sure that we all have witnessed students who do not exhibit any 
particular problem with the subject under study, but seem very reluctant to fully participate in 
the class and/or fail to interact with their fellow students.  This can often result in these students 
receiving much lower grades than their abilities warrant.  In the worst case scenarios, they fail the 
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courses completely.  The resultant damage to their self-esteem tends to make students less willing 
to engage in their studies.  Of course, if it is just down to laziness, or a general lack of effort, the 
solution is relatively simple; present the student with the reality of the situation, informing them that 
they have to change their ways or fail.  However, what a terrible dereliction of our duty of care to 
our students we are engaging in, if they are failing simply because they （or we） simply lack a high 
enough EQ. 
＊This is also true of the primary level, but most primary school students are unlikely to be aware of 
such disparities between a high IQ and low levels of EQ.
　Referring back to the four branches of EI laid out by Salovey and Mayer earlier （page 41）, we 
should examine the relationship between each branch of EI and how it relates to our colleagues and 
students. 
　Perceiving Emotions; we can say with some confidence that the type of colleagues and students 
alluded to above may well have problems in perceiving the emotions of others.  Taking a lead 
from Salovey and Mayer, their problems may have arisen through their lack of understanding non-
verbal signals.   To help reduce these problems, it seems obvious that one course of action to take 
would be to engage in some form of training that would involve the acquisition of the skills needed 
to interpret these non-verbal skills.  This of course is particularly true in language courses and/
or international environments where cultural misunderstandings can and do happen.  Including a 
cultural competence component may prove useful in reducing such incidents.
　Reasoning with Emotions; as this involves using emotions to promote thinking and cognitive activity, 
this is perhaps the most difficult branch of EI to address.  Chapman expresses the opinion that we 
should promote activities in the workplace that facilitate the ability to recognize, understand and 
manage the emotions of ourselves and others.  He suggests this helps motivate not only ourselves, 
but also others in the way we manage their emotions.  He alludes to the link between EI and 
Transitional Analysis （TA）.  TA is the concept conceived by Dr. Eric Berne in the 1950s.  Chapman 

（2000-2012） refers to the work of Berne, Davidson and Mountain and their treaties on TA.  TA is 
a social psychology and a method to improve communication. In essence, it illustrates how people 
relate to each other, and suggests ideas on how people can change and grow.  Chapman and others 
in the field subscribe to the view that TA is supported by the philosophy that  “ people can change and 
that we all have a right to be in the world and be accepted.”  Chapman suggests we instil and explain EI by 
including EQ elements and examples in our teaching.
　Understanding Emotions; the example Cherry （2013） refers to is understanding anger.  She 
suggests that an observer must interpret the cause of a person’s anger.  This is especially true for 
educators.  The misinterpretation of anger in a student can give rise to problems that range from 
the almost inconsequential ‘teenage strop’ which can be over in minutes, to the very serious cases 
where students take themselves out of the arena of education, or even worse, where their anger 
leads them to harm themselves or others.
　Managing Emotions; this aspect of EI refers to the regulation of our emotions.  This is problematic 
because it calls for an appropriate response to the emotion of others.  The very term ‘appropriate’ is 
highly subjective.  It seems sensible to suggest that one way to address this problem is to engage 
both colleagues and students in a series of discussions and activities that will help facilitate a 
consensus on what ‘appropriate’ means in any given situation.
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Discussion and Conclusion
　As we alluded to in the introduction, this has been but a brief exploration into what Emotional 
Intelligence/Emotional Quotient is and what it means to us as educators.  We have shown however, 
that there is enough evidence out there to warrant a closer look at EI/EQ and how it can help our 
students.
　The students we are most concerned about are those who exhibit signs of disengagement in 
their studies and fellow students.  Of course, it goes without saying that not all disengaged students 
lack an awareness of EI/EQ.  Indeed, there are many social and medical reasons why students lose 
interest in their studies.  As hard as it is, sometimes, we just have to concede that some students are 
not suited to the particular subject they have chosen/been forced to study.  For those students, we 
must do our best to direct them to where their talents and interest lie.  
　Once we have identified the problem besetting our colleagues/students in the area of EI/EQ, we 
must then set about helping them.  We can begin by creating an environment where we can first, 
raise awareness of EI/EQ in our institution and then go on to facilitate the adoption and instruction 
of EI/EQ in our curriculum.  It should be noted at this point that we could all benefit from an 
increase in our EI/EQ.  Therefore, it would be better to provide the type of EI/EQ awareness and 
instruction activities referred to earlier in the paper for all colleagues and students rather than 
target individuals.  Targeting individuals could lead to them being stigmatised and further isolated.  
In practical terms, we could increase the amount of materials based on EI/EQ that students 
and colleagues are exposed to.  There are many available; one such example can be found in the 
Reading Textbook list.  Islam and Steenburgh （2009） cover the subject in their textbook: A Good 
Read 2.  Through a series of exercises, students are made aware of what EI is, their own level of 
EQ, how they can improve their EQ, and finally, they are asked for their opinions on EI.  This is 
not a recommendation for the activities in this book, it is merely an example of what is available to 
educators.  Chapman （2000-2012） refers to a whole series of books and activities; for example ’50 
Activities For Teaching Emotional Intelligence’by Dianne Schilling.  Chapman’s copy was published by 
Innerchoice Publishing - ISBN 1-56499-37-0.  Providing it is done with the full consent of participants, 
EI/EQ workshops could be set up.
　This article is not arguing that the only way, or indeed the best way to reach our disengaged 
students is to adopt the instruction of EI/EQ.  One simply has to review the arguments surrounding 
whether EI/EQ is a clearly identifiable, or demonstrable condition raging on in academic and social 
circles to understand why this is so.  It is however, a paper that strongly recommends that the 
concept of EI/EQ is an avenue of study/endeavour worth exploring.  We should do something to 
alleviate their suffering.  We cannot go on year after year of just passing students from class to class 
forcing them into what can only be described as simulated learning; they deserve better.
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　The Department for the Promotion of Foreign Language Education within the Education Center at 
Kagoshima University is responsible for the ongoing development of the foreign language curriculum, 
and as part of this, the potential for utilization of on-line learning is currently being explored.
　
　Since 2009 an e-learning based English Open course has been included as part of the Education 
center’s English language curriculum, providing an alternative learning experience for second 
year students. Initially in 2009, a pilot study was conducted which utilized the Longman English 
Interactive Level 4 study program （LEI） and a comparison of post-course G-TELP results was 
conducted at the end of the semester-long course in order to provide a standardized indicator of the 
outcomes of the course. The results at the time indicated that the e-learning study group averaged 9.9 
points above the two similar sized conventional English Open classes. 
　
　Student feedback on the LEI course was in the main positive, particularly in that they could 
study independently, work at their own pace, and monitor their progress and results throughout 
the semester. Some students however commented that although it was a four-skill based program, 
it lacked content attuned to developing their oral language ability, and had no Japanese language 
support within the program. With the shortcomings of the LEI program in mind I sought out 
alternative resowces  that might better cater to the needs and interests of Kadai students, 
particularly in their second year of the English language curriculum.
　
　Having viewed and assessed a number of alternatives, and intending to provide the students 
with a more stimulating and interactive learning experience, I decided to incorporate two online 
programs, “English Central” and “Voice Thread” into the English open e-learning course.
　
　English Central is a media video-based learning system which the instructor can easily manage 
and monitor the student’s progress. It can be accessed both on and off campus, allowing students to 
work both in class and at home on selected content. The students proceed through the program as 
follows. 
　
　A) Watching video content
   The more videos students watch, the more progress/achievement points accumulate. Students 
can learn English using thousands of videos on the web presented with text transcriptions and word 
definitions. In addition to free study, the instructor can select specific courses or thematic units for 
the students to study, for example a Video Course designed for Business, Social, Travel, English 
Proficiency Exams, English Pronunciation etc.
　
　 B) Vocabulary study
    Each video has vocabulary drills and practice sentences for the students to expand and reinforce 
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their vocabulary. This training allows students to go back and revise at any-time the vocabulary 
they have studied previously. 
　
　 C） Speaking practice
　Having listened to the videos and completed the vocab study, the last step is for students to 
listen and record their own speaking, with emphasis on fluency, clear pronunciation and appropriate 
intonation. The Intellicoach（tm） technology in the system provides the student immediate 
pronunciation feedback and an ongoing assessment of particular pronunciation challenges, and an 
ongoing archive of student’s voice recordings that can be monitored by the instructor and student 
alike.
　 The English Central platform allows for the instructor to set weekly study goals for the students 
and for each of the three classes the goals were set at: 
　Watch: 5 videos
　Study: 25 words
　Speak: 5 videos
　Time: 2.5 hours weekly （in class and home combined）
　
　The tasks set for completion during class time were chiefly the content specific courses, whilst 
students were free to select their own content for self-study at home. Each student’s completion rate 
was monitored carefully each week by the teacher. Work on English Central accounted for 40% of 
each student’s final assessment, while 40% was for the two presentation projects on Voice Thread, 
and the remaining 20% for the G-TELP score.
　
　In addition to English Central, “Voice Thread” （a free online site for creating slide presentations） 
was used as a platform for students to produce two slide and speech based projects that could be 
created and edited as a work in progress over the semester and assessed as oral presentations for 
final assessment. This project allowed for the instructor to work on writing, editing and developing 
presentations with each student individually during class time. The two projects took about one 
month each to complete, again with access from home and on campus available at all times. The 
projects allowed the students to create a visual and oral presentation in English that reflected and 
featured information on their interests, field of study or local region. The final products were able to 
be viewed by all students and the students could also down-load their completed work as video files 
for posterity.

The study group and class organization
　The study group for semester one 2013 consisted of three second year classes; a fisheries and 
science mixed class （43 students）, an education class （33 students） and a mixed class of all faculties 

（43 students）. Students were required to purchase premium content access code cards from Seikyo, 
and the registration process was completed in week one. To use the English Central system all 
students needed a headset with a microphone. The Voice Thread registration was free and access 
also available on and off campus. Orientation was necessary for both systems however the students 
displayed their ‘tech-savvy’ at an early stage and became familiar with the working of both 
programs very quickly. Class time was allocated to approximately 50 minutes on English Central, 
with 35 minutes on writing and editing the Voice Threads. Students could work independently at 
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their own pace, provided that their overall weekly goals were consistently met, and this class set-up 
allowed for the teacher to spend more time working one on one with individual students, particularly 
on writing and refining their scripts for their presentations.

Results
　The researcher had anticipated that through using English Central the student’s listening and 
vocabulary may show some improvement, given the amount of repetition, reinforcement and student 
time listening to real-world English. The G-TELP test was taken by all students in the 11th week of 
the semester, and the results for the three classes were as follows:

Student surveys
　In order to ascertain the student’s response to this e-learning based course, two student surveys 
were conducted, one in co-operation with English Central in week 14 of the course, and one 
formulated independently by this researcher and conducted in the final class of the semester using 
Moodle. The surveys were conducted online and all questions were in both Japanese and English. 
From the survey results, student responses to the following questions were as follows:

（Total number of respondents: 68 students）

Do you feel that study using the English Central system led to an improvement in your overall 
English ability?
Strongly agree          Agree               Disagree       Strongly disagree
      25%             　　   67%               　  6%             　　    2%

Do you think that the pace of the course was appropriate?
Strongly agree      Agree        Not really      Strongly disagree
    　 60%           　 36%        　   4%              　　 0%

Did you feel that the online course content was interesting?
Strongly agree      Agree        Not really      Strongly disagree
  　  57%            　 37%       　   4%            　　　  2%

　　　　
Do you think that you would like to study in this way via e-learning again in the future?
Strongly agree      Agree        Not really      Strongly disagree
   　　  43%            50%         　 3%          　　　    3%

G-TELP results  
Semester one 2013

Average score for 
all English Open 

courses

Average score 
for fisheries and 

science (e-learning) 
43 students

Average score 
for education 
(e-learning) 
33 students

Average score for 
mixed faculty class 

(e-learning) 
43 students

Grammar 58.8 69.3 68.2 59.7
Listening 50.4 55.3 55.8 53.0
Reading 67.0 71.7 73.3 68.5
Overall total 176.2 196.3 197.3 181.2
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Some student’s comments on English Central:
　“With grammar, vocab and listening I can get feedback on my level of ability from normal tests 
and so on, but English Central provided me with assessment of my English pronunciation, and this is 
a point I really appreciated.” （Science student）

“Having the class achievement rankings displayed each week was really motivating for me.” 
（Education student）

“I enjoyed it so much because the video content was interesting and we could view Japanese 
translations, and received immediate assessment as we worked through the course.” （Education 
student）

“I liked it that there were many different levels of difficulty that we would challenge ourselves with, 
and that we could record our own voices to practice pronunciation.” （Education student）

Some student’s comments on Voice Thread （on-line presentations）
“Making a creative work like this using my own photographs was very interesting.” （Fisheries 
student）

“I felt this was markedly better than regular English language study. The classes were enjoyable 
and I could work far more positively.” （Fisheries student）

“It （Voice Thread） was difficult to use at first, but it made me really work on improving my 
pronunciation.” （Education student）

“It was a great project and a great chance to speak out in English. I think it （Voice Thread） could 
be used in a wide range of learning environments.” （Education student）

Conclusion
　In comparison to e-learning courses in previous years the feedback from students has been 
overwhelmingly positive, in addition to higher attendance rates and better quality work submitted, 
as is evident in their projects. Owing to the variety of its content and easy to use learning format, 
English Central proved to be a highly motivating influence for the student’s and, as is jhown in the 
teacher-managed score-books, I found that many of the students were working on English Central 
in their free time, regularly and well in excess of their weekly goals. As an instructor personally I 
felt that this type of e-learning course was well suited to student’s who particularly enjoy working 
individually and find the achievement of reaching set goals to be a motivating factor in their study. 
The Voice Thread project allowed for the teacher to spend more time with individual students 
working on their written expression skills and formulating logical, informative presentations, 
something that time constraints in the standard large-sized class do not allow. Overall the English 
Open e-learning courses have provided very positive outcomes, and with further refinement in mind, 
I look forward to future courses of this kind becoming a learning option for many more students.
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Ⅰ　目的
　平成 25 年度から新たに実施された鹿児島大学共通教育課程では、「人間力」を養成することを目的と
し、その基本要素の１つとして「身体力」が位置づけられている。したがって、体育・健康科目では、
学生の「身体力」の能力を養成するプログラムとしての役割を担っていくことを踏まえて今後、さらに
講義や実習の充実に取り組む必要があると思われる。
　必修科目になっている体育・健康科学実習Ⅰでは、生涯にわたって健康で豊かな生活を営むための基
礎的知識と身体運動を実践していく習慣を身につけることを目指している。この授業の充実を図るため
に授業の中で行われている体力測定のデータを利用し、本学学生の現状や課題を検討してきた。これま
で、全身持久力の結果と全国平均との比較検討（飯干ら 2008）や背筋力の低下が指摘されている女子
学生の背筋力とライフスタイルとの関係の検討（飯干ら 2009）、平成 17 年度と平成 21 年度の学生の背
筋力の結果を比較し、運動の実施状況などのライフスタイルとの関係を含めた検討（飯干ら 2010）、柔
軟性の現状について、体幹の筋力と持久性と関連させた検討を行ってきた。これらの研究で得られた知
見は、実習の充実に役立てられている。
　しかしながら、学部ごと運動・スポーツの実施状況や体力水準の比較をした研究報告はみられない。
学部ごとにどんな特徴があるのか分析し、学部の特性を把握して適切な指導をすることは意義があると
考えられる。また、運動・スポーツの実施状況と全ての体力測定の結果との関係を報告した研究もみら
れない。身体運動を実践していく習慣を身につけることの必要性を学生に説く上で、運動・スポーツの
実施状況が体力水準にどのような影響を及ぼしているのか、本学の学生の実態を明らかにすることは意
義があると考えられる。
　そこで本研究では、鹿児島大学学生の学部ごとの運動・スポーツの実施状況の実態と体力測定の結果
から運動・スポーツの実施頻度が体力水準に及ぼす影響と学部ごとの体力水準の特性を明らかにするこ
とで、今後の体育・健康科目の授業の充実を図るための示唆を得ることを目的とした。

Ⅱ　研究方法
　１．調査対象
　�　分析の対象は、平成 24 年度鹿児島大学の 9 学部に入学した学生のうち、18 歳と 19 歳の男子 795 名、

女子 520 名、合計 1315 名であった。なお、教育学部保健体育専修の学生は、運動・スポーツを日常
的に行うことが必要とされる特殊性を考慮して調査対象から除外した。

　２．調査期間と対象人数
　�　調査は、全学部の１年次に指定されている体育・健康科学実習Ⅰ（必修科目）の授業の中で行われ、

学生が提出（提出された期間は、前期が 5 月～ 7 月、後期が 11 月～ 2 月である）した記録を分析し
たものである。

　　⑴　教育学部（保健体育専修の学生を除く）：
　　　　平成 24 年度前期（H24.4 ～ H24.7）男 88 名　女 113 名 計 201 名
　　⑵　法文学部：平成 24 年度前期（H24.4 ～ H24.7）男 111 名　女 126 名 計 237 名
　　⑶　理学部：平成 24 年度後期（H24.10 ～ H25.1）男 75 名　女 15 名 計 90 名
　　⑷　工学部：平成 24 年度後期（H24.10 ～ H25.1）男 296 名　女 49 名 計 345 名

鹿児島大学入学生の学部ごとの運動・スポーツの実施状況と

体力測定の結果について
教育学部　准教授　福満博隆、准教授　末吉靖宏、教授　飯干　明、

准教授　石走知子、教授　橋口　知、教授　長岡良治、教授　徳田修司
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　　⑸　 農学部（共同獣医学部を含む）：
　　　　平成 24 年度前期（H24.4 ～ H24.7）男 96 名 女 100 名 計 196 名
　　⑹　水産学部：平成 24 年度後期（H24.10 ～ H25.1）男 52 名　女 15 名 計 67 名
　　⑺　 医 ･ 歯学部：平成 24 年度前期（H24.4 ～ H24.7）男 77 名　女 102 名 計 179 名

　３．調査内容
　　⑴�　運動・スポーツの実施状況調査の項目は、文部科学省が平成 11 年度から導入している「新体

力テスト」（12 ～ 19 歳対象）の調査項目の中にある運動部等への所属状況、運動実施状況（頻度）、
運動実施時間の計３項目。

　　⑵�　形態計測の項目は、身長、体重、座高、BMI の４項目。
　　⑶�　体力測定の項目は、文部科学省が平成 11 年度から導入している「新体力テスト」（12 ～ 19 歳

対象）に示された、握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、20m シャトルラン、50m 走、
立ち幅とび、ハンドボール投げの 8 項目と背筋力、背筋力指数の２項目。

Ⅲ　分析方法
　男子学生と女子学生を分けて、運動・スポーツの実施状況調査の項目は、学部別にみた運動部等への
所属状況、運動実施状況、運動実施時間について、クロス集計を実施し比較検討し考察を重ねた。また、
形態計測の項目は、運動実施状況別にみた形態計測の平均値を求め、Ｔ検定を行い、比較検討し考察を
重ねた。体力測定の項目は、男子学生と女子学生を分けて運動実施状況別及び学部別に平均値を求め、
Ｔ検定を行い、比較検討し考察を重ねた。統計処理には統計解析用プログラム SPSS statistics 19 を用い、
クロス集計にはカイ２乗検定を行い、平均値の差にはＴ検定を行った。

Ⅳ　結果・考察
　１．学部別にみた運動・スポーツの実施状況調査について
　　⑴　 運動部や地域スポーツクラブへの所属状況
　　�　男子学生の所属状況を学部別（表１－１）でみると、所属状況に有意差がみられ（P<0.001）、医

･ 歯学部では、運動部等に所属している学生が 64.9%と最も多く、他学部はそれぞれ３分の１の学
生が所属してい
た。 女 子 学 生
の 所 属 状 況 を
学 部 別（ 表 １
－ ２） で み る
と、所属状況に
有意差がみられ

（P<0.001）、 医
･ 歯 学 部 で は、
運動部等に所属
している学生が
51.0%と最も多
く、他学部の所
属している学生
はそれぞれ 20%以下であった。このことから、男女とも医 ･ 歯学部生の運動部等への所属率が高く、
他の学部生の所属率が低いこと、また、男子学生と比較して女子学生の所属率がさらに低いことが
分かった。

表１－１　男子学生の運動部等への所属状況（学部別）� （％）　　
教育学部 法文学部 理学部 工学部 農学部 水産学部 医・歯学部 合計

所属している 34.1 33.3 35.1 32.8 35.4 38.5 64.9 37.0 
所属していない 65.9 66.7 64.9 67.2 64.6 61.5 35.1 63.0 

100 100 100 100 100 100 100 100
Ｎ＝ 88 Ｎ＝ 111 Ｎ＝ 74 Ｎ＝ 296 Ｎ＝ 96 Ｎ＝ 52 Ｎ＝ 77 Ｎ＝ 794

Ｐ＜ 0.001　　

表 1 －２　女子学生の運動部等への所属状況（学部別）� （％）　　
教育学部 法文学部 理学部 工学部 農学部 水産学部 医・歯学部 合計

所属している 13.3 15.1 13.3 12.2 18.0 20.0 51.0 22.1 
所属していない 86.7 84.9 86.7 87.8 82.0 80.0 49.0 77.9 

100 100 100 100 100 100 100 100
Ｎ＝ 113 Ｎ＝ 126 Ｎ＝ 15 Ｎ＝ 49 Ｎ＝ 100 Ｎ＝ 15 Ｎ＝ 102 Ｎ＝ 520

Ｐ＜ 0.001　　
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　　⑵　運動・スポーツの実施状況（頻度）について
　　�　男子学生の運動実施状況を学部別（表２－１）でみると、運動実施状況に有意差がみられ

（P<0.001）、ほとんど毎日（週３日以上）実施している学生は医 ･ 歯学部が 39.0%で最も多く、他
学部では、20%
以下であった。
ときどき（週１
～２日程度）実
施している学生
まで含めると、
医 ･ 歯 学 部 が
72.8%、教育学
部が 70.5%、法
文学部が 60.3%
の順に多くみら
れ、一方運動を
しない及びとき
たま（月１～３
日程度）実施し
て い る 運 動 量
の 少 な い 学 生
は、水産学部が
55.7%、工学部が 50.4%、理学部が 48.0%の順で多くみられた。女子学生の実施状況を学部別（表２
－２）でみると、所属状況に有意差がみられ（P<0.001）、ほとんど毎日（週３日以上）実施してい
る学生は医 ･ 歯学部が 23.5%で最も多く、他学部では、10%以下である。ときどき（週１～２日程
度）実施している学生まで含めると、医 ･ 歯学部が 56.8%、農学部が 41.0%、教育学部が 31.0%の
順に多くみられ、一方運動をしない及びときたま（月１～３日程度）実施している運動量の少ない
学生は、理学部が 86.7%、水産学部が 73.4%、工学部が 71.5%の順で多くみられた。このことから、
男女とも医 ･ 歯学部では、運動を日常的に実施している学生が他学部よりも多いこと、また、男子
学生と比較して女子学生は、日常的な運動不足の学生が多く、医 ･ 歯学部を除くとその７割強が運
動不足であることが分かった。

　　⑶　１日の運動・スポーツ実施時間（体育の授業を除く）について
　　�　男子学生の１日の運動実施時間を学部別（表３－１）でみると、運動実施時間に有意差がみられ

（P<0.001）、法文学部、理学部、工学部、農学部、水産学部では、５割強の男子学生が１日の運動
実施時間を 30 分未満と答えており、30 分以上１時間未満の学生まで含めて１日の運動実施時間が
少ない学生は農学部が 71.8%、理学部が 68.0％、工学部が 67.8%の順に多くみられた。女子学生の
１日の運動実施時間を学部別（表３－２）でみると、運動実施時間に有意差がみられ（P<0.001）、
医 ･ 歯学部を除く６学部では，６割強の女子学生が１日の運動実施時間を 30 分未満と答えており、
30 分以上１時間未満の学生まで含めて１日の運動実施時間が少ない学生は、水産学部が 100%、理
学部が 93.4%、教育学部が 92.0%、農学部が 82.0%、工学部が 81.6%、法文学部が 81.0%の順に多く
みられた。このことから、医 ･ 歯学部を除く６学部では７割近くの男子学生と８割強の女子学生の
１日の運動実施時間が少ないことがうかがえ、運動部等への所属をしていない学生の割合と一致し
ている。

　　�　以上のことから日常の運動実施状況は、運動部等への所属の有無に影響していることが推察され
る。したがって、体育・健康科目の講義と実習を通して、運動部等に所属していない学生たちへ日

表２－１　男子学生の運動実施状況（学部別）� （％）　　
教育学部 法文学部 理学部 工学部 農学部 水産学部 医・歯学部 合計

ほとんど毎日 14.8 18.0 8.0 10.8 19.8 15.4 39.0 16.1 
ときどき 55.7 42.3 44.0 38.9 35.4 28.8 33.8 40.1 
ときたま 22.7 26.1 32.0 27.4 27.1 28.8 18.2 26.3 
しない 6.8 13.5 16.0 23.0 17.7 26.9 9.1 17.5 

100 100 100.0 100 100 100 100 100
Ｎ＝ 88 Ｎ＝ 111 Ｎ＝ 75 Ｎ＝ 296 Ｎ＝ 96 Ｎ＝ 52 Ｎ＝ 77 Ｎ＝ 795

Ｐ＜ 0.001　　

表２－２　女子学生の運動実施状況（学部別）� （％）　　
教育学部 法文学部 理学部 工学部 農学部 水産学部 医・歯学部 合計

ほとんど毎日 5.3 5.6 0.0 6.1 10.0 0.0 23.5 9.6 
ときどき 25.7 23.8 13.3 22.4 31.0 26.7 33.3 27.1 
ときたま 32.7 35.7 20.0 18.4 26.0 26.7 17.6 27.3 
しない 36.3 34.9 66.7 53.1 33.0 46.7 25.5 36.0 

100 100 100 100 100 100 100 100
Ｎ＝ 113 Ｎ＝ 126 Ｎ＝ 15 Ｎ＝ 49 Ｎ＝ 100 Ｎ＝ 15 Ｎ＝ 102 Ｎ＝ 520

Ｐ＜ 0.001　　
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常的な運動を実施する必要性を理解させるとともに運動習慣を身につけさせるきっかけづくりや意
識への働きかけがますます必要になってきたと考えられる。

　２．運動実施状況別にみた形態測定について
　�　運動実施状況から形態測定の結果比較するために、運動実施状況の質問に「ほとんど毎日」と「と

きどき」と答えた学生を日常的に「運動している群」とし、「ときたま」と「しない」と答えた学生
を日常的に「運動していない群」として２つのグループに分けて検討することにした。

　�　男子学生の形態測定の結果を運動実施状況別（表４－１）でみると、身長と座高には差が見られな
かったが、体重において「運動している群」が「運動していない群」より平均値が有意に高く（P<0.01）、
体重を（身長 m）2 で除して求める体格指数の BMI においても「運動している群」が「運動していない群」
より平均値が有意に高かった（P<0.01）。これは「運動している群」の方が標準体重を示す体格指数
22 に近いことを意味している。女子学生の形態測定の結果を運動実施状況別（表４－２）でみると、
体重、座高、BMI には差が見られなかったが、身長において「運動している群」が「運動していない群」
より平均値が有意に高かった（P<0.001）。しかし、男女ともに形態計測の結果にいくつかの有意差が
みられたが、体力測定の結果に影響するような大きな体格差はみられなかった。

　３．運動実施状況別にみた体力測定について
　�　男子学生の体力測定の結果を運動実施状況別（表５－１）でみると、背筋力（P<0.001）、上体起こ

し（P<0.001）、長座体前屈（P<0.05）、反復横とび（P<0.001）、20m シャトルラン（P<0.001）、50m

表３－１　男子学生の運動実施時間（学部別）� （％）　　
教育学部 法文学部 理学部 工学部 農学部 水産学部 医・歯学部 合計

30 分未満 37.5 50.5 57.3 52.2 51.0 52.0 24.7 48.0 
30 分以上１時間未満 19.3 16.2 10.7 15.6 20.8 14.0 20.8 16.7 

１時間以上２時間未満 22.7 26.1 28.0 16.6 15.6 20.0 31.2 21.2 
２時間以上 20.5 7.2 4.0 15.6 12.5 14.0 23.4 14.1 

100 100 100 100 100 100 100 100
Ｎ＝ 88 Ｎ＝ 111 Ｎ＝ 75 Ｎ＝ 295 Ｎ＝ 96 Ｎ＝ 50 Ｎ＝ 77 Ｎ＝ 792

Ｐ＜ 0.001　　

表３－２　女子学生の運動実施時間（学部別）� （％）　　
教育学部 法文学部 理学部 工学部 農学部 水産学部 医・歯学部 合計

３０分未満 77.0 63.5 86.7 69.4 69.0 78.6 53.9 67.2 
３０分以上１時間未満 15.0 17.5 6.7 12.2 13.0 21.4 14.7 14.8 
１時間以上２時間未満 6.2 15.1 6.7 12.2 12.0 0.0 20.6 12.7 

２時間以上 1.8 4.0 0.0 6.1 6.0 0.0 10.8 5.2 
100 100 100 100 100 100 100 100

Ｎ＝ 113 Ｎ＝ 126 Ｎ＝ 15 Ｎ＝ 49 Ｎ＝ 100 Ｎ＝ 14 Ｎ＝ 102 Ｎ＝ 519
Ｐ＜ 0.001　　

表４－１　男子学生形態計測の平均値（運動実施状況別）

運動をしている群 運動をしていない群

Ｎ Ｍ ＳＤ Ｎ Ｍ ＳＤ t 値

身長 447 170.74 5.71 348 170.69 5.60 0.145

体重 447 62.73 10.01 348 60.96 8.62 2.676 ※※

座高 444 90.59 4.33 345 90.66 3.54 -0.256

BMI 447 21.48 3.02 348 20.91 2.69 2.814 ※※

※※ P<0.01　

表４－２　女子学生形態計測の平均値（運動実施状況別）

運動をしている群 運動をしていない群

Ｎ Ｍ ＳＤ Ｎ Ｍ ＳＤ t 値

身長 191 159.00 5.11 329 157.49 4.97 3.279 ※※※

体重 191 51.37 6.06 329 50.79 6.54 1.013

座高 191 88.90 56.37 328 85.07 3.23 0.936

BMI 191 20.30 2.09 329 20.46 2.30 -0.785

※※※ P<0.001
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走（P<0.001）、立ち幅とび（P<0.001）、
ハンドボール投げ（P<0.001）におい
て「運動している群」が「運動してい
ない群」より平均値が有意に高かった。
女子学生の体力測定の結果を運動実施
状況別（表５－２）でみると、背筋力

（P<0.001）、 背 筋 力 指 数（P<0.001）、
平 均 握 力（P<0.01）、 上 体 起 こ し

（P<0.001）、長座体前屈（P<0.05）、反
復横とび（P<0.001）、20m シャトル
ラ ン（P<0.001）、50m 走（P<0.001）、
立ち幅とび（P<0.001）、ハンドボール
投げ（P<0.001）のすべての種目にお
いて「運動している群」が「運動して
いない群」より平均値が有意に高かっ
た。このことから、男女とも日常的な
運動を行っている学生は、日常的に運
動不足の学生よりも体力水準が高いこ
とが明らかになった。これは、運動・
スポーツの実施頻度が高いほど体力水
準が高いことを実証しており、日常的
な運動・スポーツの実施が体力水準を
高めることに影響したと考えられる。
したがって、体育・健康科目の講義や実習を通して、運動・スポーツの実施頻度は、生涯にわたって
体力を高い水準に保つための重要な要因の一つであることを学生に理解させ、日常的な運動を行って
いる学生には、今後も運動実施を継続するための、日常的に運動不足の学生には、運動・スポーツの
実施頻度を高めるための働きかけが必要であると考えられる。

　４．学部別にみた体力測定について
　　⑴　男子学生の比較
　　�　背筋力（図 1）では教育学部が 123.9kg、医 ･ 歯

学部が 120.7kg、工学部が 120.6kg の順で有意に高
く、法文学部が 108.6 kg、農学部が 111.3 kg、水産
学部が 114.5 kg の順で有意に低かった。平均握力

（図 2）では、教育学部が 44.5kg、工学部が 43.9kg
の順で有意に高く、農学部が 39.3 kg、法文学部が
40.7kg の順で有意に低かった。上体起こしは、（図
3）教育学部が 34.6 回で有意に高く、農学部が 30.8
回で有意に低かった。長座体前屈（図 4）では、工
学部が 49.2cm で農学部の 46.2cm よりも有意に高
かった。反復横とび（図 5）では、教育学部が 58.9
回、工学部が 57.7 回の順で有意に高く、水産学部
が 54.2 回、法文学部が 55.5 回の順で有意に低かっ
た。20m シャトルラン（図 6）では、教育学部が

表５－１　男子学生体力測定の平均値（運動実施状況別）

運動をしている群 運動をしていない群

Ｎ Ｍ ＳＤ Ｎ Ｍ ＳＤ t 値

背筋力 446 120.09 25.85 347 113.63 24.45 3.601 ※※※

背筋力指数 446 1.93 0.40 347 1.88 0.41 1.721 

平均握力 447 42.98 7.82 348 42.31 3.54 1.254 

上体起こし 447 33.45 5.38 348 31.67 6.10 4.365 ※※※

長座体前屈 447 49.01 11.39 348 47.00 11.64 2.442 ※

反復横とび 447 57.79 5.98 348 55.69 6.19 4.830 ※※※

シャトルラン 447 89.89 20.45 348 78.99 19.08 7.741 ※※※

50m 走 447 7.23 0.56 348 7.47 0.71 -5.121 ※※※

立ち幅とび 447 232.67 22.19 348 224.75 23.99 4.775 ※※※

ハンドボール 447 29.36 5.62 348 26.48 5.66 7.148 ※※※

※ P<0.05 ※※※ P<0.001

表５－２　女子学生体力測定の平均値（運動実施状況別）

運動をしている群 運動をしていない群

Ｎ Ｍ ＳＤ Ｎ Ｍ ＳＤ t 値

背筋力 191 68.45 16.78 329 61.69 14.85 4.617 ※※※

背筋力指数 191 1.34 0.31 329 1.22 0.29 4.208 ※※※

平均握力 191 26.22 4.69 329 24.97 4.10 3.164 ※※

上体起こし 191 25.18 5.00 329 23.39 5.04 3.928 ※※※

長座体前屈 191 46.71 11.48 329 44.32 11.41 2.293 ※

反復横とび 191 47.76 4.92 329 45.75 4.57 4.615 ※※※

シャトルラン 191 53.90 15.54 329 44.84 12.46 7.291 ※※※

50m 走 191 8.90 0.64 329 9.26 0.72 -5.929 ※※※

立ち幅とび 191 174.68 17.97 329 165.58 19.73 5.372 ※※※

ハンドボール 191 15.65 4.17 329 13.78 3.78 5.117 ※※※

※ P<0.05 ※※ P<0.01 ※※※ P<0.001
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90.8 回で有意に高く、水産学部が 80.2 回で有意に低
かった。50m 走（図 7）では、農学部が 7.62 秒で有
意に低かった。立ち幅とび（図 8）では、教育学部が
237.4cm、工学部が 233.0cm の順で他学部よりも有意
に高かった。ハンドボール投げ（図 9）では、教育学
部が 30.2m、医 ･ 歯学部が 29.7m、工学部が 28.7m の
順で有意に高く、農学部が 26.3m、水産学部が 26.5m
の順で有意に低かった。これらのことから、運動実
施頻度の高い医 ･ 歯学部と教育学部の学生は、体力
水準が予想通り高かったが、運動実施頻度の低かっ
た工学部の学生も体力水準が高かった。工学部にお
いては、高い体力水準を持ちながら日常的な運動が
行われていないという課題が明らかになった。また、
法文学部の学生は筋力において、水産学部の学生は
敏捷性、持久性、投力において、農学部の学生は筋力、
持久性、柔軟性、走力、跳力、投力において体力水

準が低い傾向がみられた。

　⑵　女子学生の比較
　�　背筋力（図 1）では教育学部が 67.5kg で法文学部の

61.6 kg、農学部の 62.1 kg よりも有意に高かった。平均
握力（図 2）では、理学部が 27.4kg、工学部が 26.9kg
の順で有意に高く、法文学部が 24.5 kg、農学部が
24.9kg の順で有意に低かった。上体起こし（図 3）では、
教育学部が 24.7 回、法文学部が 24.6 回の順で有意に高く、農学部が 22.7 回で有意に低かった。長座
体前屈（図 4）では、工学部が 48.2cm で有意に高く、理学部が 42.3cm、教育学部が 43.4cm、医 ･ 歯
学部が 43.8cm で有意に低かった。反復横とび（図 5）では、理学部が 48.3 回、工学部が 47.9 回の順
で有意に高く、医 ･ 歯学部が 45.8 回、教育学部が 45.9 回、法文学部が 46.2 回の順で有意に低かった。
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20m シャトルラン（図 6）では、学部間に有意差が見
られなかった。50m 走（図 7）では、農学部が 9.37 秒
で他学部よりも有意に低かった。立ち幅とび（図 8）で
は、工学部が 175.4cm で他学部よりも有意に高かった。
ハンドボール投げ（図 9）では、学部間に有意差が見
られなかった。これらのことから、女子学生において
も運動実施頻度の低かった理学部と工学部の学生の体
力水準が比較的高かった。理学部と工学部においては、
高い体力水準を持ちながら日常的な運動が行われてい
ないという課題が明らかになった。また、教育学部生は柔軟性と敏捷性において、法文学部生は筋力
において、理学部生と医 ･ 歯学部生は柔軟性において、農学部生は筋力、持久性、走力において体力
水準が低い傾向がみられた。したがって、運動実施の頻度や体力水準に関する学部ごとの情報をもと
に体育・健康科目の講義や実習において適切な指導ができるように、今後も情報の収集と分析を継続
するとともに授業の工夫も検討していく必要があると考えられる。
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Ⅴ　まとめ
　本研究では、鹿児島大学の学生の学部ごとの運動・スポーツの実施状況の実態と体力測定の結果から
運動・スポーツの実施頻度が体力水準に及ぼす影響と学部ごとの体力水準の特性を明らかにすることで、
今後の体育・健康科目の授業の充実を図るための示唆を得ることを目的とした。その結果、男女とも医
･ 歯学部生は、運動部等への所属率が高く、運動を日常的に実施している学生が他学部よりも多いこと、 
医 ･ 歯学部を除く女子学生は、運動部等への所属率が低く、日常的な運動不足の学生が多いことが示唆
された。したがって、体育・健康科目の講義と実習を通して、運動部等に所属していない学生たちへ日
常的な運動を実施する必要性を理解させるとともに運動習慣を身につけさせるきっかけづくりや意識へ
の働きかけがますます必要になってきたと考えられる。また、男女とも日常的な運動を行っている学生
は、体力水準が高いことが明らかになった。これは、日常的な運動・スポーツの実施が体力水準を高め
ることに影響したと考えられる。したがって、体育・健康科目の講義や実習を通して、運動・スポーツ
の実施頻度は、生涯にわたって体力を高い水準に保つための重要な要因の一つであることを学生に理解
させ、日常的な運動を行っている学生には、今後も運動実施を継続するための、日常的に運動不足の学
生には、運動・スポーツの実施頻度を高めるための働きかけが必要であると考えられる。課題として、
工学部の男女及び理学部の女子において運動実施頻度が低いにもかかわらず体力水準が高かった傾向に
ついては今後検討していく必要があろう。

参考文献・参考ホームページ
１）�門　久義（2012）進取の精神をもった学士の養成を目指す共通教育改革について、鹿児島大学教育

センター年報、第９号、3-6.
２）�飯干　明、福満博隆、末吉靖宏、橋口　知、長岡良治、徳田修司、西種子田弘芳（2008）鹿児島大

学学生の持久力の現状について、鹿児島大学教育センター年報、第５号、28-32.
３）�飯干　明、福満博隆、末吉靖宏、橋口　知、長岡良治、徳田修司、西種子田弘芳（2009）鹿児島大

学女子学生の体力とライフスタイルについて、鹿児島大学教育センター年報、第６号、28-38.
４）�飯干　明、福満博隆、末吉靖宏、橋口　知、長岡良治、徳田修司（2010）鹿児島大学学生の背筋力

の現状について－体力の二極化に着目して－、鹿児島大学教育センター年報、第７号、20-27.
５）�飯干　明、福満博隆、末吉靖宏、石走知子、橋口　知、長岡良治、徳田修司（2012）鹿児島大学学

生の柔軟性の現状について、鹿児島大学教育センター年報、第９号、31-39.
６）文部科学省ホームページ .　平成 23 年度体力・運動能力調査結果の概要及び報告書について　　
　　（http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa04/tairyoku/kekka/k_detail/1326589.htm ）
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８）伏木　亨、スポーツと栄養と食品、 2006
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アンケート活用は企業も苦手？
　最近、インターネットで面白い記事を見つけた＊。飲食チェーン店等で簡単なアンケートがテーブル
に置かれており、顧客満足等を計測している例は多いが、それらは本当に活用できているかという内容
の記事である。例えば味や価格は良いが、人手不足で待ち時間が長く従業員がなかなか来ない等、サー
ビスが不満という結果が出た場合に、人件費をかけてサービス改善を行えば利益が出るかどうか、経営
者が判断するのは難しい。立地が良く他店より安上がり等の理由で、不満を感じながらもリピーターが
多いのであれば、無理にサービスを改善するより現状で持続的利益が期待できよう。つまり、会社経営
には顧客満足が重要である事は常識になっているが、会社の業績に連動する顧客満足の指標は限られて
いるという。記事では企業業績との相関が高い指標をコンサル会社と検討・採用し、その指標（ここで
は顧客が商品やサービスをどの程度人に奨めたいか否かに関わるスコア）の意味をトップダウンで社内
に浸透させた上で、指標値向上に向けた様々な取組を行う事によって業績を伸ばした事例を紹介し、「簡
単な調査だけして結果を生かさないまま放置しておくか、コストをかけて信頼性のあるデータを取り、
徹底的に使い倒すか。長い目で見て、どちらが成長できるかは明らかだろう。」とまとめている。
　企業経営については長年の研究蓄積があり、持続的利益追求という明確な目標があるにも関わらず、
経営改善の取組が効果的に行われているところばかりではない。書店のビジネス書コーナーには入れ替
わり立ち替わり様々なテーマ・手法による経営改善関連の書籍や雑誌が置かれている。最近では「ビッ
クデータの活用」がキーワードの一つになっており、これまでは経験者の「カンやコツ」に頼っていた
意思決定を、新聞約50億ページ分の大規模データに基づいた分析を活かして行う事例が注目されている。
ただし、そのような分析を活かすためには、日本全体で25万人のデータサイエンティストが必要との試
算もあるという。

大学のアンケート活用は？
　一方、大学の教育改革についてはシラバスチェック、授業アンケート実施、単位上限設定、シラバス
に基づく15回授業の実施等、導入時には苦労した事項も、一般化しているのが現状である。また、アド
ミッション、カリキュラム、ディプロマの３ポリシーも各学部等で策定が進んでおり、鹿大の共通教育
においても人間力養成プログラムと専門基礎力養成プログラムが2013年４月から実施されている。
　このように従来から行われてきた「授業実施」に加えて、学生アンケート実施やそれに関するコメン
ト提出等の「ＦＤ活動」、中期目標・中期計画や３ポリシー、ミッションの再定義等の「作文」、…最近
は本来業務の教育研究以外に負担が増えたと考えている教員も多いのではないだろうか。特に学生アン
ケートについては、新たな授業を開始した直後等には学生の状況を把握するために役立つが、継続的ア
ンケートデータの活用は難しいとの声も聞く。毎年中間アンケートや授業終了時アンケートを行い、後
者は結果への対応を文書にしてFD部局に提出するが、毎年同様の結果が出るのでネタがないという教
員もいるようである。
　現行アンケートデータで、授業カテゴリー別の経年変化を組織的に検討する事により、学生による授
業評価の傾向を把握する事が出来る。また鹿大の共通教育では、特に学生満足が高い授業をピックアッ
プし、教員による授業公開・授業参観の参考にするなど活用をはかっている。ただ、各授業の教育目標
や母集団に関わらず汎用的に設定されたアンケート項目では、学生評価が非常に低かったり高かったり
する場合には着目して対応可能であるが、４段階評価で３と回答する学生が多いような場合には、アン
ケート結果に基づいてどの様な改善策を講じればよいか、明確になりにくい。

教育改善に役立つデータとは？

教育センター高等教育研究開発部長　教授　佐久間美明
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学生のアンケート疲れ？
　アンケート調査には別の問題もある。例えば企業等が消費者相手にアンケートを行う場合、調査対象
者が「気を使ったり」「格好つけたり」して、結果がゆがみがちである事が知られている。食品製造会社が、
新商品の試作品を無作為抽出した消費者に無料で味わってもらい、「非常においしく、１パック500円程
度の値段であれば２週間に１度は購入したい」という調査結果が出たとしても、無料で食べさせてもらっ
た物を、「まずい」とか「300円以上なら高くて買えない」とは答えにくかったからかもしれない。また、
食生活実態のアンケート調査で「冷凍食品は使わない」と答えた主婦を１週間分の食卓写真で分析した
ところ、実際には何度も冷凍食品を使っている例もある＊＊。そのようなアンケート結果に基づいて生
産計画・価格設定を行っては返品の山になるので各企業は、本音で評価を行って詳しいインタビューに
も応じてくれるモニターを育成するなど、工夫している。
　学生アンケートについても、同様の問題があろう。例えば「授業がシラバス通りに行われているか」
を回答する学生の多くは、アンケート時にシラバスを配らない場合、授業履修申請時や第1回目授業受
講時に見たシラバスを思い浮かべて実際に受けた授業と比較する事もなく（ましてや挙手して「先生、
シラバスの記載内容を忘れたので見せてもらえますか」と言う事もなく）、「気を使ったり」「格好つけ
たり」して、「そう思う」にチェックしがちである。
　このような傾向は、試験期間直前には各時限でアンケートが行われ、しかもアンケート項目が多めで、
アンケート調査の意義を学生が理解していない場合にはより起こりがちであろう。「自分の授業時間外
学習以外の全ての項目を「そう思う」と機械的にチェックしていた」と告白する４年生も多い。

どうしよう？
　アンケート項目の絞り込みや、同様趣旨のアンケート統合を組織間で検討するなど、取組はすでに始
まっている。授業担当教員としては、アンケートの意義を学生に周知すると共に、授業改善に関する報
告はFDアンケート結果に関わるものだけではなく、毎回の授業や独自のアンケート・テスト・聞き取
り等の結果を活用して記載し、自分の授業を改善する為のノートとして活用してはどうだろうか。学生
のナマの声をきくにはアンケートの時、同じ授業を受講する後輩のために自由記述欄への記入を奨励す
るのも有効であろう。また、学生の自主的学習や授業時間外学習等、特定項目の指標を高める事を次年
度授業の目標にすることも考えられる。
　より根本的には、カリキュラム全体で学生にどの様な学修成果をもたらすことが目標であり、各授業
はそのためにどのような役割を果たすべきかをより具体化・明確化し、その学修成果と相関が高い指標
を見いだすことが必要であろう。ただし、これは「担当者のカン」や「先進事例」に基づいて早々に進
められる事ではない。幅広い関係者間で目標の「実質化」を行い、それにふさわしい指標をデータに基
づいて決定するために「質の高い試行錯誤」を行う事が必要と考えられる。共通教育改革や３ポリシー
策定の効果をより高めるため、注意深く検討していきたい。

＊小林暢子(2013)『「顧客満足度が上がれば売り上げも増える」のウソ：アメックスが採用した究極の
　　　指標「NPS」』日経ビジネスオンライン．
　　　ＵＲＬ：http://business.nikkeibp.co.jp/article/report/20130422/247031/?rt=nocnt
＊＊岩村暢子(2003)『変わる家族変わる食卓：真実に破壊されるマーケティング常識』勁草書房
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　私は平成25年４月から教育センター（教務課）へ配属となりました。教務課は約10年ぶりの勤務とな
りましたが、今回教育センター年報へ寄稿するにあたって、過去に教務課に在籍していた頃の思い出、
とりわけ学務情報システム開発に携わった時の話をしたいと思います。
　鹿児島大学の教務事務は平成９年頃から教育センターの前身である共通教育や教育学部などが他部局
に先駆けて一部電算処理を開始していましたが、それでも教務事務の大部分はまだ手作業に依存してい
ました。当時私がいた学部の成績処理は、教員から提出された膨大な成績データを学生個人毎の成績原
簿へひたすらゴム印で転記を行うものでした。処理する量も数百人分と多く、旧態依然とした苦しい労
働でした。年度末の繁忙期などは成績処理や卒業判定資料作成、入試業務が重なって深夜まで残業をし
ていたことを思い出します。
　平成13年から事務効率化のために全学統一された学務情報システムの開発が求められ、この時にシス
テム開発の一員に加わることになりました。当時は市販されているパッケージシステムの数が少ないこ
とや高価なこともあり、共通教育などの先行部局が使っていたシステムを参考に鹿児島大学が独自に新
規開発することになりました。新規開発される学務情報システムの主目的としては、学士課程の学籍管
理・履修処理・成績処理・卒業判定が可能となる機能を持たせることでした。まず始めに法文学部・教
育学部・理学部・工学部・医学部・歯学部・農学部・水産学部に共通教育を含めた９部局のカリキュラ
ムを知ることから始めました。
　最初に着手したのは学籍管理からです。学籍管理については、鹿児島大学学則に基づいた処理が実現
できればよく、この部分については概ね順調に開発は進められました。休学願や退学願の受付から教授
会資料の作成、決裁までを各学部統一した一連の流れ・様式で処理するようになったのは、この時期か
らとなります。これにより休学や退学に至った理由などがデータとして蓄積されるようになりました。
このように学籍管理が完全に電算化されたことで、校務管理上で重要な在籍学生数の把握も比較的簡単
になりました。
　次に履修管理です。当時は共通教育を除いたほとんどの学部でOCR（Optical Character Reader）や
OMR（Optical Mark Reader）といった、いわゆる光学読み取り装置を使っての履修処理を行っていま
した。学生さんが履修申請シートに手書きした用紙を機械で読み取る方式でしたので、悪筆のものは誤
読したり読み取れなかったりの問題があり作業効率としては少々問題が残りました。現在ではほとんど
の学部でインターネットを利用した履修登録方式に変更していますので、この点は改善されていること
と思います。履修処理についてはデータ取り込み後のデータチェック機能を重視しました。休学中の学
生さんが履修申請したり、過去に修得済みの単位をうっかり再申請したり、共通教育と専門教育で申請
コマが重複していたりとトラブル原因の排除は経験則上欠かせないものでした。履修データエラーのた
めに単位を修得できないという不幸な事態を避けるために、想定できる論理エラーすべてをチェックす
ることにしました。現在でも学生さんに履修確認表で申請内容と登録内容に相違がないか、最終確認を
指導していますが、非常に大事なことと考えます。
　また、履修処理では苦い思い出もあります。開発をほぼ終え安堵していた頃に、中央教育審議会で履
修登録単位数に上限をもたせる、いわゆるCAP制の導入が答申されました。鹿児島大学でも答申を受
け全学部で導入することが決定し、この機能をシステムに追加することになりました。平成15年１月の
ことです。CAP制度の調査にとりかかかると、なかなか手強くて各学部の履修単位上限数や履修上限
に算入する条件が違うこと、優秀な成績を修得した学生さんには次期履修期の履修単位上限数にインセ
ンティブを与えることなど当初想定していたよりやるべき事は多くありました。学務情報システムが複
雑化することは先々のシステム管理のことを考えると避けたくもありましたが、やらないわけには行き
ません。

教務事務の変遷

教育センター事務室長　教務課課長代理　安　田　和　義
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　次に成績処理です。これはシステムの根幹に関わる部分です。各学部から取り寄せた履修案内は留年
生も考慮し、過去８年分を集めましたので相当数の冊数になりました。全てを概観してみると、進級判
定、卒業判定のために科目を分野毎に区分し管理する必要があることがわかりました。卒業に必要な単
位はA群から何単位、B群から何単位といった具合です。また、平成９年の教養部廃止以降、各学部が
積極的に教育改革を進めた結果、カリキュラム改編が頻繁に行われる傾向にあることもわかりました。
入学年度が違えば同じ科目であっても区分される科目分野が異なるといった具合です。システム設計を
する上で、カリキュラム改編に柔軟に追随していける仕様にすることは、システムのライフサイクルの
長期化やランニングコスト抑制の意味からも重要な開発テーマの一つでした。
　また、成績管理で非常に頭を悩ませた問題に旧システムからの成績データの移行がありました。その
数は数十万件の規模です。移行件数に問題がないことを確認した上で、最終的には教務系職員総出で成
績データに異常がないか目視検査を実施しました。こうして教務系職員全員の協力と責任感によって成
績データの移行も無事終わらせることができました。成績データに遺漏が無いことが確認された後に、
証明書自動発行機を学内の５カ所に設置して成績証明書等の発行業務を自動化したのが平成14年４月で
した。
　開発も終盤を迎えいよいよ卒業判定機能の開発に入ります。学生の入学年度や所属する学科・系列の
グループ毎に判定パターンを準備する必要がありますが、全学で100パターン程度はあったと思います。
卒業判定機能は可能な限り各学科の卒業条件を忠実に反映できるよう工夫がされており、おそらく他大
学のシステムには無いユニークな機能だと思います。学生個人毎に出力できる成績表についても特色あ
る機能です。成績表の末尾に取得した科目分野の合計単位数をツリー表示できるようにしました。簡易
的な卒業判定情報が読み取れるようにしたのです。これは教務事務担当者からの強い要望もあり、実装
するには大変苦労しましたが、教育現場で履修指導の役に立ってくれればとの思いから、開発スタッフ
が頑張った部分でもありました。パッケージシステムには無い独自開発システムの良さが出た部分では
ないかと思います。平成14年８月に卒業判定機能が完成しました。
　平成13年から着手した開発も平成15年春には、一応の完成をみました。開発期間中は仕様設計の打合
せや動作テスト、操作マニュアル作成、操作説明会の日々で関係者は納期に間に合わせるために休日返
上も度々でした。
　なんとか当初の開発目標を達成し、完成の目処が立ったときは安堵感で一杯でした。教務事務の内容
は学部毎に多種多様です。これは、各学部が持つ人材養成目標が異なることからも明らかであり、カリ
キュラムも各学部の特色を反映しますので当然のことと言えます。画一的でない業務を電算業務へ移行
するということは、ある意味システム化するには向かない業務分野とも言えます。その条件下でも業務
方法をできるだけ統一化しようと当時の教務担当者が知恵を出し合ったり、アドバイスを下さる先生方
の後押しがあったり、大学側の要請に誠意をもって対応してくれた開発ベンダーの方々、それらの力が
結集して平成15年度に学務情報システムは完成しました。
　システムの稼働が始まって10年が経過しましたが開発に携わった者として、これほど長期に渡ってこ
のシステムが利用され続けるとは思っていませんでした。私が開発部門を離れた後も、GPA制度導入、
大学院課程対応、教員免許管理機能の追加などシステムは節目節目で成長しているようです。今年は教
育センターでも新カリキュラムがスタートしましたが、システムは無事に対応できたようで安心したと
ころです。
　学籍や成績の管理など業務効率を追求した時代から、蓄積されたデータを使っての教育改善や経営指
標の参考情報としての活用、LMS（Learning Management System）との連携による学生支援など、
教務事務をとりまく状況はたえず変化の兆しが見えます。時代の流れとともに、今後も教務事務は変遷
していくこととなるでしょう。
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　私は、共通教育科目集中講義として開講された「海外研修基礎コースinシンガポール」受講に伴い、
2013年３月５日～３月10日の間、シンガポールにて研修を行いました。この講義は12月より事前学習を
開始し、春季休暇を利用して実際に現地に赴くというプログラムで、シンガポールの他にも日程・内容
は異なりますがハワイ、香港を対象とした講義も開かれました。
　私は今まで海外に赴いたことがなかった為、学生であるうちに必ず海外に出たいと考えており、その
ような時にこの研修プラグラムのことを知りました。シンガポールは水さえも他国から輸入するという

「資源の無い国」であるにも関わらず、今や都市国家として繁栄を成し遂げています。私は将来漠然と
ではありますが鹿児島を活気のある県にしたいという夢を抱いています。「シンガポールの活力はどこ
からきているのか」という問いについて、自ら現地に赴きその答えを導くことが、自身の将来にきっと
役立つと考え、私は研修に応募することを決めました。

　研修日程　（3月５日及び３月10日は終日移動の為、省略。）

　上図から分かるように、研修先として多くの施設、企業、団体を見学・訪問しました。バスの移動時
間においても現地ガイドによる案内があり、研修中はハードスケジュールでしたが、その分たくさんの
貴重な体験をさせて頂きました。全ての研修先にそれぞれ思い至ることがあるのですが、特に印象に残っ
た３点について述べたいと思います。
　１点目は、シンガポールの歴史です。研修以前は、「シンガポール繁栄」という結論部分に至るまで
のプロセス、つまり歴史的背景について十分に理解していませんでした。今回の研修において、シンガ
ポール国立博物館、チャイナタウンなどの各民族文化中心地、シンガポール慰霊碑を訪れました。それ
ぞれのエリアで各民族独自の文化にふれ、シンガポールは多民族国家と言われている所以を実際に自身
の体を以て味わいました。慰霊碑では、日本の虐殺行為という歴史的事実を知りました。「許そう、し
かし忘れまい。」そう刻まれているという慰霊碑を目の当たりにして、今まで事実を知らなかった無知
の自分に憤りを感じるとともに、シンガポールの持つ強い意思を感じました。　　
　２点目は、シンガポールの繁栄の背景です。都市再開発庁を訪れたところ、そこには都市計画を模型
で示した巨大な展示物がありました。国全土を舞台としたスケールの大きく、且つ綿密な都市計画に驚
くとともに、計画に際して様々な市民への制約があることを知りました。この都市再開発庁は観光客も

　「海外研修基礎コースinシンガポール」に参加して
法文学部法政策学科３年　東　ありさ

３月６日
シンガポール博物館
　　↓
チャイナタウン
　　↓
リトルインディア
　　↓
アラブストリート

３月７日
五洋建設
　　↓
シンガポール国立大学
医学部付属病院
　　↓
シンガポール国立大学生と
のディスカッション
　　↓
早稲田渋谷シンガポール校

３月８日
バイオポリス
　　↓
Plug-In@Blk71

（ビジネスインキュベー
ションセンター）
　　↓
シンガポール日本人会

３月９日
都市再開発庁（URA）
　　↓
War Memorial Park
　　↓
ラッフルズ・アーケード
　　↓
Marina Bay
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さることながら、地元住民の方もよく来るということでした。行政と住民との間に、相互理解・信頼関
係があるからこそ、今の繁栄があるのではと感じました。
　３点目ですが、それは英語力の大切さです。研修の中で、シンガポール国立大学生とのディスカッショ
ンがありました。食糧問題、環境問題など、日本・シンガポール共通の問題をグループに分かれて討論
しました。拙い英語ながらも身振り手振りで意思疎通をし、なんとか結論を出したのですが、もっと細
やかに自身の気持ちを伝えることが出来ればと痛感しました。今まで、語学の勉強はその場しのぎとい
いますか、テストの為だけという認識でいました。しかし今回のこの体験により、語学をツールとし使
うことの難しさと同時に、楽しさを感じました。
　又、現地の大学生との交流で、「毎日眠くなるまで勉強する」という話を聞きました。自身の大学生
活とは比べ物にならないほどの勉強量を当たり前のようにこなす現地の大学生は、本来あるべき学生像
であると身にしみました。冒頭において、「資源の無い国」と述べたシンガポールですが、こういった
学生１人１人意識の高さこそ、シンガポールが持つ最高の資源なのではと思いました。

　最後に
　私はこの海外研修によって、たんにシンガポールへ行くだけでは絶対に体験することは出来なかった
であろう、多くの貴重な体験をすることが出来ました。共通教育集中講義に参加したことにより、学年・
学部はもちろんのこと、大学・国の壁を越えて、たくさんの仲間と出会うことが出来ました。研修が終
わった今でも皆で集まったり、SNSを通して近況報告をしたりなど、新たなつながりを築くことができ
ました。
　国際化が進む今、グローバルな視点を持つことが大切であり、その為には実際に海外に出てみること
が一番重要であると思います。「海外に出る」、簡単なようですがその初めの一歩を踏み出すには大変勇
気が要るものです。鹿児島大学には、今回参加した講義以外にもたくさんの海外体験学習・研修プログ
ラムが開かれている他、「学生海外研修支援事業」といった制度による金銭的サポートも充実しており、
学生の背中を強く押してくれています。研修において、鹿児島大学を卒業し海外で活躍する先輩方とも
お会いしました。ぜひ多くの学生にこういった海外研修に積極的に参加してほしいと思います。私自身、
前述したように鹿児島を盛り上げたいという気持ちを持っていることから、単に鹿児島という狭い視野
しか見ていませんでしたが、研修を通して学んだグローバルな視点を現在学んでいる地方自治に活かし
ていきたいです。

現地の大学生とディスカッション バイオポリスにて
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１．教育改革の実施に向けて
　平成 21 年度から構想を練っていた共通教育改革案は、平成 25 年度から実施するために、平成 24 年
度の早い時期に完成形に仕上げる必要があった。平成 24 年度の作業では、主として共通教育企画実施
部会で完成形を目指して審議・取りまとめを行い、教育センター会議では人間力養成プログラムの充実
に向けて、予算措置等によるサポート体制を作り上げることを目指していた。
　改革案の完成後は、教育改革の実施に向けた学内説明会、すなわち「進取の精神をもった学士の養成
を目指す共通教育改革」説明会は、平成 24 年 11 月９日（金）18 時からと 11 月 19 日（月）14 時から
２回開催された。対象は、共通教育科目を担当する教員だけでなく、全学の多くの教職員の参加を募っ
た。この説明会の中で、共通教育への全学的認識を高めること、とくに各学部と教育センター間で共通
教育に関する意志の疎通を図る必要性が求められた。このことから、教育センター組織の改善が必要で
あることが明確になった。
　次に、平成 23 年 12 月 15 日に改正された教育センター規則の第 12 条に基づき、大学院共通科目・特
別コースが教育センターの４番目の部会となったことに伴い、従来は学長裁量経費で運営されていた大
学院教育が教育センター予算で運営することになり、教育センター予算の追加要求が必要になった。さ
らにグローバル人材養成を進めることから、G-TELP（国際英検）の受験料を大学が負担する方針を決
定し、その予算も新規に要求することとなった。また、人間力養成プログラムの充実のため、海外研修
授業が大学から予算支援が行われていることに対して、県内離島での研修授業の旅費が学生の個人負担
となっており、これも改善するために旅費支援を行うこととなった。
　これらの件については、いずれも予算措置が必要なことから、吉田学長に必要性の説明を行い原則了
承が得られた。しかし、次年度予算の枠組みがほぼ確定している時期であったことから、12 月 20 日（木）
に財務課と学生部の話し合いを行い、25 年度分については部局長裁量経費で要求し、26 年度分当初予
算については、25 年度中に学内予算配分方式策定特任委員会の設置を依頼し、「共通教育 1.5 年分を増
額してもらうように説明・交渉を行う予定とした。

２．教育センター企画会議
　教育改革は形ではなく、継続的に取り組んでいく姿勢が重要である。このためには、新しい共通教育
を維持・発展させていくための組織はどのようにあるべきか。教育センターの組織を新しく工夫するこ
とが不可欠である。すなわち、共通教育を維持・発展させていく組織づくりは旧教養部の復活ではなく、
全学の多様な教員組織により系統的な方針に基づき運営していくことが鹿児島大学方式と考えられる。
そのためには、全学の教員の意識改革を継続的に行なっていくことが不可欠であり、共通教育のための
新しい全学出動方式への取り組みや個々の教員への授業改善のためのＦＤ活動も行うことにより、共通
教育、とくに人間力養成プログラムが具体的で実りあるものにしていくことが不可欠である。
　現行では、センター会議委員、４部会委員、６科目専門委員会委員、４教育コース運営委員会委員など、
少なくとも各学部からそれぞれ 15 名の委員を、教育センター関係の委員として送り出している。それ
にも拘わらず、教育センターと各学部の密接な取組や連携活動という意味では、もの足りない関係が続
いていることも事実である。平成 25 年１月から２月に掛けて、教育センター企画会議において教育改
革に伴う組織改編について検討を開始した。今回の教育改革に伴い、新しい枠組みの共通教育を支える
ための新組織を構築するだけでなく、教育センターと各学部との連携を強化するための改革も行う必要
があった。そのためには、以下の項目について改革を行う方針とした。
　①　「共通教育」の名称を改め、「全学教育」とし、教育センターを全学教育センターとする
　②　全学教育センターに企画会議を設け、その下に全学教育センター会議を位置づける

平成24年度　教育センター活動報告
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　③　全学教育センター会議と横並びに全学教育協議会を新設し、全学とセンターの連携強化を図る
　④　�全学教育センター会議の下に、全学教育マネージャー会議（現共通教育企画実施部会）、外国語

教育マネージャー会議（現外国語教育推進部会）、大学院教育マネージャー会議（現大学院共通
教育・特別コース推進部会）を設け、委員構成は可能な範囲で専門家集団とする

　⑤　�高等教育マネージャー会議（現高等教育研究開発部会）を全学教育センターの下部に位置づける。
しかし、他の３マネージャー会議が教育実施部隊であるのに反して、高等教育マネージャー会議
は教育の点検・評価と職能開発を担うことから、独立性の高い存在とする必要がある

　⑥　�全学教育マネージャー会議の下には新しい教育枠組みに対応した全学教育プロデューサー会議
（現科目専門委員会）、外国語教育マネージャー会議の下には外国語教育プロデューサー会議（現
既修・初修語科目専門委員会）、大学院教育マネージャー会議の下には大学院教育プロデューサー
会議（現運営委員会）、そして高等教育マネージャー会議の下には高等教育プロデューサー会議（教
学ＩＲと職能開発を担う）を設ける

　⑦　全学教育プロデューサー会議の下には、全学の教員が登録した「科目協力教員団」を新設する
　このような組織改編案の検討を進め、２月と３月の教育センター会議に掛け、次年度の新センター長
へ引き継ぐこととなった。

３．教育センター会議の活動内容
　平成 24 年４月 27 日の第２回教育センター会議において、昨年度に引き続き共通教育等改革検討委員
会で５月から６月にかけて教育改革の実施案を固めることをについて了承が得られた。そのために、５
月下旬までに教育センター企画会議で実施案の『たたき台』を作成するとともに、卒業要件単位に係る
シミュレーションを行うこととした。
　６月 22 日の第４回教育センター会議で、共通教育等改革検討委員会へ付託する『進取の精神をもっ
た学士の養成を目指す共通教育改革』改革案の概要」について説明を行い、審議の結果、了承された。
その後、教育センター会議に実施案の経過報告と審議を続け、９月 28 日の第６回教育センター会議に
おいて、各学部委員からの回答として、全学部から「教授会で、共通教育の新カリキュラム、学習・教
育目標とカリキュラム・ポリシーの大枠について了承された」との回答を得た。
　12 月 25 日の第９回教育センター会議では、共通教育改革等に伴う規則等の一部改正を行うとともに、
企画実施部会で検討してきた平成 25 年度入学生の共通教育履修案内が提示され、内容・表記の詳細に
ついて委員全員で点検することとなり、最終的に平成 25 年２月 22 日の第 11 回教育センター会議にお
いて平成 25 年度入学生共通教育履修案内が確定した。
　また第 11 回教育センター会議では、共通教育改革に伴う運営組織改革案について概要説明を行い、
今後、センター会議で議論を重ねた上で平成 25 年 12 月頃までに組織改革案及び関係する規則等の改正
案を策定するように依頼した。

４．JUNBA（Japanese University Network in the Bay Area）での共通教育改革の発表
　今回で 7 回目の JUNBA2013 は、2013 年 1 月 11 日（金）10：00‐17:00（シンポジウム）と 12 日（土） 
8：15 ‐ 17:00（サミット）の２日間、Hilton San Francisco Airport Bayfront において開催された。今
回のテーマは「国際交流を土台とした教育の国際化 － 世界で活躍する人材を育成するために」で、猪
俣弘司在サンフランシスコ日本国総領事、板東久美子文部科学省高等教育局長、安西祐一郎日本学術振
興会理事長を迎え、鹿児島大学を含む 21 大学と 1 研究機構が参加した。
　12 日のサミットでは、坂東久美子文科省高等教育局長の基調講演があり、その後日本から参加の 14
大学から、教育の質保証と国際通用性を確保するための教育システムの整備に関する具体的な取組、教
育の国際化に係る現状や今後のビジョンについて順番に報告を行った。
　鹿児島大学は 3 番目で、共通教育における教育改革の内容とグローバル人材養成について発表を行っ
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た。発表の後に、坂東高等教育局長にご挨拶に伺った折、「大変ご苦労されたでしょう。いいものがで
きましたね。」と労を労う言葉をいただき、肩の荷が下りた感じがした。なお、坂東久美子氏は平成 25
年 6 月より文部科学審議官に昇格された。

５．積み残した問題と今後の展望
　５. １　組織改編
　上記の教育センター企画会議でも述べたように、教育センターの組織・機能の見直しを実行する必要
がある。

　５. ２　教育センター経費の全面的な見直し
　鹿児島大学における教員標準モデルを策定して学内教員による共通教育負担コマ数を確保するととも
に、共通教育科目を総点検して共通教育課程を見直すことにより、非常勤講師の削減を進める。状況に
より各学部が負担している学生積算経費の見直しも必要となると思われる。

　５. ３　教育改革の推進
　学習ポートフォリオを作成して学生に公開することは、第２期中期目標・中期計画に記述されている。
また、鹿児島大学のアドミッション・ポリシーと新しい共通教育の教育目標に基づき、共通教育のカリ
キュラム・マップを整備する必要がある。これと学習ポートフォリオを用いて、学生は科目の単位修得
により共通教育の教育目標（あるいは学士力の各項目）をどの程度身につけられたかを、学習時間数等
の表示で把握することができる。また、課外活動やボランティア活動も学習ポートフォリオに加え、活
動時間数として表示することが好ましい。

　５. ４　大学院共通科目・特別コースの事業経費とG-TELP（国際英検）受験料の当初予算化
　平成 24 年度から、標記コースにかかる事業が大学院教務委員会から当センターへ所掌替えとなった
が、当該事業経費が当初予算の中に含まれていない。さらに、G-TELP の受験を共通教育英語の履修者
に課して（１年生は２回、２年生は１回）いるが、グローバル人材養成の戦略的施策として、大学予算
で負担することが必要である

（文責：平成 24 年度教育センター長　門　久義）

図１　坂東高等教育局長に説明をする
　　井手北米教育研究センター長

図２　鹿児島大学の教育について発表する
門教育センター長
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１．はじめに
　高等教育研究開発部では、以下の 6 点を主な活動計画として設定し、活動を行った。このうち、①～
④は前年度からの引き継ぎ事項、⑤、⑥は新規事業である。具体的な活動内容の企画立案については、
①②、③④、⑤⑥の 3 つに分けてそれぞれに WG で討議し、作成された原案をもとに部会で審議・了
承する形式とした。

　①前後期の中間授業アンケート実施
　�②前後期の「授業改善に資するアンケート」（期末）の実施および授業担当教員から提出される「授

業改善メモ」（報告書）の集約と教育改善等の取り組み事例の公開
　③前後期の共通教育科目に関する授業公開・授業参観の企画・実施
　④教育センターオープンクラスの企画・実施
　⑤「鹿児島大学共通教育における学習実態・学修成果に関する調査」の結果に基づく改善策の検討
　⑥大学地域コンソーシアム鹿児島と連携した企画の検討

２．活動内容
　以下に、平成 24 年度の活動内容について説明する。

２．１　中間授業アンケート
　学生への中間授業アンケートは、前期は５月中旬から、後期は 11 月中旬から、いずれも約１か月の
間に実施するよう授業担当者に依頼した。中間授業アンケートは結果を開講中の授業改善に活かすこと
を主な目的としているため、回収等は行っていない。
　しかし、共通教育カリキュラム改善への活用方法については検討の余地がある。各教員が個別に実施、
回収するだけでは、改善の範囲は授業内だけに限定されるためである。アンケートの内容や効果に関す
る検討の必要性も指摘されており、今後、中間アンケートの意義も含めで議論を進めていく。

２．２　授業改善に資するアンケート（期末授業アンケート）
　学期末には「授業改善に資するアンケート」を実施した。回答方式等については部会内で議論もあっ
たものの、改訂直後であることを踏まえ、本年度については踏襲して実施することとした。次年度以降、
詳細については議論を行い、さらなる改善を図る必要がある。
　また、「授業改善に資するアンケート」の結果を踏まえて授業担当者から提出される「授業改善メモ」
のまとめの作成を今年度より実施した。まとめは「授業改善に向けての試みや工夫」「授業改善に関連
した意見・要望等」の２つに大別して作成した。各教員が独自に行っている工夫を共有することにより、
一層の改善が図られることが期待される。また、授業改善に関わる要望等については該当部署と情報共
有を行い、対応した。
　なお、中間アンケート、授業改善に資するアンケート共通の課題として Moodle の利用がある。
Moodle でアンケートを実施することにより集計にかかる負担が軽減される。しかし、用紙を用いた場
合と比べ回収率が低くなるという問題がある。また、全学的な Moodle 利用に関する方針が明確に示さ
れていないため、積極的な利用を促しにくい面もある。Moodle についてはアンケートに限らず、学修
支援ツールのひとつとしての側面も踏まえ、どのように活用していくかを再検討する必要がある。

平成２4年度　高等教育研究開発部活動報告
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２．３　授業公開・授業参観
　学内教員を対象とした共通教育科目の授業公開・授業参観を、前期は６月 18 日（月）～６月 29 日（金）、
後期は 10 月 29 日（月）～ 11 月 9 日（金）に行った。前期は参加者６名、後期は 3 名であった。
　授業公開・授業参観への参加者数は減少傾向にある。授業運営技術に関するアイディアの獲得という
目的は、科目の目的や目標、内容の分野も多様である共通教育科目に関してあまり有効でない。授業公
開・授業参観は学内全部局で実施されており、参加者確保は共通の課題である。今後は目的の見直しも
含め、授業公開・授業参観の在り方について検討を進める必要がある。

２．４　オープンクラス
　一般市民を対象とした共通教育科目の授業公開と学内の施設見学から成るオープンクラスを 11 月 20
日（火）～ 11 月 26 日（月）に行った。
　授業公開の主な目的は、本学の教育活動を市民や保護者といった学外者に点検してもらうことにより、
一層の教育改善を図ることにある。本年度は参加者数 53 人、見学対象科目数は 102 にのぼった。
　施設見学については、昨年同様に総合研究博物館、史跡めぐり、北辰蔵、附属図書館のほか、鴨池海
洋生産実験室を対象とした。いずれも平日であったにもかかわらず、見学者は 40 人に上った。
　本年度は祝日であるものの共通教育科目の授業日であった 11 月 23 日（金）を含めたことにより、参
加がしやすかったと考えられる。また、昨年度から県内外の高校への広報活動を積極的に進めており、
今年度も 11 人の高校生の参加を得た。また、今年度からは鹿大に対する信頼感の醸成を視野に市内在
住の保護者に対しても広報活動を行い、15 人の参加が得られた。参加者は順調に増加しており、今後
はその成果をいかに教育改善に活かすかについて検討を進める必要がある。

２．５　「共通教育における学習実態調査・学修成果に関する調査2011」結果の検討
　全学 FD 委員会によって 2012 年１～２月に２年次生を対象として実施された「共通教育における学
習実態調査・学修成果に関する調査 2011」について、共通教育カリキュラムの改善を目的として検討
を行った。特にミニッツ・ペーパーの活用方法やレポート・答案の返却方法について改善の必要性が指
摘された。

３．今後の展望
　本部会には、特に共通教育カリキュラムの改善への寄与と、全学的な教育改善の推進という 2 つの役
割が期待されている。
　前者の中心となる企画が授業アンケートである。「授業改善に資するアンケート」後に提出される「授
業改善メモ」からは、各教員がそれぞれの授業改善に真摯に取り組んでいることが分かる。しかし、個
別の授業改善だけでは充分な成果は得られない。今後は共通教育カリキュラムの質を維持、向上させる
ために何が必要かという観点から、カリキュラム改善や教員の資質向上を図ることが求められる。
　授業公開・授業参観の見直しは後者に深く関わる。単なる参加者確保の問題とするのではなく、その
必要性から抜本的に見直す時期に来ていると考えられる。本部会での検討を通じて、全学的な見直しを
促していくことも必要ではないか。
　オープンクラスについては、参加者は順調に伸びており、その必要性は高まっている。しかし、取り
組みが始まった当初の目的である「市民の目線を踏まえた授業改善」に効果を発揮しているとはいいが
たい。オープンクラスの意義とは何かについて再検討する必要がある。
　本部会に求められる役割を踏まえ、さらなる教育改善に寄与する活動を行う必要がある。

（文責：平成 24 年度高等教育研究開発部長　西　隆一郎）
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１．平成24年度の活動内容
　⑴履修関係
　　科目等履修生の履修
　　特別聴講学生の履修
　　県内大学等間（単位互換）履修生の履修
　　短期海外研修プログラム実施計画
　⑵単位認定関係
　　既修得単位認定
　　外国語科目における技能審査合格者等の単位認定
　⑶成績取扱関係
　　異議申立ての取扱
　　教育センター長賞表彰候補者の選出
　　GPA制度による学生に対する助言・指導
　⑷非常勤講師等関係
　　非常勤講師雇用計画
　　ゲスト講師雇用計画
　⑸FD関係
　　授業公開・授業参観
　　公開授業
　⑹規則関係
　　下記の事項の大半は、共通教育改革に伴い、規則等の一部を改正したものである。
　　「鹿児島大学教育センター会議規則」
　　「鹿児島大学共通教育科目等履修規則」
　　「共通教育短期海外研修プログラム実施ガイドライン」
　　「鹿児島大学共通教育科目等既修得単位認定規則」
　　「鹿児島大学共通教育科目等既修得単位認定実施要領」
　　「鹿児島大学共通教育外国語を学ぶ科目群における技能審査合格者等の単位認定規則」
　　「鹿児島大学教育センター英悟アチーブメントテスト表彰制度に関する要項」
　　「「情報活用基礎」及び初期教育科目・情報科学系のティーチング・アシスタントに関する申し合わせ」
　　「「外国語を学ぶ科目群」のティーチング・アシスタントに関する申し合わせ」
　　「ティーチング・アシスタント採用基準」

２．本年度の特記事項と来年度の課題
　新しい理念のもとに、大規模な共通教育改革の全体像が固まった。共通教育企画実施部は、教職協働
のもと、主に実務面に参画した。新しい共通教育実施に関わる、規則改正、授業科目の開設、新しいシ
ラバスの作成、履修案内の作成、新しい教育の説明会開催等の具体的な事柄を担ってきた。
　25年度はいよいよ実施の時である。改革の実をあげることが課題であろう。

（文責：平成24年度共通教育企画実施部長　中島　あや子）

平成２4年度　共通教育企画実施部活動報告
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教養科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
　「非常勤講師雇用計画の一部変更」等、共通教育企画実施部会に上程された事項の他、以下の活動を行っ
た。

　１）非常勤講師の雇用計画
　　前年度までの基本方針の確認と見直しを行った。
　・�原則として鹿児島大学を退職した教員を非常勤講師として、15 コマ、そのまま継続して開講する

ことは認められない。
　・変更手続きは、原則として２か月前までとする。
　・県外からの非常勤旅費は認めない。
　２）経常費の使用計画と執行
　�　今年度は、判断基準統一のため、各学部へ依頼をする際に、前年度の申請状況を提示すること、募

集は２回にわたって行い、その後は、随時議題とすることとした。

２．来年度の課題
　１）共通教育の改革にあわせて教養科目を整理する。委員会再編に係る課題は別途協議する。
　２�）各種単位互換制度への科目（放送大学提供科目、ＫＲＩＣＥ、コーディネイト科目等）について

は同時に募集を行う。共同獣医に係る科目に関しては、基本未開講は不可（完成年度まで）。また、
開講科目の継続性を保つため、責任体制を明確にした募集を行う。

（文責：平成 24 年度教養科目専門委員会委員長　上谷　順三郎）

情報科学科目専門委員会
１．平成24年度の主な活動内容
　⑴　情報セキュリティ教育の強化
　�　情報セキュリティ教育強化の具体的方策として，学術情報基盤センターとの連携によって情報倫理

ビデオコンテンツの利用拡大を推進した。具体的には視聴制限の緩和が確認されたビデオコンテンツ
をmoodleからリンクし，情報活用基礎の授業に取り入れることについて各部局に呼びかけた。

　⑵　学習交流プラザ２の改築の検討
　�　学習交流プラザ２の情報教育教室とオープンスペース等の情報アクセス環境について学術情報基盤

センターとともに検討し，計画ワーキンググループを通じて提言を行った。

　⑶　教育経費のあり方についての検討（継続）
　�　前年度に引き続き，経常費から授業経費への振替の要求を行った。本件に関しては費目名称の妥当

性を含めての検討を要請したが，改組が予定されているため改組後の検討課題となった。

　⑷　TAによる教育効果報告書の作成（継続）
　　引き続きTAの教育効果についてのデータ収集を行った。

２．来年度の課題
　⑴�　新教育用端末システム移行に伴う教育内容の変更点等を確認する。またメールシステム，クラウ
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ドサービスの変更などに対応して情報活用基礎における教育内容のブラッシュアップを検討してい
く。

　⑵�　学習交流プラザ２の改築に伴う教室変更等のスケジュールに対応し，円滑な移行が進むよう調整
を行う。

　⑶　Moodleからのアクセスによる情報倫理コンテンツの利用を促進する。
　⑷　ひきつづき「情報活用基礎」におけるTA業務の確実な実施（継続）を推進する。

（文責：平成 24 年度情報科学科目専門委員会委員長　山中　有一）

外国語科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
　⑴　外国語技能審査合格者等の単位認定
　⑵　経常費の使用計画立案と執行
　⑶　平成 25 年度補習教育と英語コア科目（初級クラス）との連携についての検討
　⑷　G-TELP 実施のための財源確保の検討
　�　平成 25 年度については、暫定的に部局長裁量経費で全額を負担していただけるという見通しが立っ

た。26 年度以降については全学の当初予算の中で財源を確保してもらえるよう、引き続き要望して
いくこととなった。

　⑸　英語共通アチーブメントテスト（G-TELP）の新たな位置づけについての検討
　⑹　非常勤講師の雇用
　�　独語教員退職後の不補充により担当者の不足が生ずるため、非常勤講師を確保することとした。ま

た仏語担当教員の採用の遅れにともない、25 年度前期に限って非常勤講師で対応することとした。
　⑺　TA の雇用と TA による教育効果報告書の作成
　⑻　共同獣医学部の外国語カリキュラムの確認と調整

２．来年度の主な課題
　⑴　教員の英語コマ分担の在り方についての検討
　⑵　G-TELP 実施のための安定的財源確保
　⑶　外国語担当教員の確保
　⑷　「学士力」育成に必要な外国語関係図書（学術情報）の収集
　⑸　教育センターとの連携による図書館機能を使った授業支援について

（文責：平成 24 年度外国語科目専門委員会委員長　小山　憲明）

体育・健康科目専門委員会
１. 体育・健康科目の授業について
　�①非常勤講師に共通教育の目的、体育健康科目の目的や評価の方法、時間割、施設・体育器具の状況

についての説明会を実施、体育健康科目についての共通理解を図った。
　�②成績の転記ミスを防止し、在延期生のクラス確認などがスムースにできるように授業担当者が直接

記入、確認し提出するように改善した。
　�③実習ノートは、今まで実習Ⅰの内容をレポートすることが主であった。25 年度から実習Ⅱの内容

もレポートして提出させるようにした。
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２. 体育・健康科目に関する研究的取り組み
　�①平成 23 年度の体力測定の結果について、特に柔軟性に着目して検討し、女子の柔軟性が劣ってい

ることが明らかになったことを教育センター年報第９号に発表した。
　�②新入生の骨密度と体組成の測定を行った。男女それぞれ約 100 名のデータを得た。平成 25 年度ま

では継続して測定し、データを蓄積、公表したい。
　�③授業の充実、質保証の観点から特に運動技術の劣る学生の重点的指導に供するために今年度の特別

予算で動作解析の機器を購入し、授業に役立てる準備をした。
　�④夏場の授業中の熱中症対策に役立てるための資料を得るために WBGT メーター（熱中症チェッ

カー）を購入し、授業環境のチェックをスタートした。

３. 体育・健康科目に関する施設設備の管理
　①実習Ⅰ及びⅡ関連の体育器具、施設設備の安全確認を行い、老朽化した体育器具の廃棄を行った。
　②定期的な体育館フロア管理のためのワックスがけを 24 年度は３回実施した。
　�③長年使い古した体育器具収納棚（木製）を、安全、丈夫で効率よく収納できるスチール製の棚に換

えた。
　④第２体育館の２階のギャラリーの腐朽部分の修理を依頼し、雨漏り、水漏れ対策を行った。
　�⑤第２体育館フロアについて、ルール改正に伴うバスケットコートのラインの引き直しを依頼し、完

了した（教育センターで対応）。
　�⑥体育・健康科目の担当者（元教養部教員）が定年退職しても後が補充されないために授業が困難に

なっていることから、センター長宛に専任教員の補充の申し入れをした。
（文責：平成 24 年度体育・健康科目専門委員会委員長　徳田　修司）

日本語・日本事情科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
　⑴　日本語・日本事情科目の充実
　�　本年度も例年通り、プレースメントテストによるクラス分けや、「日本語Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ」におけ

る複数クラスの設置、口頭発表技能を伸ばす授業の展開を行なった。さらに、教育センターの「授業
改善に関するアンケート」の他に独自の「授業評価アンケート」を実施した。なお、近年、大学間交
流協定校からの特別聴講学生の増加に伴い、共通教育の日本語科目（日本語Ⅰ～Ⅳ）の受講生が増加
していたため、学部留学生の学修目標と特別聴講学生の学修目標の間にずれが生じている場合が見ら
れた。そこで、留学生センターに上級レベルの授業を開講してもらい、学部留学生と特別聴講学生の
クラスを分離した結果、共通教育の日本語科目はアカデミックスキルに特化することが可能となった。

　⑵　新入生（外国人留学生）の履修申請におけるサポート
　�　４月の新入生履修申請の際に、留学生の履修コーナーを設け、日本語・日本事情担当教員と留学生

の上級生を配置し、履修申請のサポートを行った。

　⑶　進取の精神をもった学士の養成を目指す共通教育改革への対応
　�　共通教育改革としてカリキュラムの見直しが実施されるに伴い、外国人留学生の日本語・日本事情

科目の履修について、問題点や影響の検討を引き続き行い、各学部に向けて外国人留学生履修時の取
得可能単位等に関する検討の依頼を行った。

　　



Ⅴ　活動報告

－ 64 －

２．来年度の課題
　⑴　日本語・日本事情科目の充実
　�　教育センターの「授業改善に関するアンケート」の他に独自に実施している「授業評価アンケート」

の内容について検討し、改善を行う。さらに、留学生の日本語能力の分析や「授業評価アンケート」
の分析を通して、授業内容・シラバス等の検討やレベル別開講クラス等の整備を検討する。

　⑵　進取の精神をもった学士の養成を目指す共通教育改革への対応
　�　今後も、外国人留学生が必修科目である日本語・日本事情科目を確実に取得できるかどうかを点検

する必要がある。
（文責：平成 24 年度日本語・日本事情科目専門委員会委員長　中島　祥子）

基礎教育科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
　⑴　カリキュラムの見直し
　�　共通教育改革に伴うカリキュラムの見直しの検討を行ない、基礎教育科目については特に変更しな

いことを確認した。
　⑵　時間割の見直し
　�（2-1）物理学実験担当教員より要請のあった時間割の見直しを工学部委員との協議により、前期 水

曜３、４限開講「物理学実験 A」（機械・情報生体 29046 以降）を水曜４、５限に変更した。
　�（2-2） 農学部２組対象の物理化学基礎を担当している教員から、他の曜日時限へ変更したいという要

望があった。農学部委員との協議により、後期金曜３限開講の 「物理化学基礎」を、後期火曜２限に
変更した。 

　⑶　教育センター予算区分の変更に伴い、予算申請方法について検討した。
　�⑷　各学部指定の基礎教育科目について学部との協議を経て見直しについて各学部委員へ問い合わせ

たが、問題点については回答がなかった。
　�⑷　非常勤講師削減の継続：平成 22 年度からの生命科学実験の前後期の非常勤講師１名の削減と、

平成 23 年度からの数学関連の３名の非常勤講師の削減を継続することを確認した。

２.　来年度への課題
　�⑴　 基礎教育科目に関する問題点の調査
　�　基礎教育科目の配置やカリキュラムを見直しの必要性について各学部の委員をつうじて調査をおこ

なう。問題点が浮上すれば随時検討をおこなう。
　⑵　 退職教員による授業継続について
　�　医学部学生向けの「生命科学基礎」担当教員である農学部教員が平成 24 年度に退職された。平成

25 年度は他の教員により継続されるが、その教員も平成 25 年度末に退職され、その後任の目処はたっ
ていない。後任が見つからない場合には、講義の必要性に応じて継続が必要な場合には以下の順で後
任を依頼する。

　１）講義担当の学部教員
　２）受講学生の学部教員
　３）退職教員による非常勤講師
　（センタ－予算配分申し合わせでは、非常勤講師費用の増加は原則認めないことになっている）

（文責：平成 24 年度基礎教育科目専門委員会委員長　笠井　聖仙）
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学芸員資格科目委員会
　平成 24 年４月１日から改正博物館法が施行されることに伴い，学芸員資格取得に係る科目及び単位
数等が変更された。具体的には，①博物館に関する科目及び単位数については，それまで実習を含み８
科目 12 単位だったものが，必須科目として「博物館概論」「博物館経営論」など，実習を含み９科目
19 単位を取得しなければ，資格取得ができなくなった。
　本学では，昨年度まで全学教務委員会の下に作られた学芸員資格取得に関するカリキュラム検討ワー
キンググループ（以下，検討 WG）で審議を重ね，平成 24 年度より教育センターに学芸員科目委員会
を作り，各学部単独で実施してきた授業を，共通開設にこぎ着けることができた。
　このような状況の下，本年度の委員会の活動としては，学芸員資格科目の必修科目の共通開講にあた
り，予算も含めて，学部間の調整を行えたことであろう。今後，本委員会を通して，調整がスムーズに
進むことを期待したい。このうち，博物館資料論については，平成 26 年度以降，総合研究博物館の先
生方が最初の２回の講義を担当してくださること，世話学部を持ち回りとすることの２点を決めた。
　加えて，博物館実習の引受先についても，年度当初に博物館実習の申請状況について委員会で確認し，
施設によって学部間で調整を行うことができるようになった。ただし，博物館実習においては，各学部
の実情が異なるため，実情に応じた形でカリキュラムを組み，準備を行うことになっている。この点に
ついても，委員会を通じて情報の共有が図られるので，他学部の取組を参考にすることができるであろ
う。
　一方で，課題としては，平成 24 年以降に編入学してきた学生が，平成 25 ～ 26 年度に博物館実習受
講する必要がある場合に，新課程による博物館実習を実施することになることが挙げられよう。人数と
しては非常に少ないが，こうした学生に不利益が生じないよう，委員会として取り組んでいく必要があ
ろう。
　最後に，今年度までは，検討 WG の座長であった関係上，本年度は，私が委員長を引き受けたが，
平成 25 年度からは，各学部から選出された委員の互選で委員長を出すことで了承された。

（文責：平成 24 年度学芸員資格科目委員会委員長　有倉　巳幸）
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　平成 24 年度の取り組み事項は、例年のことながら、外国語科目専門委員会との機能的連携のもとで
取り扱われてきた。特筆すべきは、大きく見て２点挙げられよう。一つは、成績評価にも結果成績が反
映される共通アチーブメントテスト（G-TELP）の受験料が、全額大学負担としていただく目途がつい
たこと、もう１つは、全学的に外国語担当教員人事の手当てが難しい中、定年ご退職に伴う全二件の外
国語（仏語）後任人事に関して、専門領域と併せて共通教育へのご貢献も同時に可能な人材を求める公
募案が叶い、その方向で選考が進められたこと（二件のうち一件は平成 25 年度へ継続持ち越しとなる）
である。以下、活動の全体を平成 23 年度からの引継ぎ項目と共に簡潔に記し、最後に平成 25 年度への
展望に触れる。

　［全般の総合的視点から］
１．本学の外国語教育理念についての検討
　�　仏語、独語の外国語担当教員人事の検討を発端として、現行の５言語種（英、独、仏、中、韓）の

あり方に話が及び、それらの確認ならびに言語種の多様性を否定しない意見が大勢を占めた。

２．現在の外国語関連部会、委員会のあり方の検討
　�　具体的な検討は行われなかったが、共通教育改革に伴う運営組織改編の提案（平成 25 年２月開催

の教育センター会議）を受け、状況を概観した。

３．教員確保の問題についての検討
　�　初修語、既修語双方の外国語教育体制に係る問題である。５月の会議にて、外国語関連専任教員退

職年次の確認（平成 22 年を起点とし、平成 23 年度から平成 51 年度まで）を行った。全学レベルの
組織的・計画的な対応策はすぐにはとれないため、当面は、退職ごとの補充人事の要請ならびに次善
策としての非常勤講師による手当てによる対応をとることとした。今後、組織的対応等を含めた検討
は、継続的に行う必要がある。

　［初修語関連］
１．［独語コアＩ（再）］の復活について
　　平成 23 年度の廃止から間もない状況において、具体的な問題提起はなされなかった。

２．仏語等担当教員の確保について
　�　仏語担当教員の所属する法文学部、歯学部の方針と活動ならびに本推進部での検討や歯学部への依

頼文書（６月）等の通達を通じて、退職専任教員２名の補充人事枠の申請（学部学科関連の専門性と
仏語教育の両面を担当できる人材）が認められ、一名（法文学部）が年度内に決定、もう一名（歯学
部）については次年度に繰り越して選考人事を継続することとした。

　［既修語関連］
１． 教員の英語コマ分担のあり方についての検討
　�　教養部解体前後の状況にまでさかのぼった議論が必要でもあり、現在の英語コマ分担のあり方は、

一筋縄ではいかない。この状況は、大学執行部でも話題になったようであるが、具体的な見通しにつ
ながるような動きには至らなかった。

２．G-TELP 実施のための財源確保について
　�　本委員会での方針案に沿って、前期より予算小委員会での財源確保のための交渉が行われ、後期秋

平成24年度　外国語教育推進部活動報告
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口になってから、全額大学負担による見通しの目途がついた。ただし、当初予算枠内での計上ではな
いため、平成 24 年度教育センターの教育研究環境特別経費（教育センター長裁量経費）による負担
の見通しとなった。今後は、当初予算枠の中に計上していただき、安定的な財源確保が見込めるよう
調整を図る。

３．共同獣医学部の英語カリキュラムについて
　�　英語Ⅰの取り組みについては、授業内容、評価方法等の面で山口大学とも歩調をそろえつつ進める

ことができた。Ｈ25年度新規開講の英語Ⅱについては、本学専任教員と山口大学の担当教員との間で、
授業内容、方法、評価方法の面での話合いや調整を進めた。今後は、それらの詰めと学部完成年度ま
での連携、ならびに大学院課程との接続の問題等がテーマとなると思われる。

４．海外における学習・就業体験を目的とした多様な実践的教育プログラムの策定
　　進展の糸口はつかめなかった。

　［初修語・既修語関連］
１．�「学士力」育成に必要な領域別図書（学術情報）の収集について（外国語科目、外国語学、外国語

教育分野）（継続）
　　主として教育センターからの推薦図書として、外国語関連の図書が 27 冊図書館へ配架された。
　　今後も鋭意、良書を選定、図書館補充を行うとともに、有効活用の促進に努める。

２．教育センターとの連携による図書館機能を使った授業支援について（継続）
　　具体的検討や組織的な実施は行われなかった。

※平成 25 年度への展望
　外国語教育科目専門委員会と同様に、本部会の検討課題は単年度単位で片づけていける問題が多くは
なく、長期的な視野で粘り強く取り組まざるを得ないものが少なくない。そうした中で、平成 25 年度
は新たな課題として以下の 3 点が挙げられる：
　
　⑴　 外国語担当教員確保と外国語教育推進部の充実の問題について
　�　定年退職に伴う外国語担当教員の後任人事案件が年度ごとに生じるが、必ずしも補充が行われてこ

なかった経緯をふまえ今後どう対処していくべきか、また、英語を含め５つの言語種に係る共通教育
外国語教育を推進するにあたり外国語教育推進部の充実化をいかに図るべきか、について検討を要す
る。

　⑵�　全学レベルの外国語（英語）補習教育（入学前、入学後）と共通教育英語コア科目との連携につ
いて

　�　平成 24 年度より始まった全学レベルの補習教育（入学前）について、外国語（英語）教育はどう
対処すべきか、必ずしもセンター試験を受験しない推薦Ⅰと AO 入試の合格者ならびに外国人留学
生を対象とする外国語（英語）の習熟度別クラス編成の問題、指導内容や方法上の連携等についても
検討が必要となる。

　⑶　外国語学習環境における新規の自学自習用ツールの検討について
　�　現行の外国語学習（英語）のツールとして ALCNetAcademy2 があるが、ソフト教材を提供する

ためのハード面の不安定な状態が平成 24 年度より報告されており、同機種の継続手続きをとるか、
新規のツールに向けた検討を行うか等、検討を要する。

（文責：平成 24 年度外国語教育推進部長　髙橋　玄一郎）
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　平成 24 年度から大学院共通科目と特別教育コースの実施が大学院教務委員会から教育センターに移
され、新設された大学院共通科目・特別コース推進部会が担当することになった。各教育コースの運営
はそれぞれの運営委員会が担当するが、推進部会は運営委員会とともに調整の任にあたり、状況によっ
てワーキングを設置して対応することになった。平成 24 年度には以下の活動を実施した。

①島嶼学教育コースの科目と環境学教育コースの科目についての調整
　島嶼学と環境学教育コースには関連する分野や重複する分野があり、両教育コースに関わっている教
員もいる。両教育コースでの開講科目の精査、さらには教育コースを統合することにより、より質の高
い教育が可能となり、さらに永続性がある副専攻とすることも考えられる。近年の学問分野の学際化や
融合化、それに幅広い知識と柔軟な思考能力を持つ人材に対する社会の要請に対応するためには、専攻
以外の分野の授業科目を体系的に履修させる主専攻・副専攻制が有効な方策と考えられ、すでに多くの
大学で大学院教育に主専攻・副専攻制が取り入れられている。現行の教育コースではコア科目を含めて
８単位以上を修得すると終了証が授与されているが、副専攻では 16 単位程度の修得で認定証が授与さ
れることになる。島嶼学と環境学教育コースを統合して副専攻とするためには、講義内容の整理と充実
が必要である。このような状況から、環境学教育コース運営委員長である萩野先生から島嶼学と環境学
教育コースの統合私案（萩野案）が提示された。島嶼学と環境学教育コースの運営委員会で検討された
が、実現に向けた合意形成には至らなかった。教育コースの内容充実は基本的なことであり、今後も主
専攻・副専攻制を念頭に置いた検討を続ける必要がある。

②食と健康教育コースの科目と「いのちを学ぶ」科目群の科目“食といのち”についての調整
　いのちを学ぶ科目群のうち農学研究科と水産学研究科が担当研究科となっている“食といのち”の講
義内容は食と健康教育コースの科目と重複する部分が多いことから、食と健康教育コースにその内容を
取り込み、科目としては開講しないことになった。
　
③「いのちを学ぶ」科目群の検討
　「いのちを学ぶ」科目群として５科目が開講された実績があるが、諸事情から開講されない科目があっ
た。また、科目“食といのち”が食と健康教育コースにその内容が取り込まれることから、平成 25 年
度に開講されるのは“ことばといのち”のみとなった。「いのちを学ぶ」科目群の今後のあり方を検討
することになった。
　
④外国語コミュニケーション教育コースの大学院アンケートの実施
　外国語コミュニケーション教育コース運営委員会で、年度計画にそって、英語教育の内容に関するア
ンケートが実施されることになった。アンケートの目的は、教育内容と達成度などへの要望を確認する
ことで、種々の意見交換が行われアンケート内容の充実が図られた。アンケートは大学院生（博士前期
課程）と教員を対象に平成 24 年 12・１月に実施され、アンケート結果の分析が行われた。

　その他、実施予算の検討、平成 25 年版鹿児島大学大学院共通科目等履修案内（パンフレット）の作成、
大学院全学横断的教育プログラムの紹介を各研究科の就学の手引きへの掲載依頼などを行った。 

（文責：平成 24 年度大学院共通科目・特別コース推進部長　野田　伸一）

平成24年度　大学院共通科目・特別コース推進部活動報告
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島嶼学教育コース運営委員会
島嶼学教育コース運営委員会審議事項
　平成 24 年 10 月１日に開催された運営委員会においては、①平成 25 年度の島嶼学教育コース開講科
目が諮られ、コア科目「太平洋島嶼学特論（担当教員山本宗立、島嶼センター）」が人文社会・農学研
究科により新設された。また、②講義担当者には “授業経費”が配分され、”実施経費”の必要な場合
は別途申請することが決まった。さらに③環境学教育コースとの統合案については、今後慎重に審議さ
れるべきとの結論を得た。委員会の構成は、野呂忠秀（委員長、水産学研究科）、桑原季雄（人文社会
科学）、八田明夫（教育学）、波多野浩道（保健学）、小原幸三（理工学）、坂井教郎（農学）、嶽崎俊郎（医
歯学総合）、長嶋俊介（国際島嶼教育研究センター）。

平成２４年度島嶼学教育コースの開講と受講生
　島嶼学教育コースでは、２科目のコア科目（必須）と９科目のオープン科目（選択）が修士（博士前
期）課程の学生に開講されており、平成 24 年度は合計 93 名の大学院生が受講した。
　このうち、コース必修科目であるコア科目をすべて受講した学生は教育、保健、農、水産学研究科の
院生約 10 名であった。また、人文や理工、医歯学研究科からコア科目を受講した院生は皆無であり、
概して他研究科の科目を受講する大学院生は少なかった。

今後の課題
　平成 23 年度に提案された環境コースとの統合計画については、当運営委員会でも慎重な検討を求め
る意見が多く、本年度も承認されなかった。
　島嶼コースは研究科を超えた教育コースとして誕生したものであるが、他研究科に出向いて受講する
院生の数は少なかった。当コースではパンフレットやホームページなどでその宣伝にはつとめているが、
今後は講義プログラムの更なる充実に加え、院生はもちろんのこと、教員層への広報にも努めたい。ま
た、鹿児島県大学コンソシウムとの連携も今後の展開として検討するべき時期と考える。

（文責：平成 24 年度島嶼学教育コース運営委員会委員長　野呂　忠秀）

環境学教育コース運営委員会
　平成 24 年度の受講生は環境学 136 名、島嶼学 93 名、食と健康 146 名となっている。当年度より、教
育センターにおいて大学院横断的教育コースが運営されることになり、環境学教育コースも教育セン
ターという母体をもつことができた。島嶼学には国際島嶼教育研究センターという実施母体があったが、
環境学は多領域に広く関連する学問であり、組織としての対応ができない状態にあった。今回の改革に
より、環境学に限っていうならば、組織として動きやすい状況になったといってよいだろう。
　平成 24 年度には、大学院共通科目・特別コース推進部において、環境学が主となって、大学院の副
専攻化について議論をしたところである。大学院の共通科目において、島嶼学と環境学とは共通する
フィールドに根差すところがあり、教員の負担も含めて、統一し、副専攻に向けて検討すべきではない
かという提案をした。しかし、島嶼学の教員からは環境学と融合するより、現状維持をめざすという意
見がよせられたのである。そのために、副専攻をふくめた改組は一時的に中止となった。島嶼学教育の
熱意の表れだと考えたい。
　環境学について特徴的であったのは、生物多様性に関する教育研究が奄美群島の世界自然遺産暫定リ
スト入りにともない、教育・研究フィールドとしての奄美群島の活用をはじめたところである。タイムリー
な教育を実施していくことが教育センターという母体をえることによって可能になったわけである。

（文責：平成 24 年度環境学教育コース運営委員会委員長　荻野　誠）
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食と健康教育コース運営委員会
　“食と健康教育コース”は平成 23 年後期から開講されている。九州南端から薩南諸島まで、南北
600km にわたり亜熱帯から亜寒帯までの気候を有する鹿児島県は、ここに広がる豊かな風土と自然を
背景に、野菜や茶、果物をはじめとする農産物や畜産物、水産物を産する西日本最大の食料基地として
大きな役割を担ってきている。また、鹿児島は、黒酢、黒豚、芋焼酎（粕）等、健康に貢献が期待され
る食品として特に注目される多くの特産品・伝統食を生産している。現代では、食料流通のグローバル
化がすすむにつれ、農業生産の環境への影響や食品の安全性といった観点から、持続可能な農業や水産
業への期待や消費者が安心して摂取できる農畜水産物への関心が高まっている。このような現状と歴史
を踏まえ、鹿児島大学では食と健康に関わる多くの研究が行われている。食と健康教育コースでは、食
の歴史や文化、食の生産・加工・保蔵、食の安全、食の安全保障、食の健康機能、食と疾病などを履修
の柱とする。科学的なアプローチから文化的アプローチまでを通じて食と健康に関して様々な観点から
理解を深めるとともに、食を通して積極的に健康をつくる能力や、食と健康に関する課題を発見、解決
する能力の育成を目指す。

（文責：平成 24 年度食と健康教育コース運営委員会委員長　岩元　泉）

外国語コミュニケーション教育コース運営委員会
　平成 24 年度外国語コミュニケーションコース運営委員会活動報告を、活動総括に基づいて、⑴活動
内容、⑵平成 25 年度への継続事項、⑶今後の方向性、の順に報告する。
　第１の「活動内容」は、（i） インテンシブ・アカデミッククラスに関するアンケート実施と報告書の
原案の作成、（ii） 大学院版の解放科目を含めた、外国語コミュニケーションコース科目の立案と充実、

（iii） 教育センター外国人専任教員の大学院授業担当資格審査の実施 の３つの活動が挙げられる。幸い
にして、委員会構成員全員の努力の結果、３つの活動全てを、年度内に遂行することができた。なお、
既に平成 25 年度前期において、大学院版開放科目には、大学院の枠組みを越えた、全学からの受講生
が見られる。この紙面をお借りして、授業科目提供に御協力いただいた先生方に厚く御礼申し上げる。
　第２の「平成 25 年度への継続事項」は、（i） 外国語コミュニケーションコース科目の全学への周知
確認と受講状況を踏まえた取り組み、 （ii） インテンシブ英語アカデミック・クラスに関するアンケート
の結果報告書（最終版）の刊行、 （iii）　外国語コミュニケーション教育コース科目の講義内容の充実化

（整理・拡充：コースの体系性や受講の利便性の検討）の３つの事項が挙げられる。今後の継続事項の
遂行を期待したい。
　第３の「今後の方向性（方針）」は、前項目と若干重複するが、（i） 鹿児島大学憲章を踏まえ、国際
社会で活躍し得る人材育成を目指す（国際通用性のある外国語運用能力の育成）、 （ii） 実施運営面にお
いて、全学出動型体制（授業担当教員の確保）を目指す、 （iii） 大学院共通科目としての外国語教育（当
面は英語教育）の充実を目指し、外国語コミュニケーション教育コース科目の整備、拡充、コースの体
系性や受講の便利性を検討すること、の３項目が挙げられる。
　なお、平成 24 年度は教育学研究科の委員が委員長を務めたが、平成 25 年度は、本来あるべき姿であ
る、教育センター選出委員が委員長に任命された。今年度の本委員会のさらなる活動の充実と発展を心
から期待している。

（文責：平成 24 年度外国語コミュニケーション教育コース運営委員会委員長　坂本　育生）
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平成２4年度教育センター委員会等名簿

氏　　名 職　名 所　　属　　等
教育センター会議 　門　　　久　義 教　授 センター長　　　　　　　　　〔工学部〕

　中　島　あや子 教　授 副センター長、共通教育企画実施部長　〔法文学部〕
　西　　　隆一郎 教　授 高等教育研究開発部長　　　　〔水産学部〕
　富　岡　龍　明 教　授 外国語教育推進部長　　　　　〔教育センター〕
　野　田　伸　一 教　授 大学院共通科目・特別コース推進部長　〔国際島嶼教育研究センター〕
　髙　橋　玄一郎 教　授 共通教育企画実施部副部長　　〔教育センタ－〕
　伊　藤　奈賀子 准教授 共通教育企画実施部副部長　　〔教育センタ－〕
　トレマーコ　ジョン 准教授 教育センター
　金　岡　正　夫 准教授 教育センター
　ブレイジア　アン 准教授 教育センター
　渋　井　　　進 准教授 教育センター
　岡　野　隆　宏 特任准教授 教育センター　　　　　　　　※オブザーバー
　原　　　隆　幸 特任准教授 教育センター　　　　　　　　※オブザーバー
　奥　　　健一郎 教　授 稲盛アカデミー　　　　　　　※オブザーバー
　菱　山　宏　輔 准教授 法文学部　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
　安　東　　　清 准教授 教育学部　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
　半　田　利　弘 教　授 理学部 　 　 　 　 　 　　　〔外国語教育推進部会〕
　古　川　龍　彦 教　授 医学部　　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
　於　保　孝　彦 教　授 歯学部　　　　　　　　　　　〔高等教育研究開発部会〕
　川　畑　秋　馬 教　授 工学部 　 　 　 　 　 　　　〔高等教育研究開発部会〕
　北　原　兼　文 准教授 農学部　　　　　　　　　　　〔外国語教育推進部会〕
　佐久間　美　明 教　授 水産学部　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
　三　好　宣　彰 教　授 共同獣医学部　　　　　　　　〔高等教育研究開発部会〕
　上　谷　順三郎 教　授 教養科目専門委員会委員長　　　　　　　〔教育学部〕
　山　中　有　一 准教授 情報科学科目専門委員会委員長　　　　　〔水産学部〕
　小　山　憲　明 教　授 外国語科目専門委員会委員長　　　　　　〔法文学部〕　  
　徳　田　修　司 教　授 体育・健康科目専門委員会委員長　　　　〔教育学部〕
　中　島　祥　子 准教授 日本語・日本事情科目専門委員会委員長　〔教育学部〕
　笠　井　聖　仙 准教授 基礎教育科目専門委員会委員長　　　　　〔理学部〕
　有　倉　巳　幸 教　授 学芸員資格科目委員会委員長　　　　　　〔教育学部〕

高等教育研究開発部会 ◎西　　　隆一郎 教　授 水産学部
　渋　井　　　進 准教授 教育センター
　伊　藤　奈賀子 准教授 教育センター
　鳥　飼　貴　司 准教授 法文学部
　小　柳　正　司 教　授 教育学部
　小　山　佳　一 教　授 理学部
　丹　羽　さよ子 教　授 医学部
　於　保　孝　彦 教　授 歯学部
　川　畑　秋　馬 教　授 工学部
　枚　田　邦　宏 准教授 農学部
　小　谷　知　也 准教授 水産学部
　三　好　宣　彰 教　授 共同獣医学部

共通教育企画実施部会 ◎中　島　あや子 教　授 法文学部
○髙　橋　玄一郎 教　授 教育センター
○伊　藤　奈賀子 准教授 教育センター
　菱　山　宏　輔 准教授 法文学部
　安　東　　　清 准教授 教育学部
　山　根　正　氣 教　授 理学部
　古　川　龍　彦 教　授 医学部
　佐　藤　友　昭 教　授 歯学部
　徳　永　辰　也 准教授 工学部
　岡　本　繁　久 准教授 農学部
　佐久間　美　明 教　授 水産学部
　川　口　博　明 准教授 共同獣医学部
　渋　井　　　進 准教授 教育センター　　　　　　　　※オブザーバー
　奥　　　健一郎 教　授 稲盛アカデミー　　　　　　　※オブザーバー
　上　谷　順三郎 教　授 教養科目専門委員会委員長
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氏　　名 職　名 所　　属　　等
共通教育企画実施部会 　山　中　有　一 准教授 情報科学科目専門委員会委員長

　小　山　憲　明 教　授 外国語科目専門委員会委員長
　徳　田　修　司 教　授 体育 ・健康科目専門委員会委員長
　中　島　祥　子 准教授 日本語・日本事情科目専門委員会委員長
　笠　井　聖　仙 准教授 基礎教育科目専門委員会委員長
　有　倉　巳　幸 教　授 学芸員資格科目委員会委員長
　竹　内　　　宏 教　授 外国語部会部会長（初修語）　〔教育学部〕
　ブレイジア　アン 准教授 外国語部会部会長（既修語）　〔教育センター〕

外国語教育推進部会 ◎富　岡　 龍　明 教  授 教育センタ－
　髙　橋　玄一郎 教　授 教育センタ－
　トレマーコ　ジョン 准教授 教育センタ－
　金　岡　正　夫 准教授 教育センタ－
　ブレイジア　アン 准教授 教育センタ－
　大　和　高　行 教　授 法文学部
　竹　内　　　宏 教　授 教育学部      
　半　田　利　弘 教　授 理学部
　郡　山　千　早 准教授 医学部      
　塚　田　澄　代 准教授 歯学部      
　吉　田　秀　樹 教　授 工学部
　北　原　兼　文 准教授 農学部      
　板　倉   隆　夫 教　授 水産学部      
　小　原　恭　子 教　授 共同獣医学部
　小　山　憲　明 教　授 外国語科目専門委員会委員長
　原　　　隆　幸 特任准教授 教育センター　　　　　　　　※オブザーバー

大学院共通科目・特別
コース推進部会

◎野　田　伸　一 教　授 国際島嶼教育研究センター
　市　川　英　孝 准教授 人文社会科学研究科
　徳　田　修　司 教　授 教育学研究科
　波多野　浩　道 教　授 保健学研究科
　井　手　英　夫 准教授 理工学研究科（工学系）
　橋　本　文　雄 准教授 農学研究科
　上　西　由　翁 教　授 水産学研究科
　嶽　﨑　俊　郎 教　授 医歯学総合研究科
　齋　藤　義　人 教　授 司法政策研究科
　中　原　睦　美 教　授 臨床心理学研究科
　杉　元　康　志 教　授 連合農学研究科
　野　呂　忠　秀 教　授 島嶼学教育コース運営委員会委員長
　萩　野　　　誠 教　授 環境学教育コース運営委員会委員長
　岩　元　　　泉 教　授 食と健康教育コース運営委員会委員長
　坂　本　育　生 教　授 外国語コミュニケーション教育コース運営委員会委員長
　中　島　あや子 教　授 共通教育企画実施部長
　上　谷　順三郎 教　授 教養科目専門委員会委員長

教養科目専門委員会 　柴　田　健　志 准教授 法文学部
　竹　岡　健　一 教　授 法文学部
　富　原　一　哉 教　授 法文学部
　道　下　洋　二 准教授 教育学部
●上　谷　順三郎 教　授 教育学部
　寺　床　勝　也 准教授 教育学部
　冨　山　清　升 准教授 理学部
　丹　羽　さよ子 教　授 医学部
　三　浦　裕　仁 准教授 歯学部
　中　村　祐　三 准教授 工学部
　岩　井　純　夫 教　授 農学部
　日　高　正　康 講　師 水産学部
　窪　田　　　力 教　授 共同獣医学部
　奥　　　健一郎 教　授 稲盛アカデミー

情報科学科目専門委員会 　植　本　幸　子 准教授 法文学部
　園　屋　高　志 教　授 教育学部
　新　森　修　一 教　授 理学部
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情報科学科目専門委員会 　福　留　清　博 准教授 医学部

　増　原　正　明 講　師 歯学部
　奥　田　哲　治 准教授 工学部
　坂　井　教　郎 准教授 農学部
●山　中　有　一 准教授 水産学部
　川　﨑　安　亮 教　授 共同獣医学部
　下　園　幸　一 准教授 学術情報基盤センター

外国語科目専門委員会 　與　倉　アンドレーア 教　授 法文学部
●小　山　憲　明 教　授 法文学部
　樋　口　晶　彦 教　授 教育学部
　竹　内　　　宏 教　授 教育学部
　和　田　桂　一 教　授 理学部
　内　尾　ホープ 講　師 医学部
　塚　田　澄　代 准教授 歯学部
　吉　田　秀　樹 教　授 工学部
　玉　置　尚　德 准教授 農学部
　板　倉　隆　夫 教　授 水産学部
　藤　木　　　誠 准教授 共同獣医学部
　富　岡　龍　明 教　授 教育センター
　高　橋　玄一郎 教　授 教育センター
　ブレイジア　アン 准教授 教育センター

体育・健康科目専門
委員会

　伊　娜 准教授 法文学部
●徳　田　修　司 教　授 教育学部
　長　岡　良　治 教　授 教育学部
　福　満　博　隆 准教授 教育学部
　藤　田　　　勉 准教授 教育学部
　森　口　哲　史 准教授 教育学部
　伊　藤　　　稔 准教授 理学部
　下敷領　須美子 准教授 医学部
　松　山　孝　司 准教授 歯学部
　渕　田　孝　康 准教授 工学部
　紙　谷　喜　則 准教授 農学部
　藤　枝　　　繁 准教授 水産学部
　松　尾　智　英 准教授 共同獣医学部

日本語・日本事情科目専
門委員会

　内　山　　　弘 教　授 法文学部
●中　島　祥　子 准教授 教育学部
　宮　本　旬　子 准教授 理学部
　吉　家　清　貴 准教授 医学部
　梶　原　和　美 准教授 歯学部
　山　本　吉　朗 准教授 工学部
　瀬戸口　明日香 准教授 農学部
　バスケル　ミゲル 教　授 水産学部
　瀬戸口　明日香 准教授 共同獣医学部
　和　田　礼　子 准教授 留学生センター

基礎教育科目専門委員会 　川　西　基　博 准教授 教育学部
　近　藤　正　男 教　授 理学部
　種　市　信　裕 教　授 理学部
　廣　井　雅　彦 教　授 理学部
　小　林　励　司 准教授 理学部
●笠　井　聖　仙 准教授 理学部
　横　川　由起子 講　師 理学部
　西　田　　　詩 助　教 理学部
　田　川　まさみ 教　授 医学部
　山　口　泰　平 准教授 歯学部
　塩　屋　晋　一 教　授 工学部
　南　　　雄　二 准教授 農学部
　江　幡　恵　吾 准教授 水産学部
　白　石　光　也 准教授 共同獣医学部
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学芸員資格科目委員会 　中　島　あや子 教  授 法文学部

　本　田　道　輝 教　授 法文学部
●有　倉　巳　幸 教　授 教育学部
　日　隈　正　守 教　授 教育学部
　井　村　隆　介 准教授 理学部
　井　倉　洋　二 准教授 農学部
　佐久間　美　明 教　授 水産学部
　本　村　浩　之 教　授 総合研究博物館

島嶼学教育コース運営
委員会

　桑　原　季　雄 教　授 人文社会科学研究科
　八　田　明　夫 教　授 教育学研究科
　波多野　浩　道 教　授 保健学研究科
　小　原　幸　三 教　授 理工学研究科（工学系）
　坂　井　教　郎 准教授 農学研究科
●野　呂　忠　秀 教　授 水産学研究科
　嶽　﨑　俊　郎 教　授 医歯学総合研究科
　長　嶋　俊　介 教　授 国際島嶼教育研究センター

環境学教育コース運営
委員会

●萩　野　　　誠 教　授 人文社会科学研究科
　福　山　博　文 准教授 人文社会科学研究科
　川　西　基　博 准教授 教育学研究科
　波多野　浩　道 教　授 保健学研究科
　二　宮　秀　與 教　授 理工学研究科（工学系）
　紙　谷　喜　則 准教授 農学研究科
　西　　　隆一郎 教　授 水産学研究科
　堀　内　正　久 准教授 医歯学総合研究科
　岡　野　隆　宏 准教授 教育センター

食と健康教育コース運営
委員会

　北　﨑　浩　嗣 教　授 人文社会科学研究科
　田　島　真理子 教　授 教育学研究科
　下敷領　須美子 准教授 保健学研究科
　愛　甲　　　正 教　授 理工学研究科（理学系）
●岩　元　　　泉 教　授 農学研究科
　高　峯　和　則 准教授 農学研究科
　上　西　由　翁 教　授 水産学研究科
　堀　内　正　久 准教授 医歯学総合研究科

外国語コミュニケーショ
ン教育コース運営委員会

　コーダ スティーブン 准教授 人文社会科学研究科
●坂　本　育　生 教　授 教育学研究科
　内　尾　ホープ 講　師 保健学研究科
　末　谷　大　道 准教授 理工学研究科（理学系）
　山　本　雅　史 准教授 農学研究科
　板　倉　隆　夫 教　授 水産学研究科
　中　村　典　史 教　授 医歯学総合研究科
　富　岡　龍　明 教　授 教育センター
　髙　橋　玄一郎 教　授 教育センター

　　◎印は部長
　　○印は副部長
　　●印は委員長
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飯　干　　　明（教育センター長　教育学部教授）
 平成25年４月より、教育センター長を務めさせていただいております。私が鹿児島大学に赴任したの
は旧教養部でしたが、いろいろな分野の先生方と仕事をさせていただくなかで、ものの見方や考え方に
大きな影響を受けたように思います。旧教養部での貴重な経験が、その後の教育や研究に役立っている
ことから、教養教育の重要性を強く感じております。教育センターでは、これまでに、高等教育研究開
発部門や体育・健康科目専門委員会で仕事をさせていただきました。教職員の方々のご協力を得ながら、
共通教育の充実・発展に少しでも貢献できればと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。

富　原　一　哉（教育センター副センター長　法文学部教授）
　３月末に新センター長の飯干先生よりいきなりお電話をいただき、訳も分からぬまま副センター長職
を拝命することとなりました。これまで共通教育の授業は担当していたものの、教育センターと直接関
わる仕事があまりなかったため、何もかもが「一から勉強」の状態ですが、勉強するにつれ、現在の共
通教育・全学的教育への社会的（行政的？）要請の大きさを痛感しております。私自身は微力ですが、
センターの教職員の皆様が充分にお力を発揮できるよう、飯干センター長をサポートして環境整備に尽
力してまいりたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。

佐久間　美　明（教育センター高等教育研究開発部長　水産学部教授）
　久しぶりに、高等教育研究開発部に関わる事になりました。「より良い教育を行いたい」という強い
思いは関係者全員が共有しておりますが、「より良い教育」のイメージは統一されていないため、組織
的にどのような取組を行えば効果的な教育改善が行えるか、もっとも重視すべき課題は何か、等につい
ては個々人や所属部局毎に考え方が異なっているのが現状と思います。さしあたり「研究会的」部会運
営を心がけ、各部局や外部の先進事例、文科省の政策意図等を共有しながら授業・企画担当者の負担軽
減と教育改善に活用できるデータ収集の両立を目指します。ご指導・ご協力をお願いいたします。

三　好　宣　彰（教育センター共通教育企画実施部長　共同獣医学部教授）
　平成２年から農学部および共同獣医学部の教員として動物病理学の教育研究に携わり、教育センター
には平成18年度から教育センター会議、共通教育企画実施部会、高等教育研究開発部会の委員として参
加しております。新しい共通教育課程が4月から始まり、より良き教育の課程へと部分的な修正や改良
を施すことと、この新しい課程に対応できるような委員会体系を再編成することが今年度の企画実施部
会の役割と思います。部局等の教員と事務職員が一致団結して進めなければ成し遂げることは出来ませ
んので、皆様方のご協力を心からお願いいたします。

髙　橋　玄一郎（教育センター外国語教育推進部長　教授）
　教育センター就任後、おかげさまで平成25年度は５年目の取り組みとなりました。教育センターの富
岡外国語教育推進部長らのもとで平成20年度にスタートした外国語（英語）教育改革も平成24年度で５
年の歳月を重ね、また、この年報が10号を迎えています。それぞれに一つの節を刻みます。竹の幹は節
を一つずつ連ねていくことで、天候に左右されない強靭さを増していくといわれます。教育センターの
営みも、竹林のごとく、尚一層のしなやかさを内から持たせていただき、学内外の関係部署等との協力
や連携のもと、それを学生や広く社会全般のために役立てていきたいと願っています。

教　員　紹　介
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野　田　伸　一（教育センター大学院共通科目・特別コース推進部長　国際島嶼教育研究センター教授）
　平成24年度から大学院共通科目・特別コース推進部長の職にあります。各コースの共通する目的は、
大学院生に第二の強みを持つことや専攻をさらに深めることで、学生の自主的な学び、グローバルな視
点，総合的な理解力，知識活用能力，柔軟な発想力などが共通のキーワードです。私も島嶼学教育コー
スのコア科目である島嶼学概論Ⅰを担当しています。今後とも各コースの科目の充実にご理解とご協力
をお願いいたします。

渋　井　　　進（教育センター高等教育研究開発部　准教授）
　鹿児島大学に戻ってきてから１年以上経ちました。昨年後期からは、共通教育の授業も担当するよう
になり、学生さんと接する機会も増えました。日々学生さんの顔を見ながら、自ら教育者としての実践
を行う事で、これまでは客観的に対処していたFD活動等においても、経験を踏まえた思い入れが生じ
る時を感じる様になりました。このような熱い思いを大切にしたい一方で、冷静に国内外の政策的な動
向や、社会からの要請を考慮した、大局的視点から鹿児島大学を眺めることも大切に感じており、自分
の中に様々な立場の自分を同居させつつ、日々の業務にあたっております。

伊　藤　奈賀子（教育センター高等教育研究開発部　准教授）
　高等教育研究を通じて得られた研究知と現場での積み重ねによって練り上げられた実践知の双方を活
かした教育改善に向けた建設的な提案をしていきたいと考えています。自分自身の実践についても、少
しずつ実績を挙げていければと思います。
　研究については、学生が学士と同定するにふさわしい知識や能力を獲得しつつ、個性や適性に応じた
技能をも伸長できるカリキュラム設計について考えています。汎用的能力の育成を特定の科目だけでは
なく、カリキュラム全体としていかに実現していくかが現在の大きな課題です。

岡　野　隆　宏（教育センター高等教育研究開発部　特任准教授）
　我が国には、四季折々に心がふるえる美しい自然の風景があります。それは原生的な自然だけでなく、
そこに暮らす人たちの永い営みによって作り上げられた風景もたくさんあります。
　私は環境省の自然保護官（レンジャー）として、熊本県の阿蘇、沖縄県の石垣島に赴任して、地域の
方々とともに自然環境の保全と地域づくりに取り組んできました。また、自然公園法の改正や世界自然
遺産の登録や管理も担当してきました。自然を守っていくためには、そこに生活を営む人が元気でなけ
ればいけません。そんな思いで「自然を活かした地域づくり」をテーマに勉強しています。
　講義では現場での行政経験を基に、生物多様性とは何か、どうやったら守れるのか、地域における自
然環境の保全と地域振興をどのように両立させるのかを一緒に考えていきたいと思っています。

富　岡　龍　明（教育センター外国語教育推進部　教授）
　鹿児島大学に赴任して９年目を迎えました。 最初の８年間は外国語教育推進部長の職を４期務めま
した。「学士力の養成」、「学力の見える化」などが時代のキーワードとなってきた中で、英語教育につ
いては平成20年度以降、習熟度別クラス編成、共通アチーブメントテストの導入など、一連の改革を実
施して参りました。今後も英語をはじめ本学の外国語教育改革を進めていく必要がありますが、「グロー
バル人材育成」ということを改革の根幹に据えて、それに見合う外国語教育改革が求められるものと思
われます。全学のご協力とご理解を得ながら今後も鋭意努力していきますので何卒よろしくお願いしま
す。

トレマーコ　ジョン（教育センター外国語教育推進部　准教授）
　イギリス出身。鹿児島大学において本年で８年目です。それ以前は関東で上智大学やICU等の様々な
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学校や大学で５年程教授し、その後、２年間の広島の大学を経て、鹿児島大学に就任しました。専門は
応用言語学であり、私の研究の核となるものは「ラーニング・ストラテジー」と「医学英語（センシティ
ビティ・トレーニング）」です。その他「異文化理解（文化的センシティビティ）」を通じての英語教育
に焦点をあてています。趣味は、イギリスの国技であるサッカーをする事や、日本の武道をする事です。
一生懸命頑張る学生をサポートする存在であり続け、同時に鹿児島大学の英語教育向上に貢献できたら
と願っています。

金　岡　正　夫（教育センター外国語教育推進部　准教授）
　現在、大学英語教育カリキュラムのあり方、とくに政策面とそれにもとづく新たな教授システムの在
り方（実践と評価）について、学内外の大学英語教員と協同研究を進めている（科研基盤Ｃ：平成25年
度～ 27年度）。カリキュラムそのものに対する勉強からはじめ、その理論構築と今後の流れについて歴
史的考察を終えたところである。「高等教育全体のカリキュラム改革と連携」しながら、それと同時に

「英語以外の学問領域（e.g.、社会学、倫理学、政治学、日本語教育）との学際的融合の可能性、たとえ
ば学習内容・テーマの共通性と系統性を模索」しながら、４技能個別型カリキュラムから統合型カリキュ
ラムにむけた衣替えの必要性を欧州言語政策同様、痛感している。

Anne Elizabeth Brasier（教育センター外国語教育推進部　准教授）
　In recent years the Department for the Promotion of Foreign Lanaguge Education has been re-
formulating the language curriculum to better cater to the needs of students by streaming classes, 
introducing the G-TELP proficiency test, and having an overall reduction in class sizes. In addition, 
we are expanding implementation of e-learning, an education medium in which I have particular 
interest. For the past six years I have been pilot testing online courses, evaluating results and 
student response to various  online resources such as English Central, ALC Net academy and Voice 
Thread.
 I also am a Moodle administrator, a role which involves making courses such as the G-TELP 
practice test site, and work to assist instructors in developing their own online materials. I find the 
enthusiastic response from students to these innovative learning mediums highly motivating, and I 
hope to further my research in this field in the coming years.

原　　　隆　幸（教育センター外国語教育推進部　特任准教授）
　鹿児島大学に赴任して１年が経ちました。外国語教育推進部における様々な業務と、共通教育の英語
科目を担当しています。英語の４技能を伸ばせる授業を心がけています。同時に、英語を教えることを
通して、異文化コミュニケーション能力も身につけられるような授業をしていきたいと思います。また、
多言語多文化社会で生きていくことについて考えられるようになってもらえればと思います。引き続き
教職員の皆様のご助言を仰ぎながら、専門である言語政策・言語教育政策の知見を生かしつつ、鹿児島
大学の外国語教育向上に貢献していきたいと思います。
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安　田　和　義（教育センター事務室長　教務課課長代理）
　平成25年４月から事務室長を務めています。教育センターは期待に胸を膨らませて入学してくる学生
さんが最初に大学生活をスタートさせる場でもあります。彼ら彼女らの期待を裏切ることがないよう、
すべての鹿大生が満足できるよう教育環境の提供に努める所存です。

玉　利　寿　文（教育センター総務係長）
　平成25年７月に人事異動で水産学部総務係より当係へ参りました。
　鹿児島大学の教育拠点である教育センターにおける管理部門の業務（庶務･人事・会計・施設管理）
に携わり、教職員、学生及び一般の方々に関わる仕事を行う当係で私自身やっていけるのか、行き届か
ないところがあるのではと、不安ではございますが、少しでも前進、少しでもお役に立てるよう頑張っ
ていきたいと考えております。
　また、今年度は１号館改修工事もあり、移転、工事騒音など、何かとご迷惑をお掛けいたしますが、
どうか暖かく見守っていただければ幸いです。どうぞよろしくお願いいたします。

濵　﨑　章　子（教育センター総務係員）
　平成23年４月に教育センター総務係へ配属されました。教育センターの先生方の服務管理や、不動産
貸付などを担当しています。センターは開放感のあるオフィスなので、まわりの方々にアドバイスいた
だいたり、学生さんの活力に刺激されたりしながら楽しく日々励んでいます。ルーティンワークだけで
なく、じっくり検討しながら進めなければならない業務もあり、まだまだ未熟と感じることも多々あり
ますが、少しでも教育センターの発展に貢献できればと思います。

山　崎　邦　弘（教育センター総務係員）
　平成25年７月に配属となりました。総務係では、会計から施設設備保守まで幅広くカバーしています。
現在の主な担当は、マイクやプロジェクターから照明・ブラインドまで、教室内のあらゆる設備の保守
整備です。先生や職員の方からの「マイクの音声が出ない」、「プロジェクターが映らない」、「ドアの調
子がちょっと・・・」という声に、メジャーや工具を手に業者さんと日々学内を走り回っています。学
生の皆さんと関わりをもつ機会は少ないですが、よりよい学習環境の確保を目指し努力していきます。

冨　永　敏　彦（学生部教務課臨時用務員）
　第二体育館に今年より勤務しています。主に体育館内の清掃、管理が仕事で、利用者数が多く毎日掃
除に追われています。他に「体育、健康科学実習」のための時間割作成や授業に必要な用具、資料の準
備等を行っています。授業は教育学部の先生と非常勤の先生方で実施され、全学部の一年生が体育館に
集まってきます。若いエネルギーに圧倒されながらも、毎日楽しく学生たちに元気を貰っています。少
しでも良い環境で学生たちが学習できるよう、施設環境の整備に頑張っていきたいと思います。

渡　邊　裕　香（学生部教務課特任専門員）
　平成24年４月から縁あって教育システムであるMoodleの管理・運用・普及を担当しております。鹿
児島大学でMoodleが導入されてから約５年、少しずつ広まってきていますがもっと多くの方に授業に
取り入れて欲しい一心で講習会や個別対応をメインとした勉強会、講義の受講生登録等を行っています。
　常にわかりやすく丁寧に対応することを心がけ、興味を持ってもらえるように楽しくMoodleを広め
ていこうと思います。まだまだ未熟で至らない点が多々ありますがどうぞよろしくお願い致します。

職　員　紹　介
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前　村　泰　子（教育推進係長）
　当係は、２人体制でFD委員会、高等教育研究開発部会、外国語教育推進部会及び大学院共通科目・
特別コース推進部会の事務を担当しており、FD関連事業の企画・実施にも携わっております。様々な
イベントが多く、平成24年７月に異動してきた私は、先読みが出来ないまま、とにかく実施することに
追われた１年でしたが、加藤さんをはじめ周囲の方々のご協力の下、無事に終えることができました。
　最近は、全てがFDに繋がるような勢いで、この係の業務が限りなく広がるように思うこともあります。
求められる事に対してどれだけ応えられるか分かりませんが、頑張っていきたいと思います。

加　藤　晃　子（教育推進係主任）
　平成25年７月で教育センターに在籍して５年目を迎え、「生き字引」と呼ばれるようになりました。
　係の仕事は、FD委員会、高等教育研究開発部会及び外国語教育推進部会の事務をはじめ、アンケー
トのデータ処理関係、教育センターオープンクラスやFD・SD合同フォーラムといったイベント的な仕
事まで担当しています。在籍年数は長いですが、今も新しい発見があるので、日々充実しています。よ
ろしくお願いします。
　
﨑　山　英　博（共通教育係長）
　教育センターでは、平成25年度から新たな共通教育課程で授業が実施されています。これまでの分野
設定より、単位修得等がわかりやすくなったのではないかと思います。今後は、この改革を一歩ずつ前
に進めるために、問題点を検討していく地道な作業が必要だと考えています。
　また、平成26年度に向けて、共通教育棟１号館が改修されることに伴い、授業を実施する教室につい
ても、工事期間中に不便をお掛けすることとなっています。改修後は、学生さんにより良い学習環境を
提供していくことが出来るのではと思います。今後も、学生さんの立場に一番近い共通教育係が、大学
の教育面での改善に貢献出来るよう頑張っていければと思っています。

川　上　広　典（共通教育係員）
　平成25年８月１日から鹿児島大学に採用され共通教育係に配属されました。新人ではありますが悲し
いかな、年齢的には世間一般にいわれるフレッシュマンとは若干歳が離れています。まだ配属されてか
ら日も浅く、新しい環境で覚えることも多く、日々勉強の毎日です。窓口にやってくる学生さんを見て
いると自分にもあんな時期があったんだ、と自分の学生時代を懐かしむと同時に時の速さを実感させら
れます。これから大学職員として様々なことがあると思いますが、向上心を持ち前向きに取り組んで行
きたいと思います。
　
大　脇　美　咲（共通教育係員）
　平成25年４月から共通教育係に配属となりました。主に理学部・医学部の窓口業務、外国語科目等の
委員会の運営を担当しております。以前は、教職員をサポートする仕事していました。以前とは全く業
務内容が異なるため、戸惑うこともありますが、同じ係のみなさんに力をもらって楽しく仕事をしてい
ます。
　日々勉強の毎日ですが、改善できる点は改善して先生方や学生の皆さんの大学生活がより良いものに
なるよう、頑張りたいと思います。

畠　中　さゆり（共通教育係員）
　共通教育係で主に教育学部、歯学部の学生窓口、共通教育科目等の成績や放送大学関係の業務を担当
しています。初めて携わる「教務」という業務に対して驚きや戸惑うこともありますが、周りの方々に
ご指導をいただきながら何とか頑張っております。
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　私自身も学生時代、入学翌日に大変緊張しながら学生課の窓口を利用した思い出があります。そのこ
とも心に留めて、学生と接する時には公平性を保ちつつも温かい応対を心掛け、利用しやすい窓口作り
のお手伝いができたらと思います。
　至らない点ばかりの私ですが、一生懸命頑張りますのでよろしくお願いいたします。

柏　木　京　子（共通教育係事務補佐員）
　共通教育係窓口で主に農学部・共同獣医学部・水産学部の窓口業務とサークルの教室貸出し、非常勤
講師の勤務時間報告等の仕事をしています。
　学生さんは私の子供世代ですが、中には初めて親元を離れひとり暮らしをする中で、学業の他にも不
安な事や困った事などがあるでしょう。そんな時はお母さんと思って何でも相談してほしいと思います。
　みなさんの学生生活がより有意義なものとなりますように、またそのお手伝いが少しでも多くできれ
ばと願いながら、私自身も日々努力していきます。

松　林　明　美（共通教育係事務補佐員）
　共通教育係で、窓口業務・開設科目表の作成・講義の講義室割振り業務等を担当しております。学生
さん達が、子供と同年代であるため、母親の視点で業務を行わないように注意しているつもりです。ま
た、先生方とお話をする機会も多いですが、対応をするときには、先生方と学生さん達で、言葉づかい
を変えることのないようにも気を付けています。
　人と関わらなければ出来ない仕事なので、対応された側も、快く受け止められるよう、心がけて今後
も業務をこなしていきたいと思っています。

大　野　由美子（共通教育係事務補佐員）
　勤務内容は、大まかに言うと共通教育係の非常勤講師の先生方のお世話をしています。
　中身は、授業に関する事務や講義室の機器等の説明など…何を尋ねられても対応できるように頑張っ
ています。１番心がけている事は、先生たちとのコミュニケーションをどのように取るか、外国人の先
生方も多いので身振り・手振り・単語を並べてお互いが楽しく仕事が進むよう取り組んでいます。メイ
ンは、学生が共通教育係の窓口を通じて共通教育科目等の単位を修得し専門へ進級できるようにお手伝
いする事です。微力ながら頑張っていきますので、よろしくお願い致します。

松　山　貴　子（共通教育係事務補佐員）
　共通教育係で非常勤講師のお世話をしています。共通教育係はオープンカウンターになっており、多
くの学生達が訪れますので、毎日元気をもらっています。たまにはお互いに笑いが出たりと雰囲気のい
い窓口作りに少しでも貢献できればと思っています。また、非常勤の先生方に関しては、外部から大学
に出向いて講義をしていただいていますので、気持ちよく講義ができるよう、万全なお手伝いを心掛け
ています。これからも微力ながらできることを精一杯していきますので、どうぞよろしくお願いいたし
ます。
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編　集　後　記

　鹿児島大学教育センター年報第10号は、平成24年度の本センターの記録です。この一年、本センター
の活動へご支援いただいた皆様方に心より御礼申し上げます。
　さて、鹿児島大学における教育の拠点として平成15年10月に設置された本センターは、鹿児島大学の
めざす「進取の精神」と「学士力」を有する人材育成のため、共通教育の企画・実施を行ってまいりま
した。さらに、平成23年度からは、従来から設置されていた高等教育研究開発部、共通教育企画実施部、
外国語教育推進部に加え、大学院共通科目・特別コース推進部を新たに設け４部構成となり、さらなる
機能強化を図っています。
　また、平成25年度からは新しい教育プログラム「進取の精神をもった学士の養成を目指す共通教育改
革」を本格導入しました。学生の自己実現に向け、教育支援を少しでも充実させることで、彼らが明る
い未来を切り拓くことを期待しております。今後の本センターにおける新取り組みに対してもご理解、
ご協力をいただきますようよろしくお願い申し上げます。
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